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中小企業組合のための

消費税の手引き
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消費税見直しのポイント
平成15年４月１日に所得税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第８号）が施行されたことに伴い消費税法が改正され、中小事業者特例（事業者免税点制度、簡易課税制度）の見直し、中間申告納付制度の見直し、課税期間の特例の見直し（以上、平成16年４月１日以後に開始する課税年度から適用）、総額表示の義務付け（平成16年４月１日から適用）が行われた。
今回の見直し事項の中で、特に総額表示の義務付けについては、平成16年度税制改正作業の過程で突然改正事項として浮上したものであり、他の見直し事項とは性格が違うため事業者によってはその対応に戸惑うことも予想される。

この場合、後述するように総額表示はすべての取引に義務付けられるものではなく、消費者を対象とした取引に限定（事業者間の取引は対象外）されること、消費者にあらかじめ価格を表示する場合を対象としているだけでありレシート等への総額表示の義務付けはないこと、総額表示の義務付けに伴った特段の罰則は規定されていないことに十分留意して対応することが必要である。

また、事業者免税点制度の見直しにより、新たに課税事業者となる事業者は積極的に消費税の転嫁を図っていくことが必要である。
１．中小事業者特例(事業者免税点制度、簡易課税制度)の見直し
国内で事業を行う者は消費税を納税する義務が課せられているが、課税売上高が一定規模以下の小規模な事業者の納税事務負担を軽減するために、「事業者免税点制度」と「簡易課税制度」の２つの特例が設けられている。
事業者免税点制度は、課税売上高が一定規模以下の小規模の事業者に対して、消費税の納税を免除する制度である。
納税すべき消費税額は課税売上に対する消費税額から課税仕入に対する消費税額を控除して計算することとなるが、簡易課税制度は、この控除の対象となる課税仕入に対する消費税額を課税売上に対する消費税額に一定割合（みなし仕入率）を乗ずることによって、簡易に消費税額を計算することを認める制度である。
(1) 本則課税
消費税納付税額＝課税売上に対する消費税額－課税仕入に対する消費税額
(2) 簡易課税制度
消費税納付税額＝課税売上に対する消費税額
　　　　　　　　　　　　－課税売上に対する消費税額×みなし仕入率（※）
※みなし仕入率
卸売業90％、小売業80％、製造業等70％、その他事業60％、サービス業等50％
この事業者免税点制度と簡易課税制度について、次のような改正が行われ、平成16年４月１日以後に開始される課税年度（平成17年３月決算期分）から適用される。
１－１　事業者免税点制度の見直し
(1) 免税事業者となることができる事業者の範囲の引下げ
消費税が課税されるかどうかを判断する期間（基準期間、課税年度の前々年度）の課税売上高が3,000万円以下の事業者がこの制度の対象となっていたが、対象となる課税売上高が1,000万円に引き下げられた。この見直しにより、これまで事業者免税点制度が適用され、消費税の納税義務が免除されていた「課税売上高1,000万円超3,000万円以下」の事業者は、消費税の納税義務を負うこととなる。
〈改正前〉

基準期間の課税売上高3,000万円以下の事業者が対象
                  　
〈改正後〉
基準期間の課税売上高1,000万円以下の事業者が対象
（1,000万円超3,000万円以下の事業者は課税）
(2) 課税売上高が不明の場合の経過措置
この改正の経過措置として、基準期間の課税売上高が把握できず、免税事業者に該当するかどうかわからない場合は、平成15年10月１日から12月31日までの３カ月の期間の課税売上高の４倍の金額を課税売上高とする経過措置が設けられた（原則は、平成14年度の課税売上高）。
１－２　簡易課税制度の見直し
　(1) 簡易課税制度を利用できる事業者の対象範囲の引下げ
　　　これまで、課税売上高２億円以下の事業者がこの制度を利用することができたが、課税売上高5,000万円以下の事業者に対象範囲が引き下げられた。この見直しにより、これまで簡易課税制度を利用することができた「基準期間の課税売上高が5,000万円超２億円以下」の事業者はこの制度の利用ができなくなり、課税売上割合に応じた方法で仕入税額控除を計算する必要がある。
　(2) これまで免税事業者であった事業者が簡易課税制度を利用しようとする場合の選択届出書の提出等の特例措置
　　　簡易課税制度を利用するためには、課税期間の初日の前日までに「簡易課税制度選択届出書」を所轄の税務署長宛に提出することが必要であるが、これまで免税事業者であった事業者が新たに課税事業者になる場合には、課税期間中に提出することが認められる。引き続き、簡易課税制度を利用することができる事業者は、今回の改正により、改めて選択届出書を提出する必要はない。

２．中間申告納付制度の見直し
直前の課税期間の確定消費税額が一定額以上の場合には、確定申告のほかに、中間申告・納付を行う必要があるが、この中間申告・納付の回数が次のように改められた。
〈改正前〉

	直前の課税期間の消費税額
	48万円以下
	48万円超
	400万円超

	中間申告回数
	不要
	年１回
	年３回


〈改正後〉

	直前の課税期間の消費税額
	48万円以下
	48万円超
	400万円超
	4,800万円超

	中間申告回数
	不要
	年１回
	年３回
	年11回


３．課税期間の特例の見直し
　消費税の課税期間は所得税、法人税と同様に、法人事業者は事業年度とされているが、「課税期間特例選択（又は変更）届出書」を所轄の税務署長へ提出することによって、事業年度を３カ月毎に区分した各期間を課税期間とすることができるが、これに１カ月毎の課税期間が追加された。
４．総額表示の義務付け
課税事業者が消費者に対して商品等の販売、役務の提供等の取引を行うに際して、あらかじめ取引価格を提示する場合、これまでは、本体価格（税抜価格）と消費税額（地方消費税額を含む。）を別途表示することが認められていたが、平成16年４月１日からは消費税額（地方消費税額を含む。）を含めた価格を総額表示することが義務付けられた。
総額表示が義務付けられる取引は小売業など消費者を対象としたものに限定され、いわゆる「事業者間取引」においては義務付けられていない。しかし、小売業だけでなく、例えば建設業などで消費者に建売住宅を販売する場合など広く消費者に価格を表示する場合には総額表示が義務付けられるので、注意する必要がある。
また、価格表示すること自体を強制するものではないので、これまでの商慣習から価格を表示していない事業者にまで総額表示による価格表示を求めるものではない。
〈対象となる価格表示〉

商品本体による表示（商品に添付又は貼付される値札等）、店内表示、商品カタログ、チラシ広告、新聞・テレビによる広告、インターネットによる広告、ポスター、看板など。（総額表示が求められるのは消費者が商品等を選択する場合に表示されるものに限定されるので、商品等を選択し、代金を支払った時に消費者に提示する領収書（レシート）等は総額表示の対象とはならない。また、総額表示をしない場合の事業者に対する罰則も特段ない。）
〈総額表示の例示〉

1,050円
1,050円（税込）
1,050円（本体価格1,000円）
1,050円（うち、消費税50円）
1,050円（本体価格1,000円、消費税50円）

〈総額表示に該当しない例〉
1,000円（税抜）

1,000円＋税

1,000円（消費税50円）

　　　商品の単価や手数料率を表示する場合などは最終的な取引価格そのものではないが、事実上、その取引価格を表示しているものについては、総額表示することが必要である。

〈総額表示が義務付けられる単価等の表示例〉

肉の量り売りは？
　（税抜表示）100グラム200円
→
（総額表示）100グラム210円　など

ガソリン、灯油は？

　（税抜表示）１リットル100円
→
（総額表示）１リットル105円　など

不動産仲介手数料は？

　（税抜表示）売買価格の3.00％
→
（総額表示）売買価格の3.15％　など
　　　値引販売の際に行われる価格表示（○割引き、○円引きなどの表示）は総額表示の義務付けの対象とはならない。
Ⅱ．消費税の概要
以下については、原則として平成16年４月以降の消費税改正を前提に記載している。
１．概　要
【消費税等の流れ】
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【消費税等の計算方法】
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【課税標準額】
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【課税対象】
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【消費税額】
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地方消費税の税率　＝　消費税率の25％
消費税と地方消費税を合わせた税率　＝　５％
【課税仕入等の税額】
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　〈計算方法〉
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　〈課税売上割合〉
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【仕入税額控除の調整】
　　①　仕入に係る対価の返還等を受けた場合の調整
　　②　高額な固定資産等に係る調整
　　③　棚卸資産に係る税額の調整
　　④　売上対価の返還等を行った場合
　　⑤　貸倒れに係る税額の控除
　　⑥　貸倒債権を回収した場合の調整
　　⑦　公共法人等の特例（26、62頁参照）
【課税対象の判定】
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２．納税義務者
国内取引については、商品の販売、サービスの提供、資産の貸付等を、事業として対価を得て行う法人及び個人事業者が納税義務者であり、課税期間に係る基準期間における課税売上高が1,000万円以下の事業者は納税義務が免除される。ただし、基準期間における課税売上高が1,000万円以下であっても、課税事業者を選択した場合は納税義務者となる。
　また、輸入取引については、課税貨物を保税地域から引き取る者が納税義務者となる。
２－１　基準期間における課税売上高
法人にあっては課税期間の前々年度の課税売上高が基準期間の課税売上高となる。
２－２　合併があった場合の納税義務の判定
法人が合併した場合にも、納税義務は合併によって免除されない。合併法人が課税事業者であるかないかの判定は、吸収合併と設立合併（新設合併）によって取扱いが異なっている。
(1) 吸収合併の場合
①　合併があった事業年度
　　　　合併法人の合併事業年度の基準期間に対応する期間における課税売上高が1,000万円を超えるときは、その合併法人は課税事業者となる。
　　②　合併があった事業年度の翌事業年度と翌々事業年度
　　　　合併法人のその事業年度の基準期間における課税売上高と各被合併法人のその合併法人のその事業年度の基準期間に対応する期間における課税売上高との合計額が1,000万円を超えるときは、その合併法人は課税事業者になる。
(2) 設立合併の場合
①　設立合併があった事業年度
　　　　被合併法人のうち、いずれかの被合併法人の合併法人の合併事業年度の基準期間に対応する期間における課税売上高が1,000万円を超えるときは、その合併法人は課税事業者となる。
　　②　設立合併があった事業年度の翌事業年度と翌々事業年度
　　　　免税事業者である合併法人とその事業年度の基準期間における課税売上高と各被合併法人のその合併法人のその事業年度の基準期間に対応する期間における課税売上高との合計が1,000万円を超えるときは、その合併法人は課税事業者となる。
２－３　基準期間がない法人に対する納税義務の判定
(1) 対象となる法人
　　　設立間もない法人（その事業年度の基準期間（前々年度）のない法人）のうちで、事業年度開始の時の資本又は出資の総額が1,000万円以上の法人は、課税売上高の多寡にかかわらず、２年間は課税事業者となる。対象となる法人は、社会福祉法人を除くすべての法人であり、営利法人である株式会社等のほかに、民法第34条に基づく公益法人や協同組合なども含まれる。
(2) 設立３年目以降の取扱い
　　　基準期間（その事業年度の前々年度）ができた以降の課税期間についての納税義務の有無については、基準期間における課税売上高によって判断される。
３．事業者免税点制度
その課税期間の基準期間（課税期間の前々年度）における課税売上高が1,000万円以下の事業者に対しては納税義務が免除される。なお、これらの者であっても課税事業者を選択することができる。この場合には、「消費税課税事業者選択届出書」（第１号様式）を所轄の税務署長に提出しなければならない。この届出書を提出した場合は原則として２年間は免税事業者に戻ることはできない。
(1) 法人の納税義務
　　　前々年度の課税売上高1,000万円以下　→　当該年度は免税事業者
　　　前々年度の課税売上高1,000万円超　　→　当該年度は課税事業者
(2) 基準期間の課税売上高の把握が困難な場合の措置
平成15年10月から12月までの間の課税売上高の４倍をもって基準期間の課税売上高とすることが可能である。
４．課税対象
４－１　国内取引の課税対象
事業者が事業として対価を得て行う資産の譲渡、貸付、役務の提供
４－２　輸入取引の課税対象
保税地域から引き取られる外国貨物
４－３　資産の譲渡等の時期
(1) 原則
資産の譲渡等の時期の原則は「引渡しの日」が基準（引渡基準）となることから、棚卸資産の販売や固定資産の譲渡は、その引渡しが行われた日とされている。請負工事や役務の請負については工事の完成後に建物等を引き渡した日であり、役務の提供が完了した日が資産の譲渡等の時期となる。資産の貸付についてもその支払が行われた日がこれに該当する。
(2) 特例
①　長期割賦販売等に係る資産の譲渡等の時期
　　　　法人税法に規定する長期割賦販売等に該当する資産の譲渡等（資産の販売・譲渡、工事の請負、役務の提供）を行っている場合には、支払期日が到来しない部分について課税期間における売上高から控除することができる。ただし、法人税法上の延払基準の方法により経理しており、かつ、その旨を申告書に付記していることが必要である。
②　工事の請負に係る資産の譲渡等の時期
　　　　法人税法に規定する長期大規模工事（工事に着手してから目的物の引渡しまでの期間が２年以上で、かつ、請負契約金額が50億円以上等の工事）又はその他の工事の請負を行っている場合であって、工事進行基準により売上を計上している場合には、その工事の課税期間毎の完成部分に対応した資産の譲渡等があったものとして、課税売上高を計上することができる。ただし、法人税法上の工事進行基準の方法により経理しており、かつ、その旨を申告書に付記していることが必要である。
５．非課税取引
５－１　国内取引
(1) 土地（土地の上に存する権利を含む。）の譲渡及び貸付（一時的に使用させる場合等を除く。）
※１「土地の上に存する権利」
　　地上権（空中地上権を含む。）、土地の賃借権、地役権、永小作権等の土地の使用収益に関する権利、鉱業権、土石採取権、温泉利用権は除く。
※２「一時的に使用させる場合等」
　土地の貸付期間が１月に満たない場合、建物、駐車場等の施設の利用に伴って使用される場合
(2) 有価証券、有価証券に類するもの及び支払手段（収集品及び販売用のものは除く。）の譲渡
※１「有価証券」
　国債証券、地方債証券、社債券、新株予約券付社債券、株券、投資信託、貸付信託の受益証券、コマーシャルペーパー、外国法人が発行する譲渡性預金証書
※２「有価証券に類するもの」
　登録された国債、地方債、社債、株券の発行がない株券等、有限会社等の社員の持分、協同組合等の組合員や会員の持分等、抵当証券、貸付金、預金、売掛金その他の金銭債権
※３「支払手段」
　銀行券、政府紙幣、小額紙幣、硬貨、小切手（旅行小切手を含む。）、為替手形、約束手形、郵便為替、信用状等

(3) 利子を対価とする貸付金その他の特定の資産の貸付及び保険料を対価とする役務の提供等
※国債等、社債、預金等、貸付金の利子、信用の保証料、保険料、共済掛金、手形割引料など
(4) 郵便切手類、印紙及び証紙の譲渡
※郵便切手類が収集等の対象として収集品販売業者等によって販売される場合には課税対象
(5) 物品切手等の譲渡
※商品券、ビール券、図書券など
(6) 国、地方公共団体等が法令に基づき徴収する手数料等に係る役務の提供
(7) 国際郵便為替、国際郵便振替又は外国為替業務に係る役務の提供
(8) 公的な医療保障制度に係る療養、医療、施設療養又はこれらに類するものとしての資産の譲渡等
(9) 介護保険法の規定に基づく居宅介護サービス費の支給に係る居宅サービス及び施設介護サービス費の支給に係る施設サービス等（利用者の選定による一部のサービスを除く。）
(10) 社会福祉法に規定する社会福祉事業等として行われる資産の譲渡等
(11) 医師、助産師その他医療に関する施設の開設者による助産に係る資産の譲渡等
(12) 墓地、埋葬等に関する法律に規定する埋葬に係る埋葬料、火葬に係る火葬料を対価とする役務の提供
(13) 身体障害者の使用に供するための特殊な性状、構造又は機能を有する物品の譲渡、貸付等
(14) 学校、専修学校、各種学校等の授業料、入学金、施設設備費等
(15) 教科用図書の譲渡
(16) 住宅の貸付
※「住宅」
　人の居住の用に供する家屋又は家屋のうち人の居住の用に供する部分、一戸建て住宅、マンション、アパート、社宅、寮等（貸付期間が１月に満たない場合、旅館業法に規定する旅館業の施設の貸付に該当する場合を除く。）
５－２　輸入取引
国内取引の非課税との関係から、保税地域から引き取られる外国貨物のうち、有価証券等、郵便切手類、印紙、証紙、物品切手等、身体障害者用物品、教科用図書が対象。
６．免税取引
課税事業者が輸出として行われる資産の譲渡・貸付、外国貨物の譲渡・貸付、国内及び国外の地域にわたって行われる旅客・貨物の輸送又は通信については消費税が免除される（輸出免税）。
７．不課税取引（課税対象外）
消費税の課税対象となる国内取引、輸入取引以外の取引、すなわち、国外取引や対価を得て行うことに該当しない寄附、贈与、出資に対する配当等は不課税取引（課税対象外）とされ、消費税は課税されない。
８．課税標準・税率
８－１　国内取引の課税標準
課税資産の譲渡等の対価（消費税額及び地方消費税額を除き、個別消費税を含む。）
８－２　輸入取引の課税標準
課税対象となる外国貨物の引取価格
８－３　税率
消費税　　　４％
地方消費税　１％（消費税額の25％）
９．課税期間等
９－１　原則
法人の場合の課税期間は原則、法人の事業年度（設立時においては設立の日が事業年度の開始の日）である。
９－２　課税期間の短縮
法人の事業年度にかかわらず、「消費税課税期間特例選択届出書」（第13号様式）を所轄の税務署長に提出することによって、事業年度開始の日以後、１カ月毎に区分した各期間又は３カ月毎に区分した各期間を課税期間とし、納税・還付申告をすることができる。この課税期間の短縮を廃止する場合には、「消費税課税期間特例選択不適用届出書」（第14号様式）を提出することが必要である。ただし、この課税期間の短縮のために「消費税課税期間特例選択届出書」を提出した場合には、以後２年間は不適用の届出を提出することができない。
10．税額控除等の計算
10－１　仕入税額の計算方法
課税事業者は、その課税期間における課税売上に係る消費税額（課税標準額に対する消費税額）から課税仕入と課税貨物の引取り（課税仕入等）に係る消費税額を控除した金額を納付する。
課税売上に係る消費税額から控除する課税仕入等に係る消費税額（仕入控除税額）の計算方法は、簡易課税制度を適用するかどうか、さらに簡易課税制度を適用しない場合に、その課税期間中の課税売上割合が95％以上か95％未満かによって異なる。
【計算方法】

【課税売上割合】




(1) 本則
①　全額控除方式（課税売上割合が95％以上の場合）
課税期間中の課税売上に係る消費税額から、その課税期間中の課税仕入等に係る消費税額の全額を控除する。
課税仕入等に係る消費税額は、課税仕入の金額（消費税額及び地方消費税額を含んだ金額）に4／105を乗じて算出した消費税額と外国貨物の引取りに係る消費税額との合計である。

【課税仕入等に係る消費税等】

②　個別対応方式（課税売上割合が95％未満の場合）
課税期間中の課税仕入等に係る消費税額のすべてを、
(ａ) 課税売上にのみ対応するもの
(ｂ) 非課税売上にのみ対応するもの
(ｃ) (ａ)と(ｂ)に共通するもの
に区分し、次の算式により計算した仕入控除税額をその課税期間中の課税売上に係る消費税額から控除する。

	課税期間中の課税仕入等に係る消費税額

	(ａ)課税売上にのみ
対応するもの
	(ｃ)(ａ)と(ｂ) に共通するもの
（課税売上割 合で按分）
	(ｂ)非課税売上に
のみ対応するもの

	仕入税額控除（控除する消費税額）          控除できない消費税額


③　一括比例配分方式（課税売上割合が95％未満の場合）
課税期間中の課税仕入等に係る消費税額が、個別対応方式の（ａ）（ｂ）（ｃ）のように区分されていない場合、又は区分されていてもこの方式を選択する場合に適用する。
仕入控除税額は次の算式により計算した金額となる。
	課税期間中の課税仕入等に係る消費税額

	課税売上割合で按分

	仕入税額控除（控除する消費税額）         控除できない消費税額


　(2) 簡易課税制度
　　　課税期間における課税標準額に対する消費税額を基にして、仕入控除税額を計算する。よって、実際の課税仕入等に係る消費税額を計算する必要はなく、課税売上高のみから納付する消費税額を算出することができる。
　　　ただし、簡易課税制度により計算する場合の課税売上高には、輸出免税等の免税売上高、売上対価の返還等の金額及び消費税及び地方消費税の額を含まない。
　　　簡易課税制度の適用を受けるためには、次の要件をすべて満たす必要があり、一度適用されると２年間継続しなければならない。
(ａ) 課税事業者の基準期間における課税売上高が２億円（改正後5,000万円）以下であること。
(ｂ) 「消費税簡易課税制度選択届出書」を事前に所轄税務署長に提出していること。
　　　なお、この適用を受ける事業者であっても、貸倒れに係る消費税額及び売上に係る対価の返還等の金額に係る消費税額が控除される。
①　１種類の事業のみを営む事業者の場合
第一種事業から第五種事業までの事業のうち１種類の事業のみを営む事業者については、その課税期間の課税標準額に対する消費税額に、該当する事業のみなし仕入率を乗じた金額が仕入控除税額となる。
なお、簡易課税制度による仕入控除税額の計算をする場合の課税標準額に対する消費税額とは、売上対価の返還等に係る消費税額の合計額を控除した残額をいう。

【みなし仕入率】
	事業区分
	みなし

仕入率
	該当する事業

	第一種事業
	90％
	卸売業（他の者から購入した商品をその性質及び形状を変更しないで他の事業者に対して販売する事業）をいう。

	
	
	

	第二種事業
	80％
	小売業（他の者から購入した商品をその性質及び形状を変更しないで消費者に販売する事業）をいう。

	
	
	

	第三種事業
	70％
	農業、林業、漁業、鉱業、建設業、製造業（製造小売業を含む。）、電気業、ガス業、熱供給業及び水道業をいい、第一種事業、第二種事業に該当するもの及び加工賃その他これに類する料金を対価とする役務の提供を除く。

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	第四種事業
	60％
	第一種事業、第二種事業、第三種事業及び第五種事業以外の事業をいい、具体的には、飲食店業、金融・保険業等などが該当する。
また、第三種事業から除かれる加工賃その他これに類する料金を対価とする役務の提供を行う事業も第四種事業となる。

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	第五種事業
	50％
	不動産業、運輸通信業、サービス業（飲食店業に該当する事業を除く。）をいい、第一種事業から第三種事業までの事業に該当する事業を除く。

	
	
	

	
	
	


②　２種類以上の事業を営む事業者の場合
それぞれの事業の課税売上に係る消費税額に、それぞれのみなし仕入率を乗じた金額の合計額となる。

③　２種類以上の事業を営む場合で、１種類の事業に係る課税売上高が全体の課税売上高の75％以上を占める場合
　　75％以上を占める事業のみなし仕入率を全体の課税売上高に対し適用することができる。

《例》卸売業（第一種事業）と小売業（第二種事業）を兼営している事業者の課税売上高が、卸売部分が全体の80％、小売部分が20％である場合には、その課税売上高の全体について第一種事業のみなし仕入率である90％を適用することができる。
④　３種類以上の事業を営む場合で、２種類の事業に係る課税売上高の合計が全体の課税売上高の75％以上を占める場合
特定の２種類の事業の課税売上高の合計が全体の課税売上高の75％以上を占める場合には、その２種類の事業のうちみなし仕入率の高い方の事業に係る課税売上高については、そのみなし仕入率を適用し、それ以外の課税売上高については、その２種類の事業のうち低い方のみなし仕入率をその事業以外の課税売上高に適用することができる。

《例》卸売業（第一種事業）、小売業（第二種事業）、サービス業（第五種事業）の３事業を兼営している事業者の課税売上高が、卸売部分が全体の45％、小売部分が35％、サービス部分が20％である場合には、卸売部分の課税売上高については第一種事業のみなし仕入率である90％を適用し、残りの小売及びサービス部分の課税売上高の合計については第二種事業のみなし仕入率である80％を適用することができる。
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⑤　事業の種類を区分していない場合（特例）
　　　　２種類以上の事業を営む場合で、課税売上高を事業毎に区分していない場合には、その行っている事業のうち最も低いみなし仕入率を適用することとなる。
《例》
	区分されていない事業（２種類以上）
	適用みなし仕入率

	第一種事業と第二種事業
	80％（第二種事業扱い）

	第一種事業と第三種事業
	70％（第三種事業扱い）

	第一種事業と第四種事業
	60％（第四種事業扱い）

	第一種事業と第五種事業
	50％（第五種事業扱い）


10－２　仕入税額控除の調整
(1) 仕入に係る対価の返還等を受けた場合
課税事業者が課税仕入につき、返品、値引き、割引、割戻しにより、課税仕入に係る支払対価の額の全部若しくは一部の返還又は課税仕入に係る支払対価の額に係る買掛金その他の債務の額の全部又は一部の減額（仕入対価の返還等）を受けた場合には、仕入対価の返還等を受けた課税期間中の課税仕入等に係る消費税額から「控除方式」に応じて計算した仕入対価の返還等に係る消費税額を控除し、その控除後の税額をその課税期間中の課税売上に係る消費税額から控除する。

	仕入対価の返還等に係る消費税額　＝　仕入対価の返還等の金額（税込）×　4／105


【対価の返還等があった場合の仕入控除税額の計算】

	課税売上
割合が95
％以上
	
仕入控除税額　＝　　　　　　　　－

	課税売上割合が　％未満
	個別
対応
方式
	課税売上にのみ対応する　　　　課税売上にのみ対応する対価
課税仕入等に係る消費税額　　　の返還等に係る消費税額


	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	一括
比例
配分
方式
	仕入控除税額　＝


課税仕入等に　　　課税売上　　　　仕入対価の返還等に　　　課税売上
係る消費税額　　　割合　　　　　　係る消費税額　　　　　　割合


(2) 棚卸資産に係る税額の調整
　　①　免税事業者が課税事業者となった場合
　　　　免税事業者が課税事業者となる日の前日において有する棚卸資産のうち、納税義務が免除されていた期間中の課税仕入等に係るものがあるときは、その棚卸資産に係る課税仕入等の税額は、課税事業者となった課税期間の課税仕入等の税額とみなして仕入税額控除額の計算の対象となる。
　　　　なお、この調整を行う場合には、棚卸資産の明細を記載した書類を保存しておく必要がある。
　　②　課税事業者が免税事業者となる場合
　　　　課税事業者が免税事業者となる課税期間の直前の課税期間において仕入れた棚卸資産をその直前の課税期間の末日において有しているときは、その有する棚卸資産に係る課税仕入等の税額は、その直前の課税期間の仕入税額控除の対象にすることはできない。
　(3) 売上対価の返還等を行った場合
　　　課税事業者が課税資産の譲渡等につき、返品、値引き、割引、割戻しにより、その課税資産の譲渡等の対価の額の全部若しくは一部の返還又はその課税資産の譲渡等の税込価額に係る売掛金その他の債権の額の全部若しくは一部の減額（売上対価の返還等）をした場合には、売上対価の返還等を行った課税期間の課税売上に係る消費税額から、売上対価の返還等の金額に係る消費税額の合計を控除する。その場合、控除しきれない金額があるときは還付される。
　　　なお、この調整を行う場合には、売上対価の返還等の金額等の明細を記録した帳簿を保存しておく必要がある。

	売上対価の返還等に係る消費税額　＝　売上対価の返還等の金額（税込）×　4／105


　(4) 貸倒れが生じた場合
　　　課税事業者が国内において課税資産の譲渡等を行った場合において、その相手方に対する売掛金その他の債権につき会社更生法の更正計画認可の決定により切り捨てられたこと、その他一定の事実が生じたため、その税込価額の全部又は一部の領収ができず、貸倒れとなったときは、貸倒れ処理した金額に係る消費税額の合計額を控除する。
　　　なお、この調整を行う場合には、債権の切捨て事実を証する書類その他の貸倒れの事実を明らかにする書類を保存しておく必要がある。
	貸倒れに係る消費税額　＝　貸倒れに係る金額　×　4／105


(5) 貸倒債権を回収した場合
　　　貸倒れに係る消費税額の控除の適用を受けた事業者がその適用を受けた課税資産の譲渡等の税込価額の全部又は一部を回収した場合には、貸倒れ回収額に係る消費税額を課税資産の譲渡等に係る消費税額とみなして、その事業者のその回収をした日の属する課税期間の課税標準額に対する消費税額に加算する。
(6) 公共法人等に対する特例
　　　非出資商工組合（同連合会）等の消費税法別表第三に掲げる法人が、①課税事業者であり、②特定収入割合が５％超であり、③簡易課税制度の適用を受けていない場合には、仕入税額控除の調整を行う。

	納付すべき　　課税標準額に　　 　通常の計算により算出した　　特定収入に係る課税
消費税額　　　対する消費税額　 　課税仕入等の税額の合計額　　仕入等の税額


	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特定収入の合計額
　　　　　　　　　　　 資産の譲渡等の対価の額の合計額　＋　特定収入の合計額


ここでいう特定収入とは、資産の譲渡等の対価に該当しない収入のうち、補助金、会費等（対価性のないもの）の収入をいう。
10－３　改正規定の適用と経過措置
簡易課税制度の適用上限の引下げに係る改正規定は、平成16年４月１日以後に開始する課税期間について適用し、同日前に開始した課税期間については、従前どおりとなる。
したがって、個人事業者については平成17年分、事業年度が１年である法人については平成17年３月決算期からの適用となる。
なお、この改正に伴い、簡易課税制度の選択届出書に関し、次の経過措置が設けられている。
　(1) すでに簡易課税制度を適用している事業者に関する経過措置
　　　現在すでに簡易課税制度を選択している事業者は、平成16年４月１日以後に開始する課税期間の基準期間における課税売上高が5,000万円以下である場合には、簡易課税制度の選択を止めない限り新たな届出書を提出しなくても、引き続き簡易課税制度が適用される。
　(2) 新たに課税事業者となる事業者に関する経過措置
　　　平成16年４月１日以後最初に開始する課税期間において新たに課税事業者となる事業者が、「消費税簡易課税制度選択届出書」（第24号様式）を当該最初に開始する課税期間中にその納税地の所轄税務署長に提出した場合において、その届出書にその課税期間から適用を受ける旨を記載したときは、その課税期間の初日の前日にその届出書を提出したものとみなされる。

11．納税地
11－１　国内取引
本店又は主たる事務所の所在地において納税する必要がある。主たる事務所を異動した場合には異動後遅滞なく、異動前の納税地を所轄する税務署長及び異動後の納税地を所轄する税務署長に「消費税異動届出書」（第11号様式）を提出しなければならない。
11－２　輸入取引
保税地域から引き取られる外国貨物に関するものについては、保税地域の所在地が納税地となる。
12．申告・納付
12－１  確定申告
課税事業者は、課税期間毎に、課税期間の末日の翌日から２月以内（個人事業者は翌年の３月31日が期限）に納税地を所轄する税務署に消費税・地方消費税（地方消費税は地方税であるが、納税者の事務負担等を勘案して消費税と併せ申告及び納付）の確定申告書に明細書（付表）を添付して提出し、消費税額を納付する必要がある。
　確定申告書は一般用と簡易課税用があり、簡易課税制度を採用した場合は簡易課税用の申告書を使用する。
12－２  中間申告
直前の課税期間の確定消費税額が一定額以上の場合には、中間申告書を提出し納付することが必要となる。この場合の「確定消費税額」とは、消費税の確定額（年税額）を指しており、消費税額と地方消費税額を合わせた額でないことに留意する必要がある。中間申告書の提出が必要な場合であって中間申告書を提出期限までに提出しなかった場合には、その提出期限に中間申告書を提出したものとみなされ、中間申告に伴う税額の納付を行う義務を負うこととなる。
なお、申告額には別途、25％の地方消費税額が追加される。
中間申告による納付税額がある場合には、確定申告の際に中間納付税額を確定税額から控除する。中間申告の対象期間１カ月（３カ月あるいは６カ月毎に区切った期間）に関し確定申告と同様の方法で申告・納付することも可能（仮決算による中間申告）であるが、この場合には消費税等の還付を受けることができない。
予め課税期間を短縮する旨の届出書を提出している場合は中間申告・納付の必要がない。合併があった場合には中間申告税額の調整が必要となる。

	直前の課税期間の消費税額
	48万円以下
	48万円超
	400万円超
	480万円超

	中間申告回数
	不要
	年１回
	年３回
	年11回

	申告・納付期限
	－
	６月経過後２月以内
	３、６、９月経過後

２月以内
	１月経過後２月以内

	中間申告額
	－
	直前の確定消費税額の２分の１の消費税額
	直前の確定消費税額の
４分の１の消費税額
	直前の確定消費税額の12分の１の消費税額


12－３　還付申告
課税事業者が次に該当する場合には、課税期間の末日から２カ月以内に還付申告書を税務署長に提出することによって還付を受けることができる。
○控除する消費税額の合計額が課税売上に係る消費税額を上回り控除不足額が生じた場合
○中間納付額が確定申告書による納付すべき消費税額を上回る場合
13．帳簿・領収書等の保存

課税事業者は、帳簿を備え付けて取引の年月日、取引の内容、取引金額、取引相手の名称等を記載することが必要である。この帳簿は「課税期間の末日の翌日から２カ月を経過した日」から７年間保存しておく義務がある。この場合、記載事項が網羅されているものであれば、帳簿の種類は特段の指定はない。
【帳簿への記載事項】
	区　　分
	記　載　事　項

	課税仕入の場合
	課税仕入の相手方の氏名又は名称、課税仕入を行った年月日、課税仕入に係る資産又は役務の内容、課税仕入に係る支払対価の額（消費税額及び地方消費税額に相当する額を含む。）

	資産の譲渡等を行った場合
	取引の相手方氏名・名称、年月日、内容、金額

	売上返品、売上値引、仕入割戻し等の場合
	売上返品等に関する相手方氏名・名称、年月日、内容、金額

	
	

	仕入返品、仕入値引、仕入割戻し等の場合
	仕入返品等に関する相手方氏名・名称、年月日、内容、金額

	
	

	貸倒れの場合
	貸倒れに関する相手方氏名・名称、年月日、内容、金額

	課税貨物に関する消費税額の還付を受けた場合
	保税地域の所轄税関名、還付年月日、課税貨物の内容、還付を
受けた消費税額

	
	


14．各種届出等

消費税法上、届出・承認を受ける必要がある場合には、納税地を所轄する税務署長に対し所定の届出書、申請書を提出しなければならない（108頁参照）。
Ⅲ．地方消費税の概要
１．納税義務者等
国内取引にあっては納税義務者は消費税の課税事業者であり、主たる事務所の所在する都道府県が課税する。
輸入取引にあっては課税貨物を保税地域から引き取る者が納税義務者であり、保税地域の所在地の都道府県が課税する。
２．課税標準
国内取引においては課税資産の譲渡等に係る消費税額から仕入に係る消費税額等を控除した後の消費税額であり、輸入取引にあっては課税貨物に係る消費税額が課税標準となる。
３．税率
課税標準である消費税額の25％（消費税の税率に換算すると１％に相当）
４．申告・納付
当分の間、消費税の徴収と併せて国が行うこととされており、消費税と同一の申告書、納付書により、管轄の税務署（輸入取引にあっては税関）に行うこととされている。
Ⅳ．勘定科目別の消費税の取扱い

１．消費税における収入・支出の区分

１－１　収入の区分

	収　　　　　　　　　　　　　　　　入
	対 価 収 入（２ 条 １ 項 ８ 号）
	課税売上（４条）
	資産の譲渡

	
	
	
	資産の貸付

	
	
	
	役務の提供

	
	
	
	役員への贈与

	
	
	非課税売上（６条）
	土地の譲渡、貸付

	
	
	
	有価証券等の譲渡

	
	
	
	貸付金の利子

	
	
	
	保険料

	
	
	
	その他

	
	課 税 対 象 外（不 課 税）
	賦課金収入

	
	
	寄附金収入

	
	
	補助金収入

	
	
	保険金収入

	
	
	受取配当金

	
	
	その他


１－２　支出の区分

	支　　　　　　　　　　　　　　　　　　出
	　（給料を除く。）の提供を受けること

　譲り受け若しくは借り受け、又は役務

　事業者が事業として他の者から資産を

課 税 仕 入 （ ２ 条 １ 項 12 号 ）
	商品原材料等仕入高

（課税物品）

外注費

動力費

消耗品費

支払家賃

修繕費

通信費

水道光熱費

倉庫料

運送費

広告宣伝費

交際費（食料品、酒類、

　交際飲食、ゴルフ、観劇）

金融手数料

福利厚生費

雑費
機械設備、建物の購入
	　　　　　　　　　　　　（30 条 ２ 項 １ 号）
　　　　税額控除個別対応方式
	課税売上にのみ対応するもの

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	非課税売上にのみ対応するもの

	
	
	
	
	課税売上と非課税売上に共通するもの

	
	
	
	
	賦課金収入に対応するもの（非出資商工組合の特定収入）

	
	
	
	
	

	
	課税仕入にならないもの
	非課税取引
	土地の購入
地代
交際費・商品券
支払利息
保険料
その他

	
	
	 （不課税）

課税対象外
	給料、賃金（２条１項12号カッコ書で除かれる。）

寄附金
租税公課　　支払対価ではない。
減価償却費


　非出資商工組合等は、仕入税額控除についての特例が適用される。国や地方公共団体の特別会計、消費税法別表第三に掲げる法人（非出資商工組合、同連合会）又は人格のない社団等の事業者に租税、補助金、寄附金等資産の譲渡等の対価以外の収入で一定の要件に該当するもの（一定の借入金収入、出資金収入、貸付回収金に係る収入等を除く。以下「特定収入」という。）がある場合（僅少な場合を除く。）には、通常の計算による課税仕入等に係る消費税額の合計額から、特定収入で賄っている課税仕入等に係る消費税額に相当する金額を控除した残額が控除の対象となる。（６、62頁参照）
（注）人格のない社団等

　　　法人格をもたない社団等とは、一般に任意組合といわれている。同業種組合・共済会・町会・商店会・支部・青年部・二世会等のうち、次に該当する団体をいう。

　　　『法人としての登記をしない団体であるが、代表者・規約・主たる事務所・一定の目的を達成するために出捐された財産等をもち、共同の目的のために結集した人的結合体であって、団体としての組織を備え、そこには多数決の原理が行われ、構成員の変更にかかわらず団体そのものが存続し、その組織によって代表の選出方法、総会の運営、財産の管理その他団体としての主要な点が確定しているもの。』
１－３　勘定科目からみた消費税

	勘　　定　　科　　目
	内　　　　　　容
	参照頁

	課　　　　　　　　税　　　　　　　　売　　　　　　　　上
	売 上 高
	販売数量×販売単価
	41～44

	
	受取購買・販売・受注・斡旋・

貸付手数料（金利類似を除く。）
	取扱数量×手数料単価

取扱金額×手数料率
	41～44

	
	受取加工・運送・検査・保管・施設利用料
	同　　上
	51

	
	施設賃貸料収入
	貸付面積×賃貸料単価
	51

	
	受取試験研究手数料
	試験研究件数×単価
	51

	
	広告宣伝収入
	広告宣伝件数×単価
	39、51

	
	受取事務代行手数料
	事務処理件数・単価
	51

	
	共同施設建設負担金収入
	対価であるもの
	39

	
	賦課金収入
	対価であるもの
	34

	
	教育情報賦課金収入
	教育情報事業
	36

	
	特別賦課金収入
	（施設利用経費＋手数料）
　×分担割合
	37

	
	講習会参加料収入
	講習に対する受講料
	38

	
	協賛金収入
	対価であるもの
	47

	
	加入手数料収入
	
	47

	
	固定資産売却額
	土地・借地権以外の売却、

売却総額が対象になる。
	33

	
	商品券販売手数料
	
	49

	
	商品券決済手数料
	
	49

	
	サービス券売上高、未決済サービス券益
	
	49

	
	福引券売上高
	
	51

	
	雑収入
	組合員名簿、不用品売却代
	48

	
	返品、値引、割戻し、販売奨励金、

売掛金等の貸倒れ
	売上に係る消費税額から控除
	45、56


	勘　　定　　科　　目
	内　　　　　　容
	参照頁

	非　　課　　税　　売　　上
	受取貸付利息
	貸付金×利率×期間
	44

	
	受取共済掛金
	保険の種類による掛金
	52

	
	受取保証料
	保証金額×料率
	50

	
	リース資産の金利及び保険料収入
	金利及び保険料を明確に区分表示
	54

	
	土地売却額、土地賃貸料収入
	面積×単価
	32～34

	
	受取利息
	預金の利子
	47

	
	信販加盟店手数料、受取チケット手数料
	売掛債権の譲受け
	51

	
	割賦購入斡旋手数料、受取チケット使用料
	契約に明示されているもの
	51

	
	受取貸付手数料
	貸付金×手数料率×期間
	44

	
	有価証券売却額
	売却総額の５％が対象になる。
	34


	勘　　定　　科　　目
	内　　　　　　容
	参照頁

	課　　税　　対　　象　　外 （ 不　課　税 ）
	賦課金収入
	通常運営経費×分担割合

対価でないもの
	34

	
	総会参加料収入
	
	38

	
	記念行事負担金収入
	
	40

	
	共同宣伝負担金収入
	
	40

	
	共同施設建設負担金収入
	建設費×分担割合 

対価でないもの
	40

	
	受取保険金
	保険契約により保険会社から受け取るもの
	52

	
	事業経費補助金収入
	対価でないもの
	48

	
	協賛金（寄附金）収入
	対価でないもの
	47

	
	雑収入


	組合員以外から受け入れる祝金、税込経理における還付消費税額、現金過不足、還付加算金
	48

	
	受取配当金
	利益の分配
	47


	課　　税 
	保険配当金収入
	保険配当金を保険会社から受取るもの
	52

	
	助成金、補助金
	国、地方公共団体等から受けるもの
	48

	
	為替差益
	
	

	 対　　象　　外 （ 不　課　税 ）
	教育情報費用繰越金戻入
	
	

	
	仮受賦課金戻入
	
	

	
	賞与引当金戻入
	
	

	
	退職給与引当金戻入
	
	

	
	貸倒引当金戻入
	
	

	
	未払法人税等戻入
	
	

	
	役員退職給与積立金取崩
	
	

	
	○○周年記念事業積立金取崩
	
	

	
	未決済商品券益
	
	49

	
	サービス券引換未払金戻入
	
	49


	勘　　定　　科　　目
	内　　　　　　容
	参照頁

	課　　　税　　　仕　　　入
	商品・原材料仕入高
	仕入数量×仕入単価
	42

	
	共同購買事業仕入高
	支払代行の場合は、課税仕入はない。
	42

	
	外注費
	給与とされない社内外注費を含む。
	50

	
	販売手数料
	代理店手数料
	50

	
	荷造費
	材料費、運送・梱包業者への委託費
	50

	
	保管料
	倉庫業者に支払う保管料
	51

	
	納入試験費
	
	51

	
	配送運賃
	出荷に係る傭車料等
	50

	
	福利厚生費
	祝金、見舞金、香典等の金銭を除く。
	52

	
	
	
	

	課　　　　　　　税　　　　　　　仕　　　　　　　入
	教育研究費
	海外留学に伴う授業料、滞在費を除く。
	53

	
	新聞図書費
	書籍、雑誌、新聞等
	53

	
	旅費交通費
	海外出張旅費を除く。

有料道路料
	53

	
	通信費
	国際電話、国際通信を除く。
	53

	
	交際費
	慶弔費、物品切手等購入費用

を除く。
	53

	
	水道光熱費
	電気代、ガス代、水道代、灯油
	54

	
	事務機等賃貸料
	明示された金利、保険料を除く。
	54

	
	支払手数料
	委託手数料、仲介手数料等
	54

	
	器具備品費
	少額の減価償却資産
	53

	
	清掃費
	清掃を業者に依頼した場合に支払う清掃費
	51

	
	消耗品費
	購入した消耗品
	53

	
	事務用品費
	未使用で貯蔵中の事務用消耗品
	53

	
	印刷費
	
	53

	
	調査委託費
	外部に委託した費用
	52

	
	広告宣伝費
	海外旅行に招待する費用を除く。
	51

	
	支払家賃
	前払家賃で１年以内を含む。
	54

	
	会議費
	会場の賃借料、茶菓子代、昼食代、資料代
	53

	
	車両用燃料費
	燃料費
	55

	
	修繕費
	修繕のため他に支出した修繕費
	54

	
	建物
	新品・中古を問わず、資本的支出としてその課税期間に本体の取得価格に加算した金額を含む。
	32

	
	構築物
	
	


	課　　　　税　　　　仕　　　　入
	機械装置
	「建物、構築物」と同様の取扱い
	32

	
	車両運搬具
	
	32

	
	工具・器具・備品
	
	32

	
	ソフトウェア
	
	32

	
	電話加入権
	購入した電話加入権
	32

	
	借家権
	
	32

	
	試験研究費
	
	51

	
	景品費
	サービス券、福引等の物品購入
	51

	
	行事費
	観劇、国内旅行への招待
	51

	
	仕入値引、仕入返品、仕入割戻し
	仕入税額控除される税額から控除
	


	勘　　定　　科　　目
	内　　　　　　容
	参照頁

	課　税　仕　入　に　な　ら　な　い　も　の
	支払地代
	賃借面積×賃借料単価
	54

	
	土地の購入
	土地造成費や土地仲介手数料は課税仕入
	32

	
	共同施設支払利息
	借入金×利率×期間
	51

	
	転貸支払利息、事業外支払利息
	借入金×利率×期間
	51、55

	
	支払保険料
	保険の種類による掛金支払
	52

	
	支払保険金
	保険契約による保険金の支払
	52

	
	支払保証料
	保証金額×料率
	50

	
	リース資産の金利及び保険料支払い
	金利及び保険料を明確に区分表示
	54

	
	生命保険料
	役職員の生命保険料
	52

	
	損害保険料
	損害保険に係る保険料や自動車保険等
	52

	
	役員報酬、役員賞与、役員退職金
	出張手当、通勤手当を除く。
	52

	
	従業員給与、賞与、手当、退職金
	同上
	52

	
	法定福利費
	健康保険料、雇用保険料等
	52

	
	
	
	

	
	退職金共済掛金
	事務費用部分に相当する金額を除く。
	53

	
	中小企業倒産防止共済掛金
	
	53

	
	租税公課
	軽油引取税、ゴルフ場利用税、特別地方消費税、自動車税、収入印紙税、不動産取得税、自動車重量税、登録免許税、事業所税、固定資産税、消費税、加算税(金)、延滞税(金)
	55

	
	関係団体負担金
	通常の業務運営のために経常的に要するもの
	53

	
	寄附金
	金銭でする寄附金
	

	
	仮受賦課金繰入、賞与引当金繰入、退職給与引当金繰入、貸倒引当金繰入、法人税等充当額、サービス券引換未払金繰入、固定資産除却損、風水害、火災、盗難、事故による災害損失等、減価償却費、繰延資産償却費、棚卸評価損、現金過不足、為替差損、有価証券売却損、有価証券評価損、他に与えた損害に対して支払う損害賠償金

	
	

	
	


２．固定資産・有価証券の取得と売却

２－１　固定資産

　　耐用年数１年以上で相当額以上の資本的支出を処理する。ただし、固定資産の取得価額は、使用開始に至るまでに直接要したすべての費用を含むが、登録免許税、不動産取得税を除く。

　　有形固定資産としては建物、建物附属設備、構築物、車両運搬具、工具器具備品、土地がある。

　　無形固定資産としては、借地権、借家権、電話加入権、特許権、ソフトウェアがある。
２－２　固定資産の取得

　(1) 組合事務所を借りるため、家賃税込31,500円と敷金60,000円、手数料31,500円を現金で支払った。

　　　　　（借）差入敷金
 60,000
（貸）現　金
123,000
　　　　　　　　支払家賃
30,000

　　　　　　　　支払手数料
30,000

　　　　　　　　仮払消費税等
3,000

　(2) 組合事務所の権利金210,000円を小切手で支払った。
　　　　　（借）借家権又は借室権
200,000
（貸）当座預金
210,000
　　　　　　　　仮払消費税等
10,000
　(3) クーラー本体価格200,000円、消費税等10,000円を頭金なし、毎月52,500円支払の条件で購入した。手形は振り出していない。
　　　　　（借）器具備品
200,000
（貸）未払金
210,000
　　　　　　　　仮払消費税等
10,000
　(4) 計算機本体価格300,000円、消費税等15,000円を毎月末63,000円ずつ５枚の手形を振り出して購入した。
　　　　　（借）器具備品
300,000
（貸）未払金又は手形未払金
315,000
　　　　　　　　仮払消費税等
15,000
　(5) 普通乗用自動車本体価格2,000,000円、消費税等100,000円を購入したが、全額ローンにし、40回払（借入金元金52,500円、利子9,200円）とした。
　　　　　（借）車両運搬具
2,000,000
（貸）借入金
2,100,000
　　　　　　　　仮払消費税等
100,000
　(6) 貨物自動車を購入し、全額手形を振り出して購入した。
　　　自動車の本体価格1,000,000円、消費税等50,000円、月賦利息80,000円
　　　　〈税抜経理方式〉
　　　　　　（借）車両運搬具
1,000,000
（貸）手形未払金
1,130,000
　　　　　　　　　前払費用
80,000
　　　　　　　　　仮払消費税等
50,000
　　　　〈税込経理方式〉

　　　　　　（借）車両運搬具
1,050,000
（貸）手形未払金
1,130,000
　　　　　　　　　前払費用
80,000
２－３　固定資産の売却

　(1) 建物等の売却は消費税課税になる。

　　①　帳簿価額224,800円の車を本体価格250,000円、消費税12,500円で売却した。
　　　　〈税抜経理方式〉
　　　　　（借）現　金
262,500
（貸）車両運搬具
224,800
　　　　　　　　

　　　車両売却益
25,200
　　　　　　　　

　　　仮受消費税等
12,500
　　　　〈税込経理方式〉
　　　　　（借）現　金
262,500
（貸）車両運搬具
224,800
　　　　

　　　車両売却益
37,700
　　②　帳簿価額224,800円の車を本体価格200,000円、消費税10,000円で売却した。
　　　　〈税抜経理方式〉
　　　　　（借）現　金
210,000
（貸）車両運搬具
224,800　
　　　　　　　　車両売却損
24,800
　　　仮受消費税等
10,000　
　　　　〈税込経理方式〉
　　　　　（借）現　金
210,000
　　　車両運搬具
224,800　
　　　　　　　　車両売却損
14,800　
　(2) 土地、借地権の売却は消費税非課税になる。
２－４　有価証券の取得、売却

　(1) 消費税における有価証券のうち、主なものには次のものがある。

　　　国債証券、地方債証券、社債券、株券、投資信託・貸付信託の受益証券、有限会社の社員持分、協同組合等の組合員持分

　(2) 有価証券の譲渡は非課税になっている。（消費税法第６条）

　(3) 消費税の課税売上割合を計算する際、有価証券の譲渡はその対価の額の５％を非課税売上とする。（消費税法施行令第48条５項）
３．賦課金等収入

３－１　賦課金収入

　(1) 総会で賦課基準、徴収方法を定める。
　(2) 収支予算により賦課金を何の費用にあてるため徴収するかを明らかにする。
　(3) 賦課金により賄う費用としては、非経済事業費（教育・指導・調査・福利厚生等）及び管理費（人件費・事務所費・会議費等）があり、経済事業費には支出しない。
　(4) 賦課基準は、均等割と差等割とがあり、差等割の基準としては、企業規模（売上高・出荷高・従業員数・機械台数）・資本金・店舗の間口・地域等がある。
　(5) 前期の共同事業取扱高を基準として賦課金額を徴収した組合が、手数料の追加徴収とされた例があるので、共同事業取扱高を賦課基準とするときは、合理的根拠が必要になる。

　(6) 消費税の取扱いは次のようになる。
　　①　組合としての通常の業務運営のために経常的に要する費用を組合員に分担させ、組合の存立を図るというようないわゆる通常の賦課金は課税対象外になる（消費基通５－５－３（注）１）。しかし、組合の賦課金は教育情報事業費や福利厚生事業費を賄う場合もあり、組合が存立を図る通常の賦課金と判断しても、組合員には組合から通知がなければ課税対象外であることがわからない。
　　　　このことからすると、組合の賦課金のほとんどが判定困難な賦課金に該当するものと思われる。
　　②　判定が困難な賦課金
　　　　賦課金と、組合が組合員に対して行う役務提供の間に明白な対価関係があるかどうか判定が困難な賦課金について、継続して、組合が課税売上に該当しないものとして組合員にその旨を通知し、かつ、賦課金を支払う組合員がその支払いを課税仕入に該当しないものとしている場合は、その賦課金は課税対象外となる（消費基通５－５－３本文及び（注）３）。
　　　　組合員への通知としては、賦課金徴収方法を定める議案及び収支予算に、賦課金は課税対象外である旨を記載するとともに、賦課金の請求書、領収書等に課税対象外であることを明記する。また、賦課金が振込みで行われる場合は振込依頼書等振込手続を求める書類に課税対象外であることを記載するなど、賦課金を支払う組合員に周知させることが必要である。

　　③　通知方法
　　　　〈総会議案書への記載例〉
	経費の賦課及び徴収方法

　本組合○○年度の賦課金は、次の方法により徴収する。

　１．○○○賦課金

　　　平等割　　　１組合員　　月額　○○○○円

　　　差等割　　　○○○を基準として、次の等級に分ける。

　　　　等級　　　基　準　　　金　額　　　　員数　　　　小　計

　　　　１級　　　○○○　　　○○○円　　　○人　　　○○○○円

　　　　２級　　　○○○　　　○○○円　　　○人　　　○○○○円

　　　　３級　　　○○○　　　○○○円　　　○人　　　○○○○円

　　　　　　　　　　　　　　　合　計　　　　○人　　　○○○○円

　２．△△△賦課金

　　　組合員の△△△を基準として○○％を徴収する。

　３．徴収方法

　　　毎月○日までにその月分を納入するものとする。

　４．消費税の取扱い

　　　○○○賦課金は課税対象外として取り扱うから、課税仕入にならない。

　　　△△△賦課金は課税対象として取り扱うから、課税仕入となる。


　　※ 参加料、負担金についても、消費税の取扱いについて記載する（47頁参照）。
　　〈請求書、領収書への捺印例〉
	消費税課税対象外
	
	消費税課税対象


　　〈振込依頼書への記載例〉
	　消費税の取扱い

　　○○○賦課金は課税対象外として取り扱うから、課税仕入にならない。

　　△△△賦課金は課税対象として取り扱うから、課税仕入となる。


３－２　教育情報事業賦課金収入

　　昭和46年の旧経理基準改訂の際に新設された勘定科目であって、税法で定められている仮受賦課金の取扱いに合わせたものである。
　　したがって、税法上の仮受金経理を行わない組合では、特に教育情報事業賦課金として区分徴収する必要はない。また賦課金の区分は、組合において区分すればよいとされている。なかには教育情報事業賦課金を通常の賦課金と異なる賦課基準で徴収している組合もある。

　(1) 教育情報事業にあてるための賦課金は、勘定科目を「教育情報事業賦課金収入」にする。
　(2) 消費税の取扱いは次のようになる。
　　①　会報又は機関紙の購読料（第３種）、講習会の受講料（第５種）、情報の提供料（第５種）等のように対価性のある教育情報賦課金は、課税売上になる。
　　②　教育情報賦課金と称していても、内容は通常の業務運営のために経常的に要する費用を分担させるものは、組合が課税売上に該当しないこととして、その旨を組合員へ通知し、組合員も課税仕入に該当しないこととしているときは、課税対象外となる。
　　　　なお、教育情報賦課金としていても、内容が通常の業務運営のために経常的に要する費用を分担させるものであれば、法人税法上の仮受賦課金を行う上での条件である事業の翌年度への繰越が起り得ないことになるので、法人税法上仮受賦課金は認められない。

　　③　セミナー等の会費　（講習会の受講料（第５種））

　消費税法においては、対価を得て行う資産の譲渡又は貸付若しくは役務の提供を課税の対象としており、セミナーや講座等の会費は、会員に対して講義、講演等を行う対価として受け取るものなので、役務の提供に対する対価に該当する。したがって、セミナーや講座等の会費は、課税の対象となる。（法２①八、４①）。
　　④　会報、機関紙（誌）の発行（会報又は機関紙の購読料（第３種））
　同業者団体や組合等が発行する会報、機関紙（誌）等（以下「会報等」という。）が課税の対象となるかどうかの判断は、基本的には、会報等の発行に伴い対価を受領するかどうかにより取扱いが異なる。すなわち、会報等の発行費用が会員、組合員等の構成員（以下「会員等」という。）から通常の業務運営のために経常的に要する費用にあてるために徴収する通常会費によって賄われ、会報等の配布を受ける者から会報等の対価を別途徴収しない場合には、通常会費の中から会報等の対価に相当する部分を区別して課税対象とする必要はない。
　なお、会報等の配布を受ける者から購読料、特別会費等（以下「購読料等」という。）の名目で対価を受領する場合には、その受領する金額を対価の額として課税される。
　具体的には、会報の発行形態、対価の受領の有無により、次のように取り扱われる。
　　　イ．会報等が会員等にのみ配布される場合
　　　　(ａ) すべて無償で配布（その発行費用を通常の業務運営のために経常的に要する費用にあてるため徴収する通常会費により賄われている場合を含む。）されるとき


　………不課税
　　　　(ｂ) 購読料等の名目で対価を受領するとき………購読料等を対価の額として課税（対価の総額が会報等の発行費用の全額を賄うものであるか否かは問わない。）
　　　ロ．会員等及び会員等以外の者に配布される場合
　　　　(ａ) 会員等には無償で配布し、会員等以外の者からは購読料等を受領するとき
　　　　　(ⅰ) 会員等に配布するもの………不課税

　　　　　(ⅱ) 会員等以外の者に配布するもの………購読料等の額を対価として課税

　　　　(ｂ) すべての配布先から購読料等の対価を受領するとき………購読料等の額を対価として課税
　　　ハ．会員等に無償で配布するほか、書店等を通じて販売する場合
　　　　(ａ) 会員等に無償で配布するもの………不課税
　　　　(ｂ) 書店等を通じて販売するもの………販売価額を対価の額として課税
　　⑤　会費名目の情報の提供料（情報の提供料（第５種））
　同業者団体、組合等がその構成員となる者から受ける入会金、会費及び組合費等については、その同業者団体、組合等がその構成員に対して行う役務の提供等との間に明白な対価関係があるかどうかによって資産の譲渡等に係る対価に該当するかどうかを判定する。（消費基通５－５－３、５－５－４）。
　情報の提供を受けることを確認して入会する場合に支払う入会金及び年会費は、明らかに情報の提供を受ける対価として支払われるものと認められ、課税の対象となる。
３－３　特別賦課金収入

　(1) 特別賦課金収入は、特別な事業（たとえば20周年記念事業）の実施などのために徴収する賦課金を処理する。
　　　特別な事業の費用などが少額な場合は、特に特別賦課金として徴収せず、通常の賦課金のなかで賄うことが多い。
　　　また、組合会館建設あるいは共同施設設置のときにその施設の減価償却費や、その施設建設資金として借り入れた借入金の利子などの費用を組合員へ負担させる方法として、負担金を徴収することがある。
　　　負担金は施設を利用する組合員にその費用を負担させるのに対して、特別賦課金は全組合員に施設の費用を賦課するところが異なる。
　(2) 消費税の取扱いは次のようになる。

　　①　共同店舗の施設維持・管理費（減価償却費を含む。）を、組合員が営業を行っている専有区画の面積に応じて算定して徴収する特別賦課金は、店舗利用料の性格があるものとして、課税売上になる。

　　②　創立○○周年記念事業実施のため、徴収する特別賦課金は、明白な対価関係があると認められないので、課税対象外になる。

　　③　組合会館建設のための負担金として、徴収する特別賦課金は、明白な対価関係があるかどうかの判定が困難であるから、継続して、組合が課税売上に該当しないものとして組合員にその旨を通知し、組合員が課税仕入に該当しないものとしているときは、組合は課税対象外になる。

３－４　参加料収入

　(1) 教育情報事業や福利厚生事業などを実施する場合に、参加者から徴収する参加料は「参加料収入」として処理し、事業費から直接に減額する処理を行ってはならない。
　　　また青年部費、婦人部費、旅行費などとして本会計から支出した補助額のみを処理することがあるが、これらの事業が組合事業として実施されたのであれば、総額主義により費用全額と参加料収入を計上しなければならない。税法では交際費課税と消費税の免税事業者と簡易課税事業者の判定及び課税売上割合に影響する。
　　　参加料収入の損益計算書への表示については、収益計上ばかりでなく、事業費からの控除形式で表示することも認められている。
　　　それぞれの事業で参加料を徴収するときは、講習会参加料収入、視察旅行参加料収入のように目的を表示することが望ましい。
　(2) 消費税の取扱いは次のようになる。
　　①　講習会の参加者から参加料を徴収するときは、受講料の性格があるものとして、課税売上（第５種）になる。
　　②　定例総会等の費用を賄うために徴収する特別参加費は、団体、組合等が、自己の組織的活動の一環として催す総会又はブロック大会に際して、その費用を参加者に負担させているものであり、明白な対価関係があるとは認められないため、不課税として取り扱われる。この場合には、消費税の取扱いを明示することが望ましい（35頁参照）。なお、消費税法別表第三に掲げる法人（非出資商工組合、同連合会）の場合、この参加費収入は特定収入となる。
　　　　宿泊費として別途受領している場合には、原則として課税の対象となるが、当該宿泊費を預り金経理しているときは、その処理は認められる。
　　　　なお、宿泊費が参加費の中に含まれている場合には、上記(1)と同様に取り扱われる（消費基通５－５－３）。
３－５　負担金収入

　(1) 工場、倉庫、店舗、事業所、アーケードなど組合員が利用する施設を組合が建設した場合に、その施設の減価償却費やその施設建設資金として借り入れた借入金の利子などを利用組合員から徴収する場合の負担金を「負担金収入」として処理することにしていたが、法人税法基本通達に合わせて建設資金を調達する目的で割り当てた建設費、建設資金として借り入れた借入金の償還金を徴収する場合の負担金も負担金収入で処理することにした。
　　　組合会館、アーケード施設などを建設する際、事前に積み立てを行うことがあるが、これは負担金収入で処理してはならない。
　　　負担金収入は、組合の費用である減価償却費、支払利息に相当する金額を徴収する「償却費負担金収入」「利子負担金収入」と、減価償却費を超過する償還金に相当する金額を徴収する「建設負担金収入」「償還負担金収入」のように目的を表示した科目を使用する（法人税法上の取扱いに注意）。
　　　組合施設の減価償却費を超過する償還金に相当する金額を預り金として受け入れ、償還完了後減価償却費に合わせて、預り金から償却費負担金収入に振り替える方法もある。この場合組合員に対して、償却費負担金として振り替えた金額と振替後の預り金残高を通知しなければいけない。

　(2) 共同試験研究費の調達は、研究開発の成果が確実でないリスクを伴うものであること、またある期間の経過を要して完結するものであること、あるいは費用が変動しがちであること等から、賦課金又は負担金をあてることが望まれている。
　　　共同試験研究事業に参加する組合員から負担金を徴収する場合は、試験研究負担金収入で処理する。
　(3) 消費税の取扱いは次のようになる。
　　①　共同施設建設のための特別負担金
　特定の事業を実施する者が当該事業への参加者又は当該事業に係る受益者から受ける負担金、賦課金等については、当該事業の実施に伴う役務の提供との間に明白な対価関係があるかどうかによって法第２条第１項第８号（資産の譲渡等の意義）に規定する資産の譲渡等に係る対価であるかどうかを判定することとされているが、例えばその判定が困難な同業者団体等の有する共同的施設の設置又は改良のための負担金について、同業者団体等の同号に規定する資産の譲渡等に係る対価に該当しないとし、かつ、その負担金を支払う事業者がその支払いを同項第12号（課税仕入）に規定する課税仕入に該当しないこととしている場合には、これは認められることとされている（消費基通５－５－６）。
　すなわち、組合員から徴収する特別負担金と組合会館との間に明白な対価関係があるかどうかの判定が困難である場合、その徴収する特別負担金について組合が資産の譲渡等に係る対価に該当しないとし、かつ、その負担金を支払う組合員がその支払を課税仕入に該当しないこととして差し支えない。
　　②　共同店舗建設のための負担金
　建築予定の共同店舗が、各店舗が独立して営業できるように間仕切りが設けられており、入店した組合員から徴収する負担金は、その利用面積に応じて算定する場合には、組合員から徴収する負担金は、入店する組合員の利用面積に応じて算定されており、実質的には、店舗の賃貸料と認められる。
　したがって、組合員から徴収する負担金と共同店舗の利用との間に明白な対価関係があるので、その徴収する特別負担金については組合においては課税資産の譲渡等に係る対価に該当し、かつ、その負担金を支払う組合員においては課税仕入に該当する。
　　③　テナントから領収するビルの共益費
　ビル管理組合等が、水道光熱費、管理人人件費、清掃費等を共益費等と称して各テナントから毎月一定額で領収し、その金額の中からそれぞれの経費を支払う方法をとっている場合には、ビル管理組合等が領収する共益費等は課税の対象となる。
　また、水道光熱費等の費用がメーター等によりもともと各テナントごとに区分されており、かつ、ビル管理組合等がテナント等から集金した金銭を預り金として処理し、ビル管理組合等は本来テナント等が支払うべき金銭を預って電力会社等に支払うにすぎないと認められる場合には、当該預り金はビル管理組合等の課税売上には該当せず、課税の対象にもならない。
　　④　記念行事の費用を賄うために徴収する特別負担金
　組合が自己の事業として行う、組合創立○○周年記念式典等の記念行事に際して、その費用を参加者に負担させているもので、明白な対価関係があるとは認められないため、不課税として取り扱われる（消費基通５－５－３）。
　　⑤　同業者組合が宣伝事業にあてるため徴収する負担金
　同業者組合が、その構成員の事業についての広報活動の費用にあてるために徴収する負担金については、その構成員に対し特定の役務の提供を行うための対価と認められ、消費税の課税対象となる（消費基通５－５－３）。
　なお、その宣伝事業のために要した費用の全額について、組合員ごとの負担割合があらかじめ定められていて、同業者組合において、その負担割合に応じてその宣伝事業をそれぞれの組合員が実施したものとして、その負担金収入を組合員からの預り金として経理している場合には、同業者組合は負担金収入を課税の対象としないことができる（消費基通５－５－７）。
　この場合には、その組合員がその負担した負担金を直接テレビ会社等に広告料として支払ったものとして処理することができる。
　　⑥　共同研究に対する取扱い
　下記のような契約形態の共同研究の事例においては、研究の成果を甲乙で共有するものであり、参加会社が研究費を負担する部分については、参加会社からメーカーに対する研究委託の側面も有する場合には、メーカー側が参加会社から収受する研究費の全額を課税売上とし、参加会社は自己の負担した研究費を課税仕入とする取扱いは認められる。
　　〈例〉
　　・　契約当事者

　　　　参加会社４社メーカー１社
　　・　研究費負担
　　　　甲は、乙に総額の１／２を支払う。
　　　　乙は、甲から収受した研究費に自己負担金を合わせて研究を行う。
　　・　支払条件　
　　　　甲は、研究報告書を検収した上で、半年ごとに研究計画書の工程に基づき乙に支払う。
　　・　研究の成果
　　　　甲乙で共有する。工業所有権の第三者への許諾による実施許諾料等は研究費の分担比率で分配する。
４．使用料、手数料

　　経済事業費は、使用料、手数料により賄う。

４－１　共同事業の手数料

　(1) 販売価格を市価によって決定するものを市価主義といい、売上高と売上原価の差益（売上総利益）が、共同事業の手数料になる。

　(2) 原価に規約で定められた手数料を加えて販売するのを原価主義といい、通常は手数料を受取手数料として分記処理する。
４－２　受取購買手数料
　(1) 総会で手数料額を定める。
　(2) 支払代行の仕訳（消費基通４－１－３）
　〈委託販売等の場合の納税義務者の判定〉
	４－１－３　資産の譲渡等が委託販売の方法その他業務代行契約に基づいて行われるのであるかどうかの判定は、当該委託者等と受託者等との間の契約の内容、価格の決定経緯、当該資産の譲渡に係る代金の最終的な帰属者がだれであるか等を総合判断して行う。

	〔解説〕　このようなことから、資産の譲渡等が委託販売の方法その他業務代行契約に基づいて行われるものであるかどうかは、①当該委託者等と受託者との間の契約の内容がどのようになっているか、②販売価格の決定についての経緯、及び③譲渡代金の最終的な帰属者が誰であるか等について総合的に判断して判定することを本通達において念のため明らかにしたものである。


　(3) 委託販売契約及び業務代行契約
　　　組合が自己の資産の譲渡等を行った場合には、その譲渡対価の額の全額が組合の売上高になる。組合が委託販売又は受託販売の方法あるいは支払代行等の業務代行として資産の譲渡等を行った場合には、その譲渡対価の額の全額は販売委託者又は業務代行委託者の売上高となるので、組合は手数料を計上することになる。

　　　　仕入先から請求書写がくるので組合員から集金し仕入先へ支払う。
　　　　集金日に
　　　　　（借）現金預金
10,500
（貸）仮受金
10,500
　　　　支払日に
　　　　　（借）仮受金
10,500
（貸）現金預金
9,450


　　　受取支払代行手数料
1,000（第５種）


　　　仮受消費税等
50
　(4) 受注仕入（消費税通達９－１－２）

　　　　仕入先からの請求
　　　　　（借）仕　入
10,000
(貸）買掛金
10,500
　　　　　　　　仮払消費税等

500
　　　　組合員への請求
　　　　　（借）売掛金
11,550
(貸）組合員売上
11,000（第１種）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　仮受消費税等
550
　(5) 見込仕入

　　　　入荷日に
　　　　　（借）仕　入
10,000
(貸）買掛金
10,500
　　　　　　　　仮払消費税等
500
　　　　出荷日に　
　　　　　（借）売掛金
　8,085
(貸）組合員売上
7,700（第１種）


仮受消費税等
385
　(6) 郵便切手類の販売等に関する業務委託
　　　　郵便局から切手類の受託販売を行うため切手類を受取り、代金を支払った。
　　　　　（借）受託販売
10,000
（貸）現　金
10,000
　　　　切手類を販売
　　　　　（借）現　金
10,000
（貸）受託販売
10,000
　　　　手数料を受取り
　　　　　（借）現　金
1,000
（貸）受取受託販売手数料
953


仮受消費税等
47
４－３　受取販売手数料、受取受注手数料

　(1) 組合員から手数料額を差し引いて仕入れる。
　　　　組合員から仕入
　　　　　（借）組合員仕入
9,000
（貸）買掛金
9,450

　　　　　　　　仮払消費税等
450

　　　　得意先へ販売

　　　　　（借）売掛金
10,500
（貸）売　上
10,000（第１種）



仮受消費税等
500

　(2) 支部が組合の名前で受注したものは、組合の売上になる。
４－４　受取高速道路利用手数料

　(1) 別納制度

　　　高速道路利用料20,000,000円、割引率20％割引額
　　　4,000,000円内組合員割引額3,200,000円、組合手数料800,000円
　　　（借）別納未収金
16,800,000
（貸）別納未払金
16,000,000



　　　受取高速道路
761,905



　　　利用手数料




　　　仮受消費税等
38,095

　　　（借）預　金
16,800,000
（貸）別納未収金
16,800,000

　　　（借）別納未払金
16,000,000
（貸）預　金
16,000,000

　　　受取高速道路利用手数料のうち利用分量配当をする。
　　　（借）未処分利益
152,381
（貸）未払配当金
160,000
　　　　　　仮受消費税等
7,619
　(2) 通行券（チケット）販売
　　　高速道路の通行券を購入
　　　（借）高速通行券仕入
5,000,000
（貸）預　金
5,000,000
　　　組合員に通行券を販売
　　　（借）預　金
4,500,000
（貸）高速通行券売上
4,500,000
　　　公団から取扱手数料が入金
　　　（借）預　金
75,000
（貸）受取高速券
71,429



　　　取扱手数料



　　　仮受消費税等
3,571
　　　期末に通行券500,000円が在庫になった。
　　　（借）高速通行券
500,000
（貸）高速通行券仕入
500,000
４－５　受取貸付手数料

　(1) 証書貸付は金銭消費貸借契約書又は借用証書による貸付で、利息後取りの方法にて分割返済をする。また、証書貸付であっても回収の手段として手形を受け取ることがあるが、この手形は仕訳をしない。

　　　　証書貸付2,000,000円を行い、代金取立手形2,172,500円を受け取った。手数料は１件10,000円である。消費税課税。
　　　（借）証書貸付金
2,000,000
（貸）当座預金
1,989,500



　　　受取貸付手数料
10,000



　　　仮受消費税等
500
　(2) 手形貸付は、組合員振出しの約束手形又は組合員引受けの為替手形を借用証書の代りとしてする貸付で、手形金額から利息を先取りする。

　　　　手形貸付2,000,000円を行い、貸付利息85,000円と貸付手数料8,500円を差し引いた。手数料は貸付金額×日数×手数料率である。消費税非課税。

　　　（借）手形貸付金
2,000,000
（貸）当座預金
1,906,500



　　　受取貸付利息
93,500
　(3) 手形割引貸付は、組合員が他との取引で受け取った手形を割り引いた形で貸し付けることである。
　金融機関では「手形割引」として、手形を譲渡担保とした割引依頼人に対する与信行為としての実務が定着している。したがって金融機関では手形割引により取得する債権の取得価額は手形額面とし、手形割引料は貸出金利息として認識する。組合の金融事業でも、手形割引とは考えずに貸付の一形態としてとらえることにした。
　したがって、組合会計では「手形割引」を使わず「手形割引貸付金」で処理することにした。
　手形割引貸付金は貸倒引当金の対象になる債権にはならない。

　　　　商業手形4,500,000円の割引貸付を行い、貸付利息と貸付手数料を差し引いた。手数料は貸付金額×日数×手数料率である。消費税非課税。




　　　〈第１法〉
　　　（借）手形割引貸付金
4,500,000
（貸）当座預金
4,399,900



　　　受取貸付利息
91,000



　　　受取貸付手数料
9,100
　　　〈第２法〉
　　　（借）手形割引貸付金
4,500,000
（貸）当座預金　
4,399,900



　　　受取貸付利息
100,100

　(4) 消費税の取扱いは次のようになる。

　　　組合は、金融事業として、金融機関から借り入れた資金を原資として組合員に貸付（転貸）を行っているが、この場合、借主から金利（組合が金融機関に支払う金利相当額）とは別に、手数料を徴している。

　　　この手数料は、経理上、受取貸付手数料、転貸手数料、金融手数料等として処理している。

　　　組合によっては、手数料として徴収せず、金利に含めて徴収する場合がある。

　この手数料が証書作成料等の場合は課税売上になるが、名目は手数料となっているものの、元金及び期間に対応して算出されている実質的に金利と認められる手数料は、非課税（利子）として取り扱われる。
４－６　その他の手数料（消費税課税（第５種）又は仕入に係る消費税額から控除）

　(1) 組合員からもらう手数料と取引先からもらう手数料がある。
　(2) 契約のある手数料
　　　　　実行日に
　　　　　（借）未収金
1,050
（貸）受取手数料
1,000


　　　仮受消費税等
50
　(3) 支払契約のある手数料
　　　　　実行日に
　　　　　（借）支払手数料
800
（貸）未払金
840
　　　　　　　　仮払消費税等
40
　(4) 契約のないリベート
　　　　　通知のあった日
　　　　　（借）未収金
1,050
（貸）受取手数料
1,000


　　　仮受消費税等
50
　　　　　通知がなければ入金の日に仕訳する。
　(5) 契約のないリベートを支払うとき
　　　　　（借）支払手数料
800
（貸）現金預金
840
　　　　　　　　仮払消費税等
40
　(6) 契約のない仕入割戻
　　　　　通知のあった日
　　　　　（借）未収金
1,050
（貸）仕入割戻
1,000


　　　仮払消費税等
50
　　　　　通知がなければ入金の日に仕訳する。
　(7) 契約のない売上割戻を支払うとき
　　　　　（借）売上割戻
800
（貸）現金預金
840
　　　　　　　　仮受消費税等
40
５．事業外収益、特別利益

５－１　協賛金収入、賛助会費収入
　　協賛金収入として処理するものは、仕入先から受け入れる協力会費、関連団体から受け入れる賛助金、員外の協力者から受け入れる協賛金などである。
　　組合として組合員以外の者から協賛金を受け入れて事業を行うことは、組合本来の活動とはいえないので、受け入れたときは事業外収益に属させることになった。
　(1) 対価契約のある協賛金（消費税課税（第５種））
　　　支出先が広告宣伝費、販売促進等の科目で処理していることが多い。
　(2) 対価契約のない協賛金（消費税不課税）
　　　支出先が寄附金、交際費、会費等の科目で処理していることが多い。
　(3) (1)､(2)の場合には、依頼書、請求書等に消費税の取扱いを明示することが望ましい
　　（35頁参照）。
５－２　受取利息
　(1) 預金利子（消費税非課税）　源泉徴収税率は国税15％、県税５％
　(2) 利付商工債券（消費税非課税）　源泉徴収税率は国税15％、県税５％
　(3) 割引商工債券（消費税非課税）　源泉徴収税率は国税18％
５－３　受取配当金（消費税不課税、消費基通５－２－８ 源泉徴収税率は国税10％又は20％）
　　関係先からの出資配当で利用分量配当は入れない。
５－４　受取利用分量配当金又は仕入割戻し
　　仕入に係る消費税額から控除（消費基通12－１－３）
　　連合会から利用高に応じて分配された配当。
　　仕入割戻しと考えられているため源泉徴収税額はない。
　　　　　（借）現金預金
105
（貸）受取利用分量配当金
100



　　　又は仕入割戻し


　　　仮払消費税等
5

５－５　加入手数料収入（消費税課税、組合員章（第３種）、出資受入事務（第５種））
　　加入手数料収入として処理するものは、出資受入事務、交付する組合員章など加入のために必要な事務手数料である。
　　加入手数料は加入時に徴収するが、「加入金」とは異なり、損益取引に属する収益とされている。
　　加入手数料は事務手数料であるから少額なものであり、多額な加入権利金的なものは含めてはならない。
　(1) 加入手数料は益金（消費税課税）
　(2) 加入金は資本準備金（消費税不課税）
　(3) 権利金的加入金は益金（消費税課税）
５－６　雑収入（消費税課税（第３種））
　(1) 組合員名簿、不用品売却代（消費税課税（第４種））
　(2) 総会、新年会の祝儀（消費税不課税）


５－７　補助金収入（消費税不課税、消費基通５－２－15）
　(1) 事業経費補助金収入
　　　経費補助金を処理する。
　　　　　　（借）現金預金
100
（貸）事業経費補助金収入
100
　(2) 国庫補助金等の圧縮記帳
　法人が、国又は地方公共団体等から固定資産の取得又は改良にあてるために補助金等の交付を受けた場合において、その補助金等で交付の目的に適合した固定資産の取得又は改良をしたときは、原則として国庫補助金等の額に相当する額（圧縮限度額）の範囲内で圧縮記帳が認められる。
　(3) 税抜経理方式
　　　補助金対象資産の購入
　　　　　（借）構築物
5,000
（貸）現金預金
5,250
　　　　　　　　仮払消費税等
250

　　　補助金の受入
　　　　　（借）現金預金
2,000
（貸）国庫補助金収入
2,000
　　　圧縮記帳　
　　　　　（借）国庫補助金
2,000
（貸）構築物
2,000
　　　　　　　　圧縮損
　(4) 税込経理方式
　　　補助金対象資産の購入
　　　　　（借）構築物
5,250
（貸）現金預金
5,250

　(5) 補助事業に係る補助金収入は、消費税法上不課税取引に該当するが、補助事業に係る事業経費は、控除対象仕入税額として仕入税額控除することができる。（消費税基通11－２－16）
　　　したがって、補助事業に限ってみれば、課税売上はゼロとなり、課税事業者は還付を受けることができる。
　　　このように、国からみると、一方で補助金を交付し、他方で消費税を還付することになり、二重に支出する結果となる。そこで、このような不都合を排除するために、控除対象仕入税額のうち補助金に係る部分（消費税の確定申告において控除対象仕入税額に算入した金額に限る）については、返還しなければならない。
　　　この場合の補助事業に係る消費税返還の対象者は、課税事業者（簡易課税事業者を除く）である。
６．商品引換券
　(1) 券発行日収益計上の方法（法人基通２－１－39本文）
　　①　券発行日に収益計上をし、
　　②　券の引換日に、券引換費を計上する。
　　③　期末に未引換分の原価を見積り、（法人基通２－２－11(2)）未払金を計上する。未払金は毎期洗替えをする。
　(2) 券引換時収益計上の方法（基通２－１－33但書）
　　①　券発行日は預り金等にする。
　　②　券引換時に収益計上し、同時に券引換費を計上する。
　　③　発行年度の翌期首から３年を経過した日の未引換残券について、収益計上する。
　(3) 消費税の取扱い（商品券の場合）
　　①　商品券の発行は課税対象外になる。
　　②　商品券の販売は非課税売上になる。
　　③　商品券受託販売手数料は課税売上になる。
　　④　商品券委託販売手数料は仕入税額控除の対象になるが、個別対応方式の場合は非課税売上に対応するものになるから仕入税額控除ができない。
　　⑤　商品券の引換は商品券と引き換えられる商品の販売代金が課税売上になる。
　　⑥　引換済のビール券等の代金決済は課税対象外になる。
　　⑦　商品券決済受取手数料は課税売上になる。
　　⑧　商品券決済支払手数料は仕入税額控除の対象になるが、個別対応方式の場合は課税売上、非課税売上に共通のものになる。
　　⑨　法人税法の規定により、その発行事業年度の翌期首から３年を経過した日の属する事業年度終了の時は、引換未了の商品券の収益計上は、課税対象外になる。
　(4) 消費税の取扱い（サービス券の場合）
　　①　組合がサービス券を発行し、組合員に販売した場合は、組合の課税売上になる。
　　②　組合員が組合から購入するサービス券の代金は、組合員の課税仕入になる。
　　③　組合員が顧客の買上げ額に応じてサービス券を無償で交付することは、資産の譲渡等に該当しない。
　　④　収集サービスを持参した顧客に組合員の店が商品と引換を行うのは、組合員の課税売上になる。
　　⑤　組合は組合員への回収サービス券代金を支払うとき、組合の課税仕入になる。
　　⑥　組合が直接顧客の収集サービス券と商品を引換する場合は、その商品の購入代金が課税仕入になる。
　　⑦　組合がサービス券を発行する時に、法人税法の規定による預り金処理を行った場合は、組合員から収集サービスを回収したとき、課税売上とすることができる。
　　　　この場合には、発行事業年度の翌期首から３年を経過した日の属する事業年度終了の時に、引換未了のサービスについて、法人税法上の収益に計上するとともに、その時点で役務の提供があったものとして、課税売上になる。
　　⑧　収集サービス券を持参した顧客に、組合が、商品券又は金銭と引換するときは、組合には課税仕入は生じない。
７．債務の保証

　組合が、組合員の事業資金の借入れについて信用保証（保証の形式は、金融機関から貸付を受けようとする者の依頼によって行い、保証限度額、契約保証期間等の保証条件を定めた根保証によるもの）を行う場合に、組合員からその保証期間の日数に応じて徴収することとしている保証料は、債務の保証の対価であり、信用の保証としての役務の提供に係る対価として非課税になる（法別表第一３）。

８．事業費

８－１　売上原価
　(1) 税込経理方式

　　①　受注仕入　

　　　　当期の仕入高が売上原価になる。

　　②　見込仕入

　　　　当期の仕入高が課税仕入税額控除の対象になる。

　　　　期首、期末の棚卸高は税込金額で計上する。

　(2) 税抜経理方式

　　①　受注仕入

　　　　当期の仕入高が、売上原価になる。

　　②　見込仕入

　　　　当期の仕入高が課税仕入税額控除の対象になる。

　　　　期首、期末の棚卸高は税抜金額で計上する。
８－２　購買事業費、販売事業費

　　保管料、荷造費、配送運賃、販売手数料などは、仕入税額控除の対象になる。

　　配送車両の保険料、減価償却費等は、仕入税額控除の対象にならない。

８－３　受注事業費

　　外注費、交通費、会議費、消耗品費、販売手数料などは、仕入税額控除の対象になる。

　　給料賞与、法定福利費、保険料、減価償却費は、仕入税額控除の対象にならない。

８－４　金融事業費、転貸支払利息

　　担保提供費、貸付審査費、公正証書作成費などのうち給料等を除いた費用は、仕入税額控除の対象になる。

　　支払利子、支払保証料は、仕入税額控除の対象にならない。

８－５　加工事業費

　　燃料費、修繕費、賃貸料などは、仕入税額控除の対象になる。

　　給料賞与、法定福利費、保険料、減価償却費は、仕入税額控除の対象にならない。

８－６　運送事業費

　　燃料費、修繕費、賃借料などは、仕入税額控除の対象になる。

　　給料賞与、法定福利費、保険料、減価償却費は、仕入税額控除の対象にならない。

８－７　事務代行事業費、試験研究（分析）事業費、検査事業費、研究開発事業費
　　受取試験研究手数料、受取事務代行手数料は課税売上になる。

　　消耗品費、委託研究費、委託検査費、納入試験費などは、仕入税額控除の対象になる。

　　給料賞与、法定福利費、保険料、減価償却費は、仕入税額控除の対象にならない。

８－８　保管事業費、施設利用事業費
　　施設利用料収入、施設賃借料収入は課税売上になる。

　　土地賃貸料収入は、非課税売上になる。

　　支払保管料、賃借料、修繕費、水道光熱費、清掃費などは、仕入税額控除の対象になる。

　　給料賞与、法定福利費、保険料、減価償却費、共同施設支払利息は、仕入税額控除の対象にならない。

８－９　広告宣伝事業費、共同売出事業費、信販事業費
　　広告宣伝収入、福引券売上高は課税売上になる。

　　信販加盟店手数料、受取チケット手数料、割賦購入斡旋手数料、受取チケット使用料は、非課税売上になる。

　　見本市出品費、展示会場費、宣伝費、抽選費、景品費、観劇招待費、国内旅行招待費、印刷費などは、仕入税額控除の対象になる。

８－10　○○周年記念事業費
　　参加料、祝儀の受入は、課税対象外になる。

　　宴会費、記念出版物費、記念品費などは、仕入税額控除の対象になる。
　　表彰の金一封は、仕入税額控除の対象にならない。

８－11　福利厚生事業費、支払共済金
　　受取共済掛金は消費税非課税。受取保険金、保険配当金収入は課税対象外になる。

　　次の費用は仕入税額控除の対象になる。

　　　慶弔禍福に際して支給するための見舞品、記念品などの購入費用

　　　組合員の国内旅行費の実費相当額

　　　保養所の運営経費のうち給料賞与、法定福利費、保険料、減価償却費以外のもの

　　次の費用は仕入税額控除の対象にならない。

　　　支払保険料、支払保険金、支払保険配当金、支払見舞金、慶弔禍福に際して支給する祝金、見舞金、組合員の海外旅行の費用

８－12　教育情報事業費
　　国内見学視察費、講習会・研究会の講師謝金・専門家謝金、会場費、組合報・機関紙の印刷費、発送費、調査委託費などは、仕入税額控除の対象になる。

　　海外見学視察費、組合報・機関紙の編集人の給料などは、仕入税額控除の対象にならない。

８－13　団体協約締結事業費、協定事業費
　　会議費、旅費交通費、交際費、調査委託費などは、仕入税額控除の対象になる。

９．事業間接費、一般管理費、事業外費用

９－１　事業間接費

　　期中は事業別の費用として処理しないで決算時に何らかの基準により配賦を行う費用である。

　　一般管理費は、個々の事業に関係がうすく組合全体の管理、たとえば事業全般にわたる人事、財務、会計、庶務などに関連する費用であるとされており、決算時に事業別に配賦を行わない費用である。

９－２　役員報酬

　　役員報酬は仕入税額控除の対象にならない。

９－３　職員給料手当、賞与、雑給
　　職員給料手当、賞与、雑給は仕入税額控除の対象にならない。

　　職員に給付する記念品等の購入代金は、仕入税額控除の対象になる。

９－４　福利厚生費

　　次の費用は仕入税額控除の対象になる。

　　　慶弔禍福に際して支給するための見舞品・記念品等の購入費用

　　　職員の国内旅行費用

　　　保養所の運営経費のうち給料賞与、法定福利費、保険料、減価償却費以外のもの

　　　職員の残業夜食代

　　次の費用は仕入税額控除の対象にならない。

　　　健康保険料、厚生年金、雇用保険料、労災保険料

　　　慶弔禍福に際して支給する祝金・見舞金、職員の海外旅行の費用

９－５　退職給与費、中小企業倒産防止共済掛金

　　掛金は、仕入税額控除の対象にならない。

　　適格退職年金掛金の事務手数料として区分して支払う部分は、仕入税額控除の対象になる。

９－６　委員手当
　　各種委員会における委員手当は、仕入税額控除の対象にならない。

９－７　教育研究費、新聞図書費
　　講習会・研究会への参加費、講習会・研究会の講師謝金・専門家謝金、会場費、新聞・図書・資料の購入費などは、仕入税額控除の対象になる。

　　職員の海外留学に伴う授業料・滞在費は、仕入税額控除の対象にならない。

９－８　旅費交通費、通信費
　　鉄道・航空・船舶・バス・タクシーの運賃、出張旅費・宿泊料・日当のうちその旅行に通常必要と認められるもの、通勤手当のうちその通勤に通常必要と認められるもの、駐車料、高速道路通行料、電話料、ファックス利用料、データ通信等専用線使用料、郵便料、電報料などは、仕入税額控除の対象になる。

　　組合が使用するためのオレンジカード、メトロカードは、原則として確実に使用した時に仕入税額控除の対象とするが、継続適用を条件として、その購入時に仕入税額控除の対象にすることもできる。

　　海外出張の旅費・宿泊料・日当・国際電話料、国際ファックス利用料は仕入税額控除の対象にならない。

９－９　器具備品費、消耗品費、事務用品費、印刷費
　　文房具費、消耗器具・備品費、印刷費などは、仕入税額控除の対象になる。

　　事務用品が期末に貯蔵品として残っていても、購入時に全額を、仕入税額控除の対象とすることができる。

９－10　会議費
　　会議室の使用料、茶菓・弁当代、資料印刷費、懇談会費用、贈答品、出席者旅費・宿泊料・日当のうちその旅行に通常必要と認められるものは消費税の仕入税額控除の対象になる。
９－11　交際費、関係団体負担金
　　接待のための飲食費・交通費・宿泊費、贈答品費、国内の招待旅行、観劇費、記念行事の宴会費・交通費・記念品代、ゴルフプレー費、年決めロッカー料などは、仕入税額控除の対象になる。

　　現金で支出する慶弔費・謝礼、贈答用オレンジカード・テレホンカード・商品券・ギフト券・図書券は、仕入税額控除の対象にならない。

　　飲食費とともに支払う特別地方消費税及びゴルフプレー費とともに支払うゴルフ場利用税は、仕入税額控除の対象にならない。ただし、特別地方消費税及びゴルフ場利用税が、飲食又はゴルフプレーの対価と明確に区分されていない場合は、飲食費又はゴルフプレー費の全額を仕入税額控除の対象とすることができる。

　　同業者団体等において、組合費等の収入を消費税の課税対象としている場合は、仕入税額控除の対象になる。

　　同業者団体等において、組合費等の収入を消費税の課税対象にしていない場合は、仕入税額控除の対象にならない。

９－12　支払保険料
　　火災保険料、自動車保険料、役職員に対する生命保険料は仕入税額控除の対象にならない。
９－13　支払手数料
　　委託手数料、仲介手数料、各種手続きの手数料などは、仕入税額控除の対象になる。

　　国、地方公共団体、公共法人等に対して法令の規定に基づき支払う行政手数料は、仕入税額控除の対象にならない。

９－14　賃借料、修繕費
　　賃借期間１カ月未満の地代は、仕入税額控除の対象になるが、賃借期間１カ月以上の地代は、仕入税額控除の対象にならない。

　　駐車場等としての施設のある場所の使用料は、仕入税額控除の対象になるが、駐車場等の施設がなく、土地の賃借と認められる場合の使用料は、地代として、仕入税額控除の対象にならない。

　　家賃は仕入税額控除の対象になる。

　　１年以内の前払家賃を支払った場合は、支払時に、支払った家賃の全額を、仕入税額控除の対象にすることができる。

　　リース料は仕入税額控除の対象となるが、ファイナンスリース料のうち利子又は保険料として明示されている部分の金額は、仕入税額控除の対象にならない。

　　修繕費は、仕入税額控除の対象になる。

９－15　水道光熱費
　　電気代、ガス代、水道代、灯油その他の燃料費などは、仕入税額控除の対象になる。

　　借家に伴い家主に支払う電気代、ガス代、水道代などの共益費も、仕入税額控除の対象になる。

９－16　車両費
　　燃料費、修繕費、駐車場としての施設のある場所の使用料などは、仕入税額控除の対象になる。

　　保険料、租税公課は、仕入税額控除の対象にならない。
９－17　コンピュータ関係費
　　コンピュータリース料、操作に要する費用、導入に要する費用は、仕入税額控除の対象になる。

　　プログラム費償却、ファイナンスリース料のうち利子又は保険料として明示されている部分の金額は、仕入税額控除の対象にならない。

９－18　租税公課
　　消費税の経理処理について税抜経理方式を適用している場合における控除対象外消費税、又は税込経理方式の場合における納付すべき消費税

　　事業税、事業所税、不動産取得税、固定資産税、都市計画税、印紙税、自動車税、自動車重量税、自動車取得税、特別土地保有税、登録免許税、罰金、過料、科料、交通反則金、独禁法等に基づく課徴金は、仕入税額控除の対象にならない。

　　軽油引取税、ゴルフ場利用税、特別地方消費税、入湯税が、明確に区分されている場合は、仕入税額控除の対象にならない。

９－19　雑　費
　　不用品の廃棄料などは、仕入税額控除の対象になる。

　　現金不足、組合業務遂行上起こした交通事故の賠償金などは、仕入税額控除の対象にならない。

９－20　事業外支払利息
　　借入金に対する支払利息は、仕入税額控除の対象にならない。

９－21　退職給与金
　　退職給与金は、仕入税額控除の対象にならない。

９－22　役員退職金
　　役員退職金は、仕入税額控除の対象にならない。

９－23　手形売却損
　　受取手形を金融機関等に譲渡したとき、手形額面から控除された金利相当額を処理する手形売却損は、仕入税額控除の対象にならない。

９－24　貸倒損失
　　売掛金等が貸倒れとなった場合には、その貸倒損失に含まれる消費税の額は、その貸倒れが生じた課税期間の売上等に係る消費税額から控除すること（貸倒控除）ができる。

　　貸付金が貸倒れとなった場合には、その貸倒損失に消費税額が含まれていないので、控除する消費税額はない。
Ⅴ．消費税等の経理

１．税込経理方式、税抜経理方式

１－１　経理方式の選択

　(1) 経理方式の種類

　消費税の経理方式は、免税組合は税込経理方式を行い、課税組合は税込経理方式と税抜経理方式のいずれかの方式を選択適用する。

　　免税組合－税込経理方式


税込経理方式

　　課税組合
税抜経理方式


税込経理方式と税抜経理方式の併用

　税込経理方式又は税抜経理方式のいずれの方法を選択適用しても、消費税の納付税額又は還付金額は違わない。

　(2) 未払消費税等の計上方法

　しかし、組合の当期利益又は当期損失は、税込経理方式を行う場合と税抜経理方式を行う場合とでは、未払消費税等の計上方法によりその金額が違ってくる。

　　①　未払消費税を計上しない場合


税込経理方式
税抜経理方式

　　　　　　受取手数料
7,350万円
7,000万円
　　　　　　費　用(給　料)
2,000万円
2,000万円
　　　　　　費用(課税仕入)
5,040万円
4,800万円
　　　　　　当期利益
310万円
200万円
　　②　未払消費税を計上する場合


税込経理方式
税抜経理方式

　　　　　　受取手数料
7,350万円
7,000万円
　　　　　　費　用(給　料)
2,000万円
2,000万円
　　　　　　費用(課税仕入)
5,040万円
4,800万円
　　　　　　消費税(未払計上)
　110万円
　　　　　
　　　　　　当期利益
200万円
200万円

１－２　税込経理方式
　(1) 税込経理の方法

　税込経理方式とは、消費税額等とその消費税等に係る取引の対価の額とを区分しないで、収益勘定、費用勘定及び固定資産勘定等に含めて経理する方式をいう。

　したがって、消費税額等を含んだ損益になるので、前項のように組合の損益に影響する。

　免税組合は税込経理方式を行うよう定められている（法人税個別通達平成元年直法２－１「５」）。

　(2) 仕訳例

	
	(借)

(借)

(借)

(借)
	預　金

売掛金

仕　入

会議費
	10,500

115,500

105,000

5,250
	
	(貸)

(貸)

(貸)

(貸)
	受取手数料

売　上

買掛金

現　金
	10,500

115,500

105,000

5,250

	期末の処理

	
	(借)
	租税公課
	750
	
	(貸)
	未払消費税等
	750

	または還付のとき

	
	(借)
	未収消費税等
	×××
	
	(貸)
	雑収入
	×××

	納付又は還付の処理

	
	(借)
	未払消費税等
	750
	
	(貸)
	現　金
	750

	または

	
	(借)
	現　金
	×××
	
	(貸)
	未収消費税等
	×××


１－３　税抜経理方式
　(1) 税抜経理の方法

　税抜経理方式とは、消費税額等とその消費税等に係る取引の対価の額とを区分して経理する方式をいう。

　この方式の場合、収益に係る消費税額等は、仮受消費税等勘定で処理し、費用及び固定資産等に係る消費税額等は、仮払消費税等勘定で処理する。

　税抜経理は、原則として取引のつど行うものであるが、期中は税込経理にしておき期末において一括して税抜経理する方法もできる（法人税個別通達平成元年２－１「４」）。

　　
取引のつど税抜経理

　　　税抜経理


期末に一括して税抜経理

　(2) 仕訳例

	
	(借)

(借)

(借)

(借)
	預　金

売掛金

仕　入

仮払消費税等

会議費

仮払消費税等
	10,500
115,500

100,000

5,000

5,000

250
	
	(貸)
(貸)

(貸)
(貸)
	受取手数料

売　上

仮受消費税等

買掛金

現　金
	10,500

110,000

5,500

105,000

5,250

	
	
	
	
	
	
	
	

	期末の処理

	
	(借)
	仮受消費税等
	6,000
	
	(貸)
	仮払消費税等

未払消費税等
	5,250

750

	または還付のとき

	
	(借)
	仮受消費税等

未収消費税等
	×××

×××
	
	(貸)
	仮払消費税等
	×××

	納付又は還付の処理

	
	(借)
	未払消費税等
	750
	
	(貸)
	現　金
	750

	または

	

	
	(借)
	現　金
	×××
	
	(貸)
	未収消費税等
	×××


１－４　税込経理方式と税抜経理方式の併用
　　収益に係る取引について税抜経理方式を採用している場合は、固定資産等（固定資産、繰延資産及び棚卸資産をいう。）の取得に係る取引、又は経費等（販売費、一般管理費をいう。）に係る取引のいずれかの取引について税込経理方式を選択適用できる。

　　棚卸資産の取得に係る取引については、継続適用を条件として固定資産及び繰延資産と異なる方式を選択できる。

　　しかし、個々の固定資産等又は個々の経費等ごとに異なる方式を適用することはできない。

　　収益に係る取引について税込経理方式を採用している場合は、固定資産等の取得に係る取引及び経費等に係る取引について税抜経理方式を適用することはできない（法人税個別通達平成元年２－１「３」）。
１－５　控除対象外消費税等
　(1) 控除対象外消費税等とは

　課税売上に係る消費税額等から控除することができない控除対象外消費税等は、税抜経理方式を適用している場合に課税売上割合が95％に満たないとき、個別対応方式又は比例配分方式により、非課税売上に対応する消費税額等又は非課税売上の分として配分された消費税額等をいう。

　課税売上割合が95％以上のときは、課税仕入の消費税額等は全額控除できるので、控除対象外消費税額等は生じない。

　(2) 経費に係る控除対象外消費税等

　控除対象外消費税等は、経費に係るものと資産の取得に係るものとがある。経費に係る控除対象外消費税等は、それぞれの経費科目に振り替えるか、一括して租税公課に振り替える。

　(3) 資産の取得に係る控除対象外消費税等

　　①　資産の取得価額に算入し、減価償却計算を通じて費用化するか、あるいは資産を譲渡したときにその譲渡原価として経理する。

　　②　課税売上割合が80％以上である事業年度において生じた資産に係る控除対象外消費税額等は、損金経理により損金に算入できる（法令139の10①）。

　　③　課税売上割合が80％未満である事業年度において生じた資産に係る控除対象外消費税額等は、個々の資産ごとにみて控除対象外消費税額等が200,000円未満であれば、損金経理により損金算入できる（法令139の10②）。

　(4) 繰延消費税等

　個々の資産ごとにみて控除対象外消費税額等が200,000円以上である場合は、繰延消費税等として経理し、次のイ．又はロ．の事業年度の区分に応じて償却する。

　　　イ．繰延消費税等が生じた事業年度（法令139の10③）

　　　　　　繰延消費税等×
[image: image1.wmf]60

事業年度の月数

×
[image: image2.wmf]2

１

＝償却額

　　　ロ．繰延消費税等が生じた事業年度後の事業年度（法令139の10④）

　　　　　　繰延消費税等×
[image: image3.wmf]60

事業年度の月数

＝償却額


１－６　課税売上割合の算定
　(1) 課税売上割合の計算

	　課税売上割合＝


　　①　総売上高と課税売上高の双方には輸出取引等の免税売上高を含むが、売上返品、売上値引、売上割戻し及び売上割引に係る金額は含まない（消令48①）。

　　②　総売上高には非課税売上高を含むが、不課税取引、支払手段、特定の金銭債権、現先取引債券等の売上高は含まない（消令48②）。

　　③　総売上高に加える特定の有価証券等の対価の額は、その譲渡対価の額の５％に相当する金額とされている（消令48⑤）。
	 計算例１

　　受取手数料（課税売上）
4,000万円

　　受取貸付利息（非課税売上）
1,000万円

　　賦課金収入（課税対象外）
2,000万円

　　課税売上割合
[image: image4.wmf]1,000

4,000

4,000

+

＝80％

	 計算例２

　　売上高（課税売上）
10,000万円

　　受取利息（非課税売上）
100万円

　　賦課金収入（課税対象外）
1,000万円

　　課税売上割合
[image: image5.wmf]100

10,000

10,000

+

＝99％


　(2) 課税期間の課税売上割合が95％以上の場合

　課税売上割合が95％以上の場合は、課税仕入に係る消費税額等は全額控除できる（消法30①及び②）。

　(3)　課税期間の課税売上割合が95％未満の場合

　　①　個別対応方式

　(ｃ)の税額を比例配分法により配分する。

　(ｃ)の税額×課税売上割合＝課税売上に配分された消費税額等(ｄ)

　(ａ)の税額＋(ｄ)の税額＝控除税額

	課税期間中の課税仕入等に係る消費税額

	(ａ) 課税売上にのみ対応するもの
	(ｃ) (ａ)と(ｂ)に共通するもの

　(課税売上 割合で按分)
	(ｂ) 非課税売上にのみ対応するもの

	控除する消費税額
	控除できない消費税額


　課税売上割合の代わりに課税売上割合に準ずる割合を用いることができる。

　　②　比例配分方式

　課税仕入に含まれている税額を比例配分法により配分する。
　　　　課税仕入に含まれている消費税額　×課税売上割合＝控除税額

	課税期間中の課税仕入等に係る消費税額

	（課税売上割合で按分）

	控除する消費税額
	控除できない消費税額


　課税売上割合以外の割合を用いることはできない。

	　一括比例配分方式で計算することを選択した事業者は、当該方法により計算することとした課税期間の初日から、同日以後２年を経過する日までの間に開始する各課税期間において一括比例配分方式を継続して適用した後の課税期間でなければ個別対応方式により計算することはできない（消法30⑤）。


１－７　不課税取引がある場合の計算例
　(1) 賦課金収入に要する課税仕入の消費税額

　国税庁からの回答により、不課税取引である賦課金収入に要する課税仕入に係る消費税額は、課税売上、非課税売上に共通するものに加えることになった（消費基通11－２－16）。ただし、非出資商工組合等は、特定収入として除外される。（６、26頁参照）

　(2) 課税売上割合83％のケース


（単位：万円）

	項　　　　目
	本体価格
	税　込
	
	
	

	課税

売上
	当期売上高
	5,000
	5,250
	(ａ)
	(ｂ)
	(ｃ)

	
	
	
	
	対応するもの

課税売上にのみ
	対応するもの

非課税売上にのみ
	するもの
　と　に共通

	非課税

売上
	受取貸付利息
	1,000
	1,000
	
	
	

	不課税
	賦課金収入
	3,500
	3,500
	
	
	

	合　　　　計
	9,500
	9,750
	
	
	

	課　　　税　　　仕　　　入
	当期仕入高

新聞発行費

事務用品費

通信費

会議費

貸付調査費

支払家賃

修繕費

水道光熱費

複利厚生費

雑費
	4,000

300

100

200

200

200

300

100

100

200

100
	4,200

315

105

210

210

210

315

105

105

210

105
	4,200


	210


	315

105

210

210

315

105

105

210

105

	
	小　　　計
	5,800
	6,090
	4,200
	210
	1,680

	以外のもの
	転貸支払利子

給料

保険料

寄附金
	890

2,260

50

100
	890

2,260

50

100
	
	
	

	
	小　　　計
	3,300
	3,300
	
	
	

	合　　　　計
	9,100
	9,390
	
	
	


　〈個別対応方式〉
　　　課税売上の消費税額等
5,250×5/105＝250

　　　課税仕入の消費税額等　(ａ)
4,200×5/105＝200


(ｂ)
  210×5/105＝10


(ｃ)
1,680×5/105＝80
　　　　　　不課税収入には消費税等を配分しない

　　　　　　課税売上に配分される消費税額等　　80×5,000/6,000＝66

　　　　　　控除する消費税額等　　　　　　　　200＋66＝266

　　　　　　還付税額　　　　　　　　　　　　　266－250＝16

　　　　　　控除できない消費税額等　　　　　　(80－66)＋10＝24

　〈比例配分方式〉
　　　　　　不課税収入には消費税等を配分しない

　　　　　　課税売上に配分される消費税額等　　290×5,000/6,000＝241

　　　　　　納付税額　　　　　　　　　　　　　250－241＝9
　　　　　　控除できない消費税額等　　　　　　290－241＝49

　　　　　　

　(3) 固定資産の消費税等

　　①　課税売上割合が80％以上の場合の仕訳

　課税売上割合を82％として計算すると、次のように控除対象外消費税額等が生じる。

　　（借）　機械装置
10,000,000
（貸）現　金
10,500,000

　　　　　　仮払消費税等
500,000

　　　　　　　500,000×(1－0.82)＝90,000

　課税売上割合が80％以上の場合に控除対象外消費税額等が生じたときは、その資産に係る控除対象外消費税額等は損金経理により損金に算入できる（法令139の10①）。

　　（借）　租税公課
90,000
（貸）仮払消費税等
90,000

　　②　課税売上割合が80％未満の場合の仕訳

　課税売上割合を33％として計算すると、次のように控除対象外消費税額等が生じる。

　　（借）　機械装置
10,000,000
（貸）現　金
10,500,000

　　　　　　仮払消費税等
500,000

　　　　　　
500,000×(1－0.33)＝335,000

　個々の資産ごとにみて控除対象外消費税額等が200,000円未満であれば、損金経理により損金算入できる（法令139の10②）。

　個々の資産ごとにみて控除対象外消費税額等が200,000円以上である場合は、繰延消費税額等として処理し５年で償却する（法令139の10③）。

　　（借）　繰延消費税額等
335,000
（貸）仮払消費税等
335,000

　当該事業年度において生じた資産に係る繰延消費税額の償却は２分の１になる。

　　（借）　繰延消費税等償却
33,500
（貸）繰延消費税額等
33,500

　法人税申告書に明細書の添付が必要である（法令139の11）。
２．税込経理方式の決算
２－１　決算手続
　(1) 免税組合

　免税組合は、消費税額等の計算を行わないので、従来どおりの決算手続でよい。

　(2) 未払消費税等

　課税組合は、消費税額等の計算を行うので、納付すべき消費税額等を未払金に計上するようにし（納付すべき消費税額等を申告書提出時の事業年度の損金にしているときは未払金に計上しない。）、納付すべき消費税額等を差し引いた後の課税所得について、法人税等を引き当てる（法人税個別通達平成元年２－１「７」）。

　(3) 決算の順序

　　①　残高試算表の作成

　　②　第１次決算整理仕訳

　　③　精算表の作成

　　④　納付すべき消費税額等の計算

　　⑤　法人税等充当額（概算でよい。）の計算

　　⑥　第２次決算整理仕訳後の精算表の作成

　　⑦　決算関係書類の作成

　　⑧　剰余金処分案の総会承認後、利用分量配当の消費税等の取扱いを決める。

　　⑨　納付すべき法人税額等の計算

　(4) 未収消費税等

　課税組合が税込経理方式を行っている場合は、消費税額等の計算を行い、還付を受ける消費税額等があるときは、申告書提出時の事業年度の雑収入として処理する。

　ただし、還付を受ける消費税額等を未収金に計上してもよい（法人税個別通達平成元年２－１「８」）。

　免税組合は、消費税等の還付を受けることはできない。
２－２　税込経理方式による消費税額等の計算モデル
　(1) 課税売上、非課税売上、課税対象外の区分
（単位：円）

	
	総　　　額
	課 税 売 上
	非課税売上
	課税対象外

	Ⅰ．共同購買事業収益

　１．商品売上高

　　(1) 組合員売上高

　　(2) 受取購買手数料

　２．その他収益

　　(1) 貸倒引当金戻入
Ⅱ．共同金融事業収益
	76,000,000

1,260,000

166,000

6,706,712

30,000

64,000
	76,000,000

1,260,000

30,000


	6,706,712


	166,000

64,000

	　１．受取貸付利息

　２．受取貸付手数料

　３．その他収益

　　(1) 貸倒引当金戻入
	
	
	
	

	Ⅲ．教育情報事業収入

　１．教育情報賦課金収入

　２．教育情報費用繰越金戻入
　３．仮受賦課金戻入

Ⅳ．福利厚生事業収入

　１．新年会参加料収入

Ⅴ．創立記念事業収入

　１．創立記念事業積立金取崩
Ⅵ．賦課金等収入

　１．賦課金収入

Ⅶ．事業外収益

　１．事業外受取利息

　２．事業外受取配当金

　３．加入手数料収入

Ⅷ．特別利益

　１．役員退職給与積立金取崩
	240,000

11,000

30,000

200,000

22,000

664,000

148,800

6,000

10,000

10,000
	240,000

200,000

10,000


	148,800


	11,000

30,000

22,000

664,000

6,000

10,000

	合　　　　　計
	85,568,512
	77,740,000
	6,855,512
	973,000


	
	総　　　額
	課　税　仕　入
	課税仕入

以外

	
	
	課税売上
対　　応
	非課税売上
対　　　応
	共　通
	

	Ⅰ．共同購買事業費

　１．売上原価

　　(1) 期首商品棚卸高

　　(2) 当期商品仕入高

　　(3) 期末商品棚卸高

　２．事業経費

　　(1) 配賦事業費用

　　(2) 共同購買支払利息

　　(3) 貸倒引当金繰入

Ⅱ．共同金融事業費

　１．転貸支払利息

　２．事業経費

　　(1) 配賦事業費用

　　(2) 担保設定料

　　(3) 貸倒引当金繰入

Ⅲ．教育情報事業費

　１．講習会費

　２．事業経費

　　(1) 配賦事業費用

Ⅳ．福利厚生事業費

　１．新年会費・親睦会費

　２．慶 弔 費

Ⅴ．創立記念事業費
	2,000,000

75,000,000

△1,000,000

配賦前

10,000

179,000

6,224,756

配賦前

24,000

97,000

270,000

配賦前

250,000

20,000

20,000

30,000
	75,000,000

270,000

200,000
	24,000

	50,000

20,000

30,000
	2,000,000

△1,000,000

10,000

179,000

6,224,756

97,000

20,000



	　１．記念式典費

　２．宴 会 費
	
	
	
	
	

	Ⅵ．商品開発事業費

　１．商標権償却

　２．試験研究費
	10,000

40,000
	
	
	40,000
	10,000



	小　　　計
	83,174,756
	75,470,000
	24,000
	140,000
	7,540,756

	Ⅶ．一般管理費

　１．役員報酬

　２．職員給与手当

　３．賞与引当金繰入

　４．退職給与金

　５．退職給与引当金繰入

　６．退職給与引当金戻入

　７．退職共済掛金

　８．中小企業倒産防止

　　　　　　　　共済掛金

　９．旅費交通費


10．通信費


11．器具備品費


12．事務用品費


13．会議費


14．交際費


15．寄附金


16．賃貸料


17．租税公課


18．減価償却費
	60,000

300,000

10,000

10,000

17,000

△8,000

2,000

3,000

74,000

18,000

70,000

16,000

20,180

16,810

15,000

120,000

20,160

173,467
	
	
	74,000

18,000

70,000

16,000

20,180

16,810

120,000


	60,000

300,000

10,000

10,000

17,000

△8,000

2,000

3,000

15,000

20,160

173,467

	小　　　計
	937,617
	
	
	334,990
	602,627

	Ⅷ．事業外費用

　１．事業外支払利息

　２．創立費償却

Ⅸ．特別損失

　１．役員退職金
	331,000

50,000

10,000
	
	
	
	331,000

50,000

10,000

	合　　　　計
	84,503,373
	75,470,000
	24,000
	474,990
	8,534,383


　(2)　納付消費税額等の計算

　　①　課税標準額の計算

　　　　　　77,740,000×
[image: image6.wmf]105

100

＝74,038,095

　　　　　　1,000円未満の端数切捨て　74,038,000

　　②　課税標準額に対する消費税額等

　　　　　　74,038,000×
[image: image7.wmf]100

5

＝3,701,900
　　③　課税売上に要する課税仕入に含まれている消費税等

　　　　　　75,470,000×
[image: image8.wmf]105

5

＝3,593,809

　　④　共通の課税仕入に含まれている消費税等

　　　　　　474,990×
[image: image9.wmf]105

5

＝22,618

　　⑤　個別対応方式

　　　　　　22,618×
[image: image10.wmf]6,855,512

＋

74,038,095

74,038,095

＝20,701

　　　　　　3,701,900－(3,593,809＋20,701)＝87,390

　　⑥　納付すべき消費税額等　87,300円

　　⑦　決算時における消費税の仕訳

　　　　(借)　租税公課　　　　　　 87,300　　　　　(貸)　未払消費税等
87,300

　　　　　　 (消費税等)

　　⑧　決算時における法人税等の仕訳

　　　　(借)　法人税等充当額　　　340,000　　　　　(貸)　未払法人税等
340,000

２－３　剰余金処分案作成モデル
	剰　余　金　処　分　案

平成Ａ年４月１日から

西部協同組合
平成Ｂ年３月31日まで

	Ⅰ．当期未処分利益

　　　１．当期利益
637,839

　　　２．前期繰越利益
 11,175
649,014

Ⅱ．剰余金処分額

　　　１．利益準備金
70,000

　　　２．特別積立金
70,000

　　　３．教育情報費用繰越金
35,000

　　　４．役員退職給与積立金
20,000

　　　５．○○積立金
100,000

　　　６．出資配当金（年３％）
60,000

　　　７．利用分量配当金
126,000

　　　　　　共同購買事業（手数料の10％）
      
481,000
Ⅲ．次期繰越利益

168,014




２－４　利用分量配当の消費税等の計算モデル
　(1) 第１法

	Ａ．４．１～Ｂ．３．31
	Ｂ．４．１～Ｃ．３．31

	売　上
77,740,000
	消費税額等
3,701,900
	売　上　　 ××××
	消費税額等　 ×××

	
	未払消費税等
87,300
	
	


	利用分量配当

120,000
	消費税額等

6,000


　利用分量配当の消費税額等を、総会承認時のＢ年度の消費税額等から控除する方法である。

　法人税は、利用分量配当をＡ年度の所得から控除するので、法人税と消費税等とでは取扱いが異なることになる。

　　①　利用分量配当が総会で承認されたときの仕訳

　　　　(借)　未処分利益
126,000
(貸)　未払配当金
126,000

　　②　Ａ年度の未払消費税等87,300円を納付するときの仕訳

　　　　(借)　未払消費税等
87,300
(貸)　現　金
87,300

　　③　Ａ年度の利用分量配当126,000円を組合員へ支払うときの仕訳

　　　　(借)　未払配当金
126,000
(貸)　現　金
126,000

　　　　組合員は、利用分量配当の通知又は支払いを受けた日の属する課税期間の仕入に係る対価の返還になる。

④　Ａ年度の法人税申告書別表四で利用分量配当126,000円（消費税等込みの金額）を減算する。

　(2) 第２法

	Ａ．４．１～Ｂ．３．31
	Ｂ．４．１～Ｃ．３．31

	売　上
77,740,000
	消費税額等
3,701,900
	
	

	
	未払消費税等
87,300
	
	


	利用分量配当

120,000
	消費税額等

6,000


　利用分量配当の消費税等を、対象事業年度であるＡ年度の消費税額等から控除する方法である。

　消費税等を法人税法に準じた取扱いをすることにより、法人税法の取扱いと消費税法の取扱いを合致させたわけである。

　　①　利用分量配当が総会で承認されたときの仕訳

　　　　(借)　未処分利益
126,000
(貸)　未払配当金
126,000

　　②　Ａ年度の未払消費税等87,300円から利用分量配当の消費税額等6,000円を差し引く仕訳
　　　　(借)　未払消費税等
6,000
(貸)　雑収入
6,000

　　③　利用分量配当の消費税等差引後の消費税額等を納付するときの仕訳

　　　　(借)　未払消費税等
81,300
(貸)　現　金
81,300

④　Ａ年度の利用分量配当123,600円を組合員へ支払うときの仕訳

　　　　(借)　未払配当金
126,000
(貸)　現　金
126,000

　　　　組合員は、利用分量配当の通知又は支払いを受けた日の属する課税期間の仕入に係る対価の返還になる。

　　⑤　Ａ年度の法人税申告書別表四で、利用分量配当126,000円を減算し、その消費税額等6,000円を未払消費税計上超過として加算する。

３．税抜経理方式の決算

３－１　決算手続

　(1) 免税組合

　免税組合は税抜経理方式を行うことはできない。

　(2) 仮受消費税等、仮払消費税等

　課税組合が税抜経理方式を行ったときは、（取引のつど税抜経理を行った場合も、期末一括税抜経理を行った場合も同じ。）、仮受消費税等と仮払消費税等の精算を行わなければならない。

　期末の仮受消費税額等から期末の仮払消費税額等を控除した金額と、納付すべき消費税額等又は還付を受ける消費税額等とに差額が生じたときは、期末において租税公課又は雑収入として経理する（法人税個別通達平成元年２－１「６」）。

　(3) 決算の順序

　　①　残高試算表の作成

　　②　残高試算表が税込の金額になっている場合、期末一括税抜きの仕訳を行い、税抜金額にする。

　　③　第１次決算整理仕訳を税抜金額で行う。

　　④　税抜精算表の作成

　　⑤　納付すべき消費税額等の計算

　　⑥　法人税等充当額（概算でよい）の計算

　　⑦　第２次決算整理仕訳後の精算表の作成

　　⑧　決算関係書類の作成

　　⑨　剰余金処分案総会承認後、利用分量配当の消費税の取扱いを決める。

　　⑩　納付すべき法人税額の計算

３－２　税抜経理方式による消費税額等の計算モデル
　(1) 課税、非課税、課税対象外の区分


(単位　円)

	
	総　　額
	課税売上
	非課税売上
	課税対象外

	Ⅰ．共同購買事業収益

　１．売上高

　　(1) 組合員売上高

　　(2) 一般売上高

　２．その他収益

　　(1) 貸倒引当金戻入

Ⅱ．共同金融事業収益

　１．受取貸付利息

　２．その他収益

　　(1) 金融事業受取利息

　　(2) 金融事業受取配当金

　　(3) 貸倒引当金戻入

Ⅲ．賦課金等収入

　１．教育情報事業賦課金収入

　２．教育情報費用繰越金戻入

　３．仮受賦課金戻入

　４．賦課金収入

Ⅳ．事業外収益

　１．事業外受取利息

　２．加入手数料収入

　３．雑収入

Ⅴ．特別利益

　１．役員退職給与積立金戻入

Ⅵ．その他

　１．貸倒損

　２．車両売却額
	79,000,000

3,000,000

50,000

40,400,000

170,000

60,000

450,000

1,200,000

20,000

140,000

3,800,000

2,000

20,000

18,600

100,000

△60,000

270,000
	79,000,000

3,000,000

1,200,000

20,000

10,000

△60,000

270,000
	40,400,000

170,000

2,000


	50,000

60,000

450,000

20,000

140,000

3,800,000

8,600

100,000



	合　　　　　　計
	128,640,600
	83,440,000
	40,572,000
	4,628,600


	
	総　　額
	課　　　税　　　仕　　　入
	課税仕入

以外

	
	
	課税

売上対応
	非課税

売上対応
	共通
	

	Ⅰ．共同購買事業費

　１．売上原価

　　(1) 期首商品棚卸高

　　(2) 当期商品仕入高

　　(3) 期末商品棚卸高

　２．事業経費

　　(1) 貸倒引当金繰入

Ⅱ．共同金融事業費

　１．転貸支払利息

　２．事業経費

　　(1) 組合員借入金支払利息

　　(2) 担保設定料

　　(3) 貸倒引当金繰入

Ⅲ．教育情報事業費

　１．講習会費

　２．支部運営費

Ⅳ．福利厚生事業費

　１．慶弔費

Ⅴ．一般管理費事業間接費

　１．役員報酬

　２．職員給料手当

　３．福利厚生費

　４．教育研究費

　５．旅費交通費

　６．通信費

　７．消耗品費

　８．会議費

　９．交際費


10．関係団体負担金


11．賃借料


12．水道光熱費


13．損害保険料


14．租税公課


15．減価償却費


16．雑　費


17．賞与引当金戻入


18．　　〃　　繰入


19．退職給与金


20．退職給与引当金戻入


21．　　　〃　　　繰入

Ⅵ．事業外費用

　１．事業外支払利息

　２．創立費償却

Ⅶ．特別損失

　１．役員退職金

Ⅷ．その他

　１．建　物
	1,000,000

79,500,000

△2,000,000

70,000

40,000,000

80,000

20,000

550,000

1,360,000

300,000

290,000

1,000,000

2,000,000

100,000

100,000

200,000

100,000

200,000

240,000

100,000

100,000

300,000

100,000

60,000

50,000

480,000

50,000

△160,000

200,000

100,000

△80,000

100,000

10,000

240,000

300,000

22,000,000
	79,500,000

1,360,000


	20,000


	300,000

100,000

200,000

100,000

200,000

240,000

70,000

300,000

100,000

30,000

22,000,000
	1,000,000

△2,000,000

70,000

40,000,000

80,000

550,000

290,000

1,000,000

2,000,000

100,000

30,000

100,000

60,000

50,000

480,000

20,000

△160,000

200,000

100,000

△80,000

100,000

10,000

240,000

300,000



	合　　　　　計
	149,060,000
	80,860,000
	20,000
	23,640,000
	44,540,000


　(2) 納付・還付消費税額等の計算

　　①　課税売上割合の計算

　　　　　
[image: image11.wmf]0

124,072,00

＝

40,572,000

＋

83,500,000

83,500,000

×100＝67.29％

　　　　分母、分子とも貸倒れは控除しない。

　　②　課税標準額に対する消費税額等

　　　　　83,500,000×
[image: image12.wmf]100

5

＝4,175,000

　　③　控除対象消費税額等の計算

　　　　　個別対応方式

　　　　　80,860,000×
[image: image13.wmf]100

5

＝4,043,000

　　　　　23,640,000×
[image: image14.wmf]100

5

×
[image: image15.wmf]0

124,072,00

83,500,000

＝795,481

　　④　貸倒れに係る税額の計算

　　　　　60,000×
[image: image16.wmf]100

5

＝3,000

　　⑤　納付税額の計算

　　　イ．課税標準額
83,500,000 円

　　　ロ．同上に対する税額
4,175,000

　　　ハ．控除税額

　　　　　　控除対象消費税額等
4,838,481

　　　　　　貸倒れに係る税額
3,000

　　　　　　　　小　　計
4,841,481

　　　ニ．中間納付税額
0

　　　ホ．控除不足還付税額等
666,481

　　⑥　控除対象外消費税額等

　　　　　（104,520,000×5％）－（4,175,000－3,000）－666,481＝387,519

　(3) 控除対象外消費税額等の内訳

　　①　資産に係る控除対象外消費税額等

　　　　　22,000,000×
[image: image17.wmf]100

5

×
[image: image18.wmf]0

124,072,00

40,572,000

＝359,704

　課税売上割合が80％未満である事業年度において生じたものであり、個々の資産ごとにみて控除対象外消費税額等が20万円以上であることから、繰延消費税額等として処理し５年で償却する。
　　②　交際費課税における消費税

　　　　　講習会費中交際費
220,000

　　　　　支部運営費中 〃
210,000

　　　　　会議費中　　 〃
80,000

　　　　　交際費中　　 〃
90,000

　　　　　租税公課中交際費
1,500

　交際費600,000円に対する消費税等30,000円のうち控除対象外消費税等になる金額

　　　　　600,000×
[image: image19.wmf]100

5

×
[image: image20.wmf]0

124,072,00

40,572,000

＝9,810

　仕入税額控除の対象とならない9,810円は交際費課税に含めるから、この場合交際費課税は611,310円で計算する。

　　③　経費に係る控除対象外消費税額等

　　　　　387,519－359,704－9,810＝18,005

　　④　繰延消費税額の初年度償却

　　　　　359,704×
[image: image21.wmf]60

12

×
[image: image22.wmf]2

1

＝35,970

３－３　第２次決算整理仕訳
	29
	(仮受消費税等)

(仮払消費税等)
	4,172,000


	4,172,000

	30
	(繰延消費税額等)

(仮払消費税等)
	359,704


	359,704

	31
	(交　　際　　費)

(仮払消費税等)
	9,810


	9,810

	32
	(租税公課)

(仮払消費税等)
	18,005


	18,005

	33
	(未収消費税等)

(仮払消費税等)
	666,481


	666,481

	34
	(繰延消費税償却)

(繰延消費税等)
	35,970


	35,970

	35
	(法人税等充当額)

(未払法人税等)
	340,000


	340,000

	第２次決算整理仕訳計
	5,601,970
	5,601,970


　　※第２次決算整理仕訳後の精算表は省略

３－４　剰余金処分案作成モデル
	剰　余　金　処　分　案

平成Ａ年４月１日から

東部協同組合
平成Ｂ年３月31日まで

	Ⅰ．当期未処分利益

　　　１．当期利益
831,815

　　　２．前期繰越利益
160,240
992,055 
Ⅱ．剰余金処分額

　　　１．利益準備金
90,000

　　　２．特別積立金
90,000

　　　３．教育情報費用繰越金
45,000

　　　４．○○周年記念事業積立金
100,000

　　　５．役員退職給与積立金
50,000

　　　６．出資配当金（年５％）
50,000

　　　７．利用分量配当金

　　　　　　共同購買事業（売上高の0.5％）
395,000
820,000

　　　８．脱退者持分払戻

  1,446
Ⅲ．次期繰越利益

170,609


３－５　利用分量配当の消費税等の計算モデル
　(1) 第１法

	Ａ．４．１～Ｂ．３．31
	Ｂ．４．１～Ｃ．３．31

	売　上
83,500,000
	消費税額等
4,175,000
	売　上　　 ××××
	消費税額等　 ×××

	未収消費税等
666,481
	
	
	


	利用分量配当

395,000
	消費税額等

19,750


　利用分量配当の消費税等を、総会承認時のＢ年度の消費税額等から控除する。

　法人税は、利用分量配当をＡ年度の所得から控除するので、法人税と消費税等とでは取扱いが異なることになる。

　　①　利用分量配当が総会で承認されたときの仕訳

　　　　(借)　未処分利益
395,000
(貸)　未払配当金
414,750

　　　　　　　仮受消費税等
19,750

　　②　Ａ年度の利用分量配当と消費税等の合計額414,750円を組合員へ支払うときの仕訳

　　　　(借)　未払配当金
414,750
(貸)　現　金
414,750

　　　　組合員は、利用分量配当の通知又は支払いを受けた日の属する課税期間の仕入に係る対価の返還になる。

③　Ａ年度の法人税申告書別表四で、利用分量配当金395,000円（消費税等抜きの金額）を減算する。

④　Ａ年度の未収消費税等666,481円が還付された。

　　　　(借)　預　金
666,481
(貸)　未収消費税等
666,481

　(2) 第２法

	Ａ．４．１～Ｂ．３．31
	Ｂ．４．１～Ｃ．３．31

	売　上
83,500,000
	消費税額等
4,175,000
	
	

	未収消費税等
666,481
	
	
	


	利用分量配当

395,000
	消費税額等

19,750


　利用分量配当の消費税等を、対象事業年度であるＡ年度の消費税額等から控除する。

　消費税等を法人税法に準じた取扱いをすることにより、法人税法の取扱いと消費税法の取扱いを合致させたわけである。

　　①　利用分量配当が総会で承認されたときの仕訳

　　　　(借)　未処分利益
395,000
(貸)　未払配当金
395,000

　　②　利用分量配当の消費税額等19,750円は、未払消費税等があるときは未払消費税等から控除するが、このケースは未収消費税等であるので未収消費税等666,481円に19,750円を加算して還付を受けるようにするときの仕訳

　　　　(借)　未収消費税等
19,750
(貸)　未払配当金
19,750

　　③　利用分量配当の消費税等を、対象事業年度であるＡ年度の消費税額等から控除するには、利用分量配当をＡ年度の売上に係る対価の返還等として取り扱うことになる。

　このためＡ年度の課税売上が利用分量配当の額だけ減少することになるから、課税売上割合が変化し、課税売上割合を用いて計算した控除対象外消費税額等も変わることになる。

　(3) 72頁の計算を再計算する

　　①　課税売上割合の計算

　　　　　
[image: image23.wmf]0

123,677,00

＝

0,572,000

−395,000＋4

83,500,000

83,105,000

×100＝67.19％

　　　　分母、分子とも貸倒れは控除しない。

　　②　課税標準額に対する消費税額等

　　　　　83,500,000×
[image: image24.wmf]100

5

＝4,175,000

　　③　控除対象消費税額等の計算

　　　　　個別対応方式

　　　　　80,860,000×
[image: image25.wmf]100

5

＝4,043,000

　　　　　23,640,000×
[image: image26.wmf]100

5

×
[image: image27.wmf]0

123,677,00

83,105,000

＝794,247

　　④　貸倒れに係る消費税額等の計算

　　　　　60,000×
[image: image28.wmf]100

5

＝3,000

　　⑤　還付税額の計算

　　　(ａ)　課税標準額
83,500,000

　　　(ｂ)　同上に対する税額
4,175,000

　　　(ｃ)　控除税額

　　　　　　控除対象消費税額等
4,837,247

　　　　　　返還等対価に係る税額
19,750　　　　　　　利用分量配当の消費税等

　　　　　　貸倒れに係る税額
3,000

　　　　　　　　小　　計
4,859,997

　　　(ｄ)　中間納付税額
0

　　　(ｅ)　控除不足還付税額等
684,997 (18,516増加)

　　⑥　控除対象外消費税額等

　　　　　(104,520,000×
[image: image29.wmf]100

5

)－(4,175,000－3,000－19,750)－684,997＝388,753

　　⑦　控除対象外消費税額等の内訳

　　　(ａ)　資産に係る控除対象外消費税額等

　　　　　　22,000,000×
[image: image30.wmf]100

5

×
[image: image31.wmf]0

123,677,00

40,572,000

＝360,852（1,148増加）

　　　　　　課税売上割合が80％未満である事業年度において生じたものであり、個々の資産ごとにみて控除対象外消費税額等が20万円以上であることから、繰延消費税等として処理し５年で償却する。

　　　(ｂ)　交際費課税における消費税等
　　　　　
講習会費中交際費
220,000

　　　　　
支部運営費　〃
210,000

　　　　　
会議費中　　〃
80,000

　　　　　
交際費中　　〃
90,000

　　　　　
租税公課中交際費
1,500

　　　　　　600,000×
[image: image32.wmf]100

5

×
[image: image33.wmf]0

123,677,00

40,572,000

＝9,841（31増加）

　　　　　　仕入税額控除の対象とならない9,841円は交際費課税に含めるから、この場合交際費課税は611,341円で計算する。

　　　(ｃ)　経費に係る控除対象外消費税額等

　　　　　　388,753－360,852－9,841＝18,060（55増加）

　　　(ｄ)　繰延消費税等の初年度償却は、損金経理が要件であるから、損益計算書に計上した額の変更はできない。

　(4) 再計算の結果つぎの処理を行う。
　　①　(借)　前期損益修正損
31
(貸)　未収消費税等
1,234


交際費


前期損益修正損
55


租税公課


繰延消費税等
1,148
　この結果未収消費税等は684,997円になる。

　　　　　666,481＋19,750－1,234＝684,997

　　②　Ａ年度法人税申告書別表四で、未収消費税等計上洩18,516円と繰延消費税等1,148円を加算し、利用分量配当395,000円と仮受消費税等認容19,750円を減額する。

　　③　Ａ年度の未収消費税等が還付されるときの仕訳

　　　　(借)　預　金
684,997
(貸)　未収消費税等
684,997

　　④　Ａ年度の利用分量配当と消費税等の合計414,750円を組合員へ支払うときの仕訳

　　　　(借)　未払配当金
395,000
(貸)　現　金
414,750


未払配当金
19,750

　　⑤　組合員は、利用分量配当の通知又は支払いを受けた日の属する課税期間の仕入に係る対価の返還になる。

４．高度化施設の消費税等

４－１　組合員用施設土地の消費税等

　(1) 税込経理方式の仕訳

　　①　土地代１億円（非課税取引）を支払う。


（以下、単位：千円）

　　　　(借)　土　地
100,000
(貸)　預　金
100,000

　　②　造成費2,000万円、消費税額等100万円を支払う。

　　　　(借)　土　地
21,000
(貸)　預　金
21,000

　　③　売買予約を結ぶ。所有権移転の登記をしてないが売買の効果が発生したものとみなす。非課税売上になる。

　　　　(借)　組合員専用
121,000
(貸)　土　地
121,000


土地(売買予約)

　(2) 税抜経理方式の仕訳

　　①　土地代１億円（非課税取引）を支払う。

　　　　(借)　土　地
100,000
(貸)　預　金
100,000

　　②　造成費2,000万円、消費税額等100万円を支払う。

　　　　(借)　土　地
20,000
(貸)　預　金
21,000


仮払消費税等
1,000

　　③　売買予約を結ぶ。所有権移転の登記をしてないが売買の効果が発生したものとみなす。非課税売上になる。

　　　　(借)　組合員専用
120,000
(貸)　土　地
120,000


土地(売買予約)

　(3) 造成費の消費税等の控除

　　①　個別対応方式を行っている場合は、非課税売上にのみ要する課税仕入になるので控除の対象にならない。

　　②　一括比例配分方式を行っている場合は、課税売上割合を乗じて算出した金額が仕入に係る消費税等として控除できる。

　(4) 税抜経理方式、控除対象外消費税額等の処理

　　①　個別対応方式を行っている場合は、造成費の消費税額等100万円全部が控除対象外消費税額等になる。

　　②　一括比例配分方式を行っている場合は、造成費の消費税額等100万円×(１－課税売上割合)で控除対象外消費税額等が生じる。

　　③　課税売上割合が80％以上のとき、損金経理を要件として損金の額に算入できる。

　　④　課税売上割合が80％未満のときで、一の資産に係るものの金額が20万円未満であるもの。



損金経理を要件として損金の額に算入できる。

　　⑤　課税売上割合が80％未満のときで、一の資産に係るものの金額が20万円以上であるもの（棚卸資産を除く。）。

　　　　その合計額を繰延消費税等として処理し５年で償却する。

　　⑥　資産に係る控除対象外消費税等は、全額について行わなければならないので、資産に係る控除対象外消費税額等の一部について資産の取得価額に算入しても、資産の取得価額から控除し、繰延消費税等として償却する。

　(5) 税抜処理方式の場合における消費税額等の徴収

　　①　控除対象消費税額等は仮受消費税等から控除できるので、組合員に負担させるか検討をする。

　　②　控除対象外消費税額等は、損金経理した金額を消費税等負担金として徴収する。

　　③　消費税等支払時の資金は必要である。

４－２　組合員用施設建物の消費税等
　(1)　税込経理方式の仕訳

　　①　建設費内金6,000万円を支払う。


（以下、単位：千円）

　　　　(借)　建設仮勘定
60,000
(貸)　預　金
60,000

　　②　残金4,500万円を支払って、引渡しを受けた。

　　　　(借)　建　物
105,000
(貸)　預　金
45,000



建設仮勘定
60,000

　　③　組合員へ引き渡した。

　　　　(借)　施設未収金
105,000
(貸)　建　物
105,000

　(2) 税抜経理方式の仕訳

　　①　建設費内金6,000万円を支払う。

　　　　(借)　建設仮勘定
60,000
(貸)　預　金
60,000

　　②　残金4,500万円を支払って、引渡しを受けた。

　　　　(借)　建　物
100,000
(貸)　預　金
45,000


仮払消費税等
5,000
建設仮勘定
60,000

　　③　組合員へ引き渡した。

　　　　(借)　施設未収金
105,000
(貸)　建　物
100,000



仮受消費税等
5,000

　(3) 工場等集団化計画により分譲された資産の譲渡の時期

　中小企業高度化資金で団地組合が土地、建物を取得し、組合員へ譲渡する場合、代金支払完済まで所有権変更登記を組合が留保することになっていた。この場合の資産譲渡の時期と、償還金は課税の対象になるかの問題があるが、資産譲渡の時期は、実際に資産の引渡しを行った日になるので、売買予約契約を結びそのときに資産の引渡しを行っていれば、売買予約契約の日が資産譲渡の時期になる。

　その後、組合が組合員から分割して徴収する償還金等は、資産譲渡代金の回収であるから消費税等の課税関係は生じないと取り扱われている（国税速報平成３年１月21日第4330号）。

　(4) 建設費の消費税等の控除

　　①　個別対応方式を行っている場合は、課税売上にのみ要する課税仕入になるので、仕入に係る消費税等として控除できる。

　　②　一括比例配分方式を行っている場合は、課税売上割合を乗じて算出した金額が仕入に係る消費税等として控除できる。

　(5) 税抜処理方式、控除対象外消費税額等の処理

　　①　個別対応方式を行っているときは、控除対象外消費税額等は生じない。

　　②　一括比例配分方式を行っているときは、建設費の消費税等300万円×(１－課税売上割合)で控除対象外消費税額等が生じる。

　　③　４－１の(4)と同じ。

４－３　共同施設土地の消費税等
　(1) 税込経理方式の仕訳

　　①　土地代１億円（非課税取引）を支払う。


（以下、単位：千円）

　　　　(借)　土　地
100,000
(貸)　預　金
100,000

　　②　造成費2,000万円、消費税額等100万円を支払う。

　　　　(借)　土　地
21,000
(貸)　預　金
21,000

　(2) 税抜経理方式の仕訳

　　①　土地代１億円（非課税取引）を支払う。

　　　　(借)　土　地
100,000
(貸)　預　金
100,000

　　②　造成費2,000万円、消費税額等100万円を支払う。

　　　　(借)　土　地
20,000
(貸)　預　金
21,000


仮払消費税等
1,000

　(3) 造成費の消費税等の控除

　　①　個別対応方式を行っている場合は、次のようになる。

　　　(ａ) 組合会館等のように、課税対象外の収入で償還するときは、課税売上、非課税売上共通の消費税等として課税売上割合を乗じて算出した金額が仕入に係る消費税等として控除できる。

　　　(ｂ) 共同店舗等のように課税売上の収入で償還するときは、課税売上にのみ要する課税仕入になるので、仕入に係る消費税等として控除できる。

　　②　一括比例配分方式を行っている場合は、課税売上割合を乗じて算出した金額が仕入に係る消費税等として控除できる。

　(4) 税抜経理方式、控除対象外消費税額等の処理

　　①　共同店舗等が個別対応方式を行っているときは、控除対象外消費税額等は生じない。

　　②　一括比例配分方式を行っているとき及び組合会館等の場合で個別対応方式を行っているときは、造成費の消費税額等100万円×(１－課税売上割合)で控除対象外消費税額等が生じる。

　　③　４－１の(4)と同じ。

４－４　共同施設建物の消費税等
　(1) 税込経理方式の仕訳

　　①　建設費内金6,000万円を支払う。

（以下、単位：千円）

　　　　(借)　建設仮勘定
60,000
(貸)　預　金
60,000

　　②　残金4,500万円を支払って、引渡しを受けた。

　　　　(借)　建　物
105,000
(貸)　預　金
45,000



建設仮勘定
60,000

　(2) 税抜経理方式の仕訳

　　①　建設費内金6,000万円を支払う。

　　　　(借)　建設仮勘定
60,000
(貸)　預　金
60,000

　　②　残金4,500万円を支払って、引渡しを受けた。

　　　　(借)　建　物
100,000
(貸)　預　金
45,000


仮払消費税等
5,000
建設仮勘定
60,000

　(3) 建設費の消費税等の控除

　　　４－３の(3)と同じ。

　(4) 税抜経理方式、控除対象外消費税額等の処理

　　　４－１の(4)と同じ。

４－５　道路舗装の消費税等
　(1) 税込経理方式の仕訳

　　①　建設費のうち、1,000万円を支払う。


（以下、単位：千円）

　　　　(借)　建設仮勘定
10,000
(貸)　預　金
10,000

　　②　残金1,100万円を支払って、引渡しを受けた。

　　　　(借)　構築物
21,000
(貸)　預　金
11,000



建設仮勘定
10,000

　　③　公共団体へ寄贈した。

　　　　(借)　公共負担金
21,000
(貸)　構築物
21,000

　(2) 税抜経理方式の仕訳

　　①　建設費のうち、1,000万円を支払う。

　　　　(借)　建設仮勘定
10,000
(貸)　預　金
10,000

　　②　残金1,100万円を支払って、引渡しを受けた。

　　　　(借)　構築物
20,000
(貸)　預　金
11,000


仮払消費税等
1,000
建設仮勘定
10,000

　　③　公共団体へ寄贈した。

　　　　(借)　公共負担金
20,000
(貸)　構築物
20,000

　(3) 建設費の消費税等の控除

　　①　個別対応方式を行っているときは、課税売上、非課税売上共通の消費税等として、課税売上割合を乗じて算出した金額が仕入に係る消費税等として控除できる。

　　②　一括比例配分方式を行っている場合は、課税売上割合を乗じて算出した金額が仕入に係る消費税等として控除できる。

　(4) 税抜経理方式、控除対象外消費税額等の処理

　　　４－１の(4)と同じ。

４－６　組合と組合員の経理
　(1) 組合員用施設の土地
	
	組　　　　　　　　合
	組合の消費税
	組　　　　合　　　　員
	組合員の消費税

	
	借　　　方
	貸　　　方
	
	借　　　方
	貸　　　方
	

	①　自己資金積立

　　積立金受入
	預　　金
×××

(資　産)
	組合員預り金
×××

(負　債)
	課税対象外
	組合預け金
×××

(資　産)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外

	②　土地取得・造成

　　土地代支払

　　造成費支払

　　登記料・税金支払

　　税金徴収

　　高度化借入

　　利子支払

　　利子徴収

　　売買予約前
	土　　地
×××

(資　産)
	預　　金
×××

(資　産)
	非課税取引
	
	
	

	
	土　　地
×××

(資　産)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税仕入
	
	
	

	
	租税公課
×××

(費　用)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外
	
	
	

	
	預　　金
×××

(資　産)
	租税公課
×××

負担金収入

(収　益)
	課税対象外
	租税公課
×××

負担金

(費　用)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外

	
	預　　金
×××

(資　産)
	長期借入金
×××

(負　債)
	課税対象外
	
	
	

	
	支払利息
×××

(資　産)
	預　　金
×××

(資　産)
	非課税取引
	
	
	

	
	預　　金
×××

(資　産)
	利子負担金
×××

収入(収益)
	課税対象外
	利子負担金
×××

(費　用)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外

	③　売買予約

　　予約契約

　　土地代受入

　　高度化借入返済

　　利子支払

　　利子徴収売買予約後

　　利子徴収

　　売買予約後利子明示
	組合員専用
×××

土地(売買

予約)(資産)
	土　　地
×××

(資　産)
	非課税売上
	売買予約土地
×××
	売買予約
×××

土地未払金
	非課税取引

	
	預　　金
×××

(資　産)
	組合員預り金
×××

(負　債)
	課税対象外
	組合預け金
×××

(資　産)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外

	
	長期借入金
×××

(負　債)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外
	
	
	

	
	支払利息
×××

(費　用)
	預　　金
×××

(資　産)
	非課税取引
	
	
	

	
	預　　金
×××

(資　産)
	利子負担金
×××

収入(収益)
	課税対象外
	利子負担金
×××

(費　用)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外

	
	預　　金
×××

(資　産)
	受取利息
×××

(収　益)
	非課税売上
	支払利息
×××

(費　用)
	預　　金
×××

(資　産)
	非課税取引

	④　償還中の譲渡

　　売買契約

　　土地代受入

　　高度化借入返済
	組合員預り金
×××

土地未収金
×××

(負　債)

(資　産)
	組合員専用
×××

土地(売買

予約)

(資　産)
	課税対象外
	土　　地
×××

売買予約土地

未払金
	売買予約土地
×××

組合預け金
×××

土地未払金
×××
	課税対象外

課税対象外

	
	預　　金
×××

(資　産)
	土地未収金
×××

(資　産)
	課税対象外
	土地未払金
×××

(資　産)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外

	
	長期借入金
×××

(負　債)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外
	
	
	

	⑤　償還完了時

　　売買契約
	組合員預り金
×××

(負　債)
	組合員
×××

専用土地

(資　産)
	課税対象外
	土　　地
×××

売買予約土地
×××

未払金
	売買予約土地
×××

組合預け金
×××
	課税対象外


　※③において売買契約の場合もある。

　(2) 組合員用施設の建物
	
	組　　　　　　　　合
	組合の消費税
	組　　　　合　　　　員
	組合員の消費税

	
	借　　　方
	貸　　　方
	
	借　　　方
	貸　　　方
	

	①　自己資金積立

　　積立金受入
	預　　金
×××

(資　産)
	組合員預り金
×××

(負　債)
	課税対象外
	組合預け金
×××

(資　産)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外

	②　施設建設

　　建設費支払

　　高度化借入

　　利子支払

　　利子徴収

　　売買予約前

　　施設引渡し


	建設仮勘定
×××

(資　産)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外
	
	
	

	
	預　　金
×××

(資　産)
	長期借入金
×××

(負　債)
	課税対象外
	
	
	

	
	支払利息
×××

(費　用)
	預　　金
×××

(資　産)
	非課税取引
	
	
	

	
	預　　金
×××

(資　産)
	利子負担金
×××

収入(収益)
	課税対象外
	利子負担金
×××

(費　用)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外

	
	建　　物
×××

建物付属設備
×××

構築物
×××
	建設仮勘定
×××
	課税仕入
	建　　物
×××

建物付属設備
×××

構築物
×××

(資　産)

(　〃　)

(　〃　)
	組合預け金
×××

施設未払金
×××

(資　産~

(負　債)
	課税仕入

	
	組合員預り金
×××

施設未収金
×××
	建　　物
×××

建物付属設備
×××

構築物
×××
	課税売上
	
	
	

	③　償還中

　　償還金受入

　　高度化借入返済

　　利子支払

　　利子徴収

　　売買予約後

　　利子徴収

　　売買予約後利子明示
	預　　金
×××

(資　産)
	施設未収金
×××

(資　産)
	課税対象外
	施設未払金
×××

(負　債)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外

	
	長期借入金
×××

(負　債)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外
	
	
	

	
	支払利息
×××

(費　用)
	預　　金
×××

(資　産)
	非課税取引
	
	
	

	
	預　　金
×××

(資　産)
	利子負担金
×××

収入(収益)
	課税対象外
	利子負担金
×××

(費　用)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外

	
	預　　金
×××

(資　産)
	受取利息
×××

(収　益)
	非課税売上
	支払利息
×××

(費　用)
	預　　金
×××

(資　産)
	非課税取引

	④　償還完了時
	仕訳なし
	
	
	仕訳なし
	
	

	⑤　決算時償却
	仕訳なし
	
	
	減価償却費
×××

(費　用)

建物付属設備・構築物も同じ
	建　　物
×××

(資　産)
	課税対象外


　※②において売買契約の場合もある。
　(3) 共同施設の土地
	
	組　　　　　　　　合
	組合の消費税
	組　　　　合　　　　員
	組合員の消費税

	
	借　　　方
	貸　　　方
	
	借　　　方
	貸　　　方
	

	①　自己資本積立

　　増資受入
	預　　金
×××

(資　産)
	出 資 金
×××

(資　産)
	課税対象外
	組合出資金
×××

(資　産)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外

	②　土地取得・造成
　　土地代支払

　　造成費支払

　　登記料・税金支払

　　税金徴収

　　高度化借入
	土　　地
×××

(資　産)
	預　　金
×××

(資　産)
	非課税取引
	
	
	

	
	土　　地
×××

(資　産)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税仕入
	
	
	

	
	租税公課
×××

(費　用)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外
	
	
	

	
	預　　金
×××

(資　産)
	租税公課
×××

負担金収入

(収　益)
	課税対象外
	租税公課
×××

負 担 金

(費　用)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外

	
	預　　金
×××

(資　産)
	長期借入金
×××

(負　債)
	課税対象外
	
	
	

	③　償却中

　　償還金受入

　　高度化借入返済

　　利子支払

　　組合会館等の場合

　　利子徴収
	預　　金
×××

(資　産)
	出 資 金
×××

(資　本)
	課税対象外
	組合出資金
×××

(資　産)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外

	
	長期借入金
×××

(負　債)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外
	
	
	

	
	支払利息
×××

(費　用)
	預　　金
×××

(資　産)
	非課税取引
	
	
	

	
	預　　金
×××

(資　産)
	利子負担金
×××

収入(収益)
	課税対象外
	利子負担金
×××

(費　用)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外

	　　共同店舗等の場合
	預　　金
×××

(資　産)
	特別賦課金
×××

又は店舗

利用料収入

(収　益)
	課税売上
	特別賦課金
×××

又は店舗

利 用 料

(費　用)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税仕入


　(4) 共同施設の建物、アーケード、街路灯
	
	組　　　　　　　　合
	組合の消費税
	組　　　　合　　　　員
	組合員の消費税

	
	借　　　方
	貸　　　方
	
	借　　　方
	貸　　　方
	

	①　自己資金積立

　　積立金受入
	預　　金
×××

(資　産)
	組合員預り金
×××

(負　債)
	課税対象外
	組合預け金
×××

(資　産)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外

	②　施設建設

　　建設費支払

　　高度化借入

　　施設引渡し
	建設仮勘定
×××

(資　産)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外
	
	
	

	
	預　　金
×××

(資　産)
	長期借入金
×××

(負　債)
	課税対象外
	
	
	

	
	建　　物
×××

建設付属設備
×××

構 築 物
×××

(資　産)
	建設仮勘定
×××

(資　産)
	課税仕入
	
	
	

	③　償還中

　　組合会館等の場合

　　償還金受入

　　高度化借入返済

　　利子支払

　　組合会館等の場合

　　利子徴収
	預　　金
×××

(資　産)


	償還負担金
×××

収入

(収　益)
	課税対象外
	償還負担金
×××

(繰延資産又は費用)
	預　　金
×××

(資　産)


	課税対象外

	
	長期借入金
×××

(負　債)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外
	
	
	

	
	支払利息
×××

(費　用）
	預　　金
×××

(資　産)
	非課税取引
	
	
	

	
	預　　金
×××

(資　産)
	利子負担金
×××

収入(収益)
	課税対象外
	利子負担金
×××

(費　用)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外

	④　決算時

　　償　却
	減価償却費
×××

(費　用)

建物付属設備・構築物も同じ
	建　　物
×××

(資　産)
	課税対象外
	繰延資産償却
×××

(費　用)
	償還負担金
×××

(繰延資産)
	課税対象外

	　　共同店舗等の場合
	預　　金
×××

(資　産)
	特別賦課金
×××

又は店舗

利用料収入

(収　益)
	課税売上
	特別賦課金
×××

又は店舗

利用料

(費　用)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税仕入


　(5) 公共団体へ寄贈する道路舗装、街具、街路樹、植込、噴水、池
	
	組　　　　　　　　合
	組合の消費税
	組　　　　合　　　　員
	組合員の消費税

	
	借　　　方
	貸　　　方
	
	借　　　方
	貸　　　方
	

	①　自己資金積立

　　積立金受入
	預　　金
×××

(資　産)
	組合員預り金
×××

(負　債)
	課税対象外
	組合預け金
×××

(資　産)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外

	②　施設建設

　　建設費支払

　　高度化借入

　　施設引渡し
	建設仮勘定
×××

(資　産)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外
	
	
	

	
	預　　金
×××

(資　産)
	長期借入金
×××

(負　債)
	課税対象外
	
	
	

	
	構 築 物
×××

(資　産)
	建設仮勘定
×××

(資　産)
	課税仕入
	
	
	

	③　公共団体へ寄贈

　　寄贈時
	公共負担金
×××

(繰延資産)
	構 築 物
×××

(資　産)
	課税対象外
	
	
	

	④　償還中

　　償還金受入

　　高度化借入返済

　　利子支払

　　利子徴収
	預　　金
×××

(資　産)
	償還負担金
×××

収入(収益)
	課税対象外
	償還負担金
×××

(繰延資産又は費用)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外

	
	長期借入金
×××

(負　債)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外
	
	
	

	
	支払利息
×××

(費　用)
	預　　金
×××

(資　産)
	非課税取引
	
	
	

	
	預　　金
×××

(資　産)
	利子負担金
×××

収入(収益)
	課税対象外
	利子負担金
×××

(費　用)
	預　　金
×××

(資　産)
	課税対象外

	⑤　決算時

　　償　却
	繰延資産償却
×××

(費　用)
	公共負担金
×××

(繰延資産)
	課税対象外
	繰延資産償却
×××

(費　用)
	償還負担金
×××

(繰延資産)
	課税対象外


４－７　中小企業総合事業団の取扱い

　　平成元年５月９日、中小企業事業団融資部長（当時）より「高度化事業における消費税の取扱いについて」下記の文書が発せられている。

	　消費税導入に伴う高度化事業に係る消費税の取扱いについては、下記のとおりとする。

記

　高度化事業に係る資金の貸付けに関し、都道府県の貸付けの相手方が貸付対象施設を取得し、造成し、又は設置するのに必要な資金の中に、消費税を含めることができるものとする。

　また、この場合、当該消費税の額（又は相当額）については、固定資産の取得価額に算入することを必要としないものとする。


５．簡易課税制度の概要

５－１　基準期間の課税売上高

　　その課税期間の基準期間における課税売上高が5,000万円以下の課税組合については、課税組合の選択により、その課税期間の課税標準額に対する消費税額から売上に係る対価の返還等に係る消費税額の合計額を控除した残額に、事業者の営む事業の種類の区分に応じ、それぞれ次に掲げるみなし仕入率を乗じて計算した金額を仕入に係る消費税額として控除する簡易課税制度を行うことができる。

　　　　第１種事業 (卸売業)
90％
　　　　第２種事業 (小売業)
80％

　　　　第３種事業 (製造業等)
70％

　　　　第４種事業 (その他の事業)
60％

　　　　第５種事業 (不動産業、運輸通信業、サービス業 
　　　　　　　　　　　(飲食店業に該当する事業を除く。）)
50％






５－２　簡易課税における事業区分の例示
	事 業 形 態
	事　　　業　　　の　　　内　　　容
	事業

区分

	共同購買

共同販売
	イ．仕入商品の販売（販売数量×販売単価）

　(ａ)　販売先が組合員の場合

　(ｂ)　販売先が事業者の場合

　(ｃ)　販売先が消費者の場合

ロ．仕入斡旋、販売斡旋、受託買付、受託販売

　　　（取扱数量×手数料単価）（取扱金額×手数料率）

ハ．支払代行（取扱金額×手数料率）
	１

１

２

４

５

	共同受注
	イ．建設請負（完成工事高）

　(ａ)　原材料を自己で手当した場合

　(ｂ)　原材料の支給を受けた場合

　(ｃ)　施工担当組合員に区分発注した場合

ロ．受注斡旋（受注金額×手数料率）
	３

４

３

５

	共同生産

共同加工
	イ．自己の商品の製造販売（取扱数量×販売単価）

ロ．作業くずの売却

ハ．原材料等の支給を受けて行う組立て加工等

　　　（取扱数量×加工単価）
ニ．自己で原材料等を手当てして下請け製造させた場合

　　　（取扱数量×販売単価）
ホ．組合員の原料、材料、製品等に加工をする場合

　　　（加工数量×加工単価）
	３

３

４

３

４

	共同運送

共同検査

共同保管

共同施設利用
	イ．受取運送料（取扱数量×運送単価）

ロ．受取検査料（取扱数量×検査単価）

ハ．受取保管料（取扱数量×保管単価）

ニ．受取施設利用料（利用数量×利用単価）
	５

５

５

５

	共同試験研究

共同広告宣伝

事務代行
	イ．受取試験研究（分析）手数料（取扱数量×手数料単価）

ロ．広告宣伝収入（広告、宣伝料金）

ハ．受取事務代行手数料（取扱数量×手数料単価）
	５

５

５

	共同金融

共済事業
	イ．受取貸付手数料（貸付件数×手数料単価）

ロ．受取事務手数料（集金件数×手数料単価）

ハ．受取代理店手数料（取扱件数×手数料単価）
	４

４

４

	共同受電事業
	イ．電力供給kw×電力料単価 　電圧を下げて組合員に供給
	１

	商品券発行

サービス券発行
	イ．商品券受託販売手数料

ロ．商品券決済受取手数料
	５

５

	商店街事業
	ハ．サービス券又は福引券売上高　発行主体の場合

ニ．　　　　　　〃　　　　　　　仕入売上の場合
ホ．サービス券又は福引券取扱手数料

ヘ．広告宣伝収入
	５

１
５

５

	賦課金等収入
	イ．教育情報事業賦課金収入

　(ａ)　機関誌等の購読料

　(ｂ)　講習会の受講料

　(ｃ)　情報の提供料

ロ．機関紙の広告料

ハ．特別賦課金収入

　(ａ)　共同店舗の施設維持・管理

ニ．講習会の参加料収入

ホ．負担金収入

　(ａ)　共同店舗の施設維持・管理

　(ｂ)　共同研究の成果の配分との間に明白な対価性がある
	３

５

５

５

５

５

５

５

	事業外収益
	イ．対価契約のある協賛金収入

　　　(協力会費、賛助金、協賛金等)

ロ．加入手数料収入

　(ａ)　出資受入事務の手数料又は(ａ)(ｂ)を区分しないとき

　(ｂ)　組合員章等を組合員へ販売

ハ．雑収入

　(ａ)　名簿等を事業者へ売却

　(ｂ)　不用品の売却

ニ．不動産賃貸（員外者への賃貸）
	５

５

３

３

４

５

	固定資産売却
	イ．組合使用固定資産の売却
	４


５－３　みなし課税仕入の計算例
	
	第１種事業
	第３種事業
	第４種事業
	第５種事業

	課税資産の譲渡等に係る売上高（税抜）

　　　　　〃　　　　消費税額等
	10,000

500
	2,500

125
	100

5
	4,000

200

	売上に係る対価の返還等に係る戻し高（税抜）

　　　　　〃　　　　消費税額等
	500

25
	200

10
	
	400

20

	差引課税売上高
　　　　　〃
消費税額等
	9,500

475
	2,300

115
	100

5
	3,600

180


〈控除することができる課税仕入等の税額の計算〉
　　①　原　則

　　　　　475×90％＋115×70％＋5×60％＋180×50％＝601

　　②　特例計算

　　　　第１種事業と第３種事業の課税売上高で全体の75.3％であるから、

　　　　　475×90％＋300×70％＝637.5

　　　　みなし仕入率は、差引課税売上高で計算し、２種類の課税売上高の合計額が75％以上の場合
　２種類のうちみなし仕入率の高い事業　→　その事業の仕入率90％

　その他の事業　→　一括して２種類のうち低い方の仕入率70％

　　③　特例計算

　第１種事業と第５種事業の課税売上高で全体の84％であるから、

　　　　　　475×90％＋300×50％＝577.5

　この計算例の場合、②の特例計算が、課税仕入等の税額を一番多く控除できる。

Ⅵ．申告書、付表の作成

	モデル（Ⅰ）
	本則課税で課税売上割合が95％未満の場合


　　※　作成モデルの金額末尾の付⑤・申①等の表示は付表及び消費税申告書の該当番号を示している。

１．前　提

　(1) 当組合は組合員のため業務用資材の共同仕入を中心に事業を行っているが、当組合の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの課税期間（事業年度）における下記資料をもとに、納付すべき消費税額の計算並びに消費税申告書及び付表を作成する。

　(2) 64頁～66頁の例題の数字をモデルとして計算する。

　(3) 基準期間の課税売上高は69,630,905円とする。

　(4) 当組合は簡易課税を選択し適正に届出をしているものとする。

２．当期における消費税申告チェック

　(1) 当組合は１－(4)により簡易課税制度を選択しているが、基準期間の課税売上高が１－(3)により５千万円を超えているため、当期分については簡易課税は適用できず本則課税が適用される。

　(2) 課税売上高と非課税売上高の合計額（課税資産の譲渡等の額）に占める課税売上高の割合が95％未満（３－(3)参照）であるため、課税・非課税に共通して要する課税仕入の控除については、個別対応方式か一括比例配分方式により計算することとなる。
（本例においては両方の方式により計算し、組合に有利な方法を選択する。）

３．納付消費税額の計算【計算パターン】
　　〈消費税（国）の計算〉
　(1) 課税標準額の計算

　　　　77,740,000円×100／105＝74,038,095円　　付①④⑤申⑮

　　　　1,000円未満切捨　→　74,038,000円　　申①

　(2) 課税標準に対する消費税額

　　　　74,038,000円×4／100＝2,961,520円　　申②

　(3) 課税売上割合の計算

　　　①　課税売上割合＝
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　　　　　(注)本事例の非課税売上高は受取貸付利息と事業外受取利息の合計6,855,512円
　(4) 控除対象仕入税額の計算
　　①　課税仕入に係る消費税額

　　　イ．支払対価の額（税込み）

　　　　　　75,470,000円＋474,990円＋24,000円＝75,968,990円　　付⑧

　　　ロ．同上に係る消費税額

　　　　　　75,968,990円×4／105＝※2,894,056円　　付⑨⑫

　　　　　※課税売上割合が95％以上であれば、この税額の全部が控除対象の仕入税額となる。
　　②　個別対応方式

　　　イ．課税売上にのみ要する課税仕入等の税額

　　　　　　75,470,000円×4／105＝2,875,047円　　付⑭

　　　ロ．課税売上と非課税売上に共通して要する課税仕入等の税額

　　　　　　474,990×4／105＝18,094円　　付⑮

　　　ハ．課税仕入等に係る消費税額

　　　　　　2,875,047円＋18,094円×
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　　③　一括比例配分方式

　　　イ．課税仕入等に係る消費税額

　　　　　　2,894,056円×
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　　④　判定　　②＞③　　※②個別対応方式が有利


　2,891,607円（控除仕入税額）　　付⑳申④⑦

　(5) 差引消費税額の計算（ (2)－(4) ）

　　　　　　2,961,520円－2,891,607円＝69,913円

　　　　　　100円未満切捨　→　69,900円　　申⑨

　(6) 中間納付税額　　　　　0円　　申⑩

　(7) 納付すべき消費税額（ (5)－(6) ）

　　　　　　69,900－0＝69,900円　　申⑪

　　〈地方消費税の計算〉
　(8) 地方消費税の課税標準額（ (5)の金額）

　　　　　　69,900円　　申⑱

　(9) 地方消費税の納付額（ (8)×25％）

　　　　　　69,900円×25％＝17,475円

　　　　　　100円未満切捨　→　17,400円　　申⑳

　(10) 中間納付税額　　　　　0円　　申 eq \o\ac(○,21)
　(11) 納付すべき地方消費税額（ (9)－(10) ）

　　　　　　17,400円－0＝17,400円　　申 eq \o\ac(○,22)
　　〈消費税及び地方消費税の合計納付税額〉
　　　　　　69,900円＋17,400円＝ 87,300円　　申 eq \o\ac(○,26)
 
 
	モデル（Ⅱ）
	初めて消費税の課税事業者になる場合


１．前　提

　(1) 当組合は組合員のため業務用資材の共同仕入を中心に事業を行っているが、当組合の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの課税期間（事業年度）における下記資料をもとに、納付すべき消費税額の計算並びに消費税申告書及び付表を作成する。

　(2) 基準期間の課税売上高は21,065,500円とする。

　(3) 当組合は簡易課税は選択していない。

　(4) 当期の課税売上、非課税売上、課税対象外の区分は次のとおりである。

　　　なお、消費税は税込経理を行っている。

　〈課税売上等〉
	
	総　 額
	課税売上
	非課税売上
	課税対象外

	Ⅰ．共同購買事業収益

　　　組合員売上高

Ⅱ．賦課金等収入

　(1) 一般賦課金収入

　(2) 教育情報賦課金収入

　(3) 参加負担金収入

Ⅲ．事業外収益

　(1) 事業外受取利息(注)

　(2) 受取配当金

　(3) 雑収入
	20,790,000

1,600,000

315,000

300,000

1,600

2,400

25,000
	20,790,000

315,000

300,000


	1,600


	1,600,000

2,400

25,000

	合　　　計
	23,034,000
	21,405,000
	1,600
	1,627,400


　　　(注)受取利息は手取額で計上している。

〈課税仕入等〉
	
	総　 額
	課　　税　　仕　　入
	課税仕入

以　　外

	
	
	課税売上対応
	非課税売上対応
	共通
	

	Ⅰ．共同購買事業費

　１．売上原価

　　(1) 期首商品棚卸高

　　(2) 当期商品仕入高

　　(3) 期末商品棚卸高

Ⅱ．教育情報事業費

　　　講習会費

Ⅲ．福利厚生事業費

　１．懇親会費

　２．慶弔費
	460,000

18,700,000

△360,000

618,000

415,000

30,000
	460,000

18,700,000

618,000


	
	415,000


	△360,000

30,000

	小　　　計
	19,863,000
	19,778,000
	0
	415,000
	△330,000

	Ⅳ．一般管理費

　１．職員給与手当

　２．法定福利費

　３．旅費交通費

　４．通信費

　５．事務用品費

　６．会議費

　７．交際費

　８．賃借料

　９．租税公課


10．減価償却費


11．保険料


12．雑　費
	1,460,000

239,000

55,000

167,000

94,500

87,100

40,500

60,000

20,000

29,000

103,000

15,900
	
	
	55,000

167,000

94,500

87,100

30,500

60,000

15,900
	1,460,000

239,000

10,000

20,000

29,000

103,000



	小　　　計
	2,371,000
	0
	0
	510,000
	1,861,000

	合　　　計
	22,234,000
	19,778,000
	0
	925,000
	1,531,000


２．当期における消費税申告チェック

　(1) 基準期間の課税売上高が１－(2)により１千万円を超えているため当課税期間においては、消費税の納税義務がある。

　(2) １－(3)により簡易課税は選択できないので、本則課税が適用される。

　(3) 期首商品たな卸高460,000円は、その全額が免税事業者であった期間中に仕入れたものであり、控除対象となる課税仕入に該当する。

　(4) 課税売上の割合が95％以上であるため、課税・非課税に共通して要する課税仕入についても、その全額が控除できる。

３．納付消費税額の計算【計算パターン】
　　〈消費税（国）の計算〉
　(1) 課税標準額の計算

　　　　21,405,000×100／105＝20,385,714円　　付①④⑤申⑮

　　　　　1,000未満切捨　→　20,385,000円　　申①

　(2) 課税標準に対する消費税額

　　　　20,385,000×4／100＝815,400円　　申②

　(3) 課税売上割合の計算

　　　　課税売上割合＝
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　　　　(注)　受取利息　1,600円÷0.8＝2,000円（源泉所得税控除前の金額）

　(4) 控除対象仕入税額の計算

　　イ．支払対価の額（税込）

　　　　19,778,000円＋925,000円＝20,703,000円　　付⑧

　　ロ．同上に係る消費税額

　　　　20,703,000円×4／105＝788,685円　　付⑨⑫⑬⑳申④⑦

　(5) 差引消費税額の計算（ (2)－(4) ）

　　　　815,400円－788,685円＝26,715円

　　　　　100円未満切捨　→　26,700円　　申⑨

　(6) 中間納付税額　　　0円　　申⑩

　(7) 納付すべき消費税額（ (5)－(6) ）

　　　　26,700円－0＝26,700円　　申⑪

　　〈地方消費税の計算〉
　(8) 地方消費税の課税標準額（ (5)の金額 ）

　　　　26,700円　　申⑱

　(9) 地方消費税の納付税額（ (8)×25％ ）

　　　　26,700円×25％＝6,675円

　　　　　100円未満の端数切捨　→　6,600円　　申⑳

　(10) 中間納付税額　　　　　0円　　申 eq \o\ac(○,21)
　(11) 納付すべき地方消費税額（ (9)－(10) ）

　　　　6,600円－0円＝6,600円　　申 eq \o\ac(○,22)
　　〈消費税及び地方消費税の合計納付税額〉
　　　　26,700円＋6,600円＝  33,300円　　申 eq \o\ac(○,26)
 
 
	モデル（Ⅲ）
	モデル（Ⅱ）のケースで消費税が還付になる場合


１．前　提

　(1) モデル（Ⅱ）と全く同様の条件とし、数字も同一であるが、当組合では、期中に什器備品２台1,950,000円を購入している。

２．当期における消費税申告チェック
　(1) モデル（Ⅱ）と同条件であるため、本則課税により消費税の納税義務がある。

　(2) 期中に購入した什器備品については仕入税額控除の対象となる。

　(3) よってモデル（Ⅱ）における課税仕入高を以下のとおり修正する。

　　　　　20,703,000円＋1,950,000円＝22,653,000円

３．納付消費税額の計算【計算パターン】
　　〈消費税（国）の計算〉
　(1) 課税標準額の計算

　　　　20,385,000円（（Ⅱ）と同じ）申①

　(2) 同上に対する消費税額

　　　　815,400円（（Ⅱ）と同じ）　　申②

　(3)　課税売上割合

　　　　99.9％≧95％（（Ⅱ）と同じ）　※全額控除可

　(4) 控除対象仕入税額の計算

　　イ．支払対価の額（税込）

　　　　20,703,000円＋1,950,000円＝22,653,000円　　付⑧

　　ロ．同上に係る消費税額

　　　　22,653,000円×4／105＝862,971円　　付⑨⑫⑬⑳申④⑦

　(5) 控除不足還付税額の計算（ (2)－(4) ）

　　　　815,400円－862,971円＝47,571円（還付額）　　申⑧

　(6) 中間納付税額　　　0円

　(7) 中間納付還付額　　0円

　　〈地方消費税の計算〉
　(8) 地方消費税の課税標準額（ (5)の金額 ）　　申⑰

　　　　47,571円

　(9) 地方消費税の還付額（ (8)×25％ ）

　　　　47,571円×25％＝11,892円　　申⑲

　(10) 中間納付税額　　　　　0円

　(11) 中間納付還付額　　　　0円

　　〈消費税及び地方消費税の合計還付税額〉
　　　　47,571円＋11,892円＝－59,463円　　申 eq \o\ac(○,26)
 
 
 
	モデル（Ⅳ）
	モデル（Ⅱ）のケースで簡易課税を選択している場合


１．前　提

　(1) 当組合は簡易課税制度を選択し、適正に届出を行っているものとする。

　(2) 共同購買事業は、簡易課税制度上の事業区分では第１種事業に該当し、教育情報賦課金収入及び参加負担金収入は第５種事業に該当するものとする。

２．当期における消費税申告チェック
　(1) １－(1)及び下記(2)により当組合は簡易課税が適用される。

　(2) 簡易課税適用の判定

　　　基準期間の課税売上高　　21,065,500円≦50,000,000円

　　　※適用可（基準期間の課税売上高　21,065,500円　　申⑯）

　(3) 当組合は、第１種事業と第５種事業に該当する課税売上高を有するため、みなし仕入率の適用に当っては、原則計算と特例計算のいずれか有利な方法を選択することができる。
３．納付消費税額の計算【計算パターン】
　　〈消費税（国）の計算〉
　(1) 課税標準額の計算

　　　第１種事業
20,790,000円

　　　第５種事業
315,000円＋300,000円＝615,000円

　　　　合　計
21,405,000円×100／105＝20,385,714円　　申⑮

　　　　1,000円未満切捨　 →
20,385,000円　　申①

　(2) 課税標準に対する消費税額

　　　　20,385,000円×4／100＝815,400円　　付①④申②

　(3) 控除対象仕入税額の計算

　　①　課税売上高に係る消費税額

	事 業 区 分
	課税売上高
	売上割合
	消費税額

	事業区分別の合計
	Ｃ　20,385,714円　　付⑥
	
	ｃ．815,428円　　付⑫

	第１種事業
	Ａ　20,790,000円×100／105

＝19,800,000円　　付⑦
	97.1％
	ａ．20,790,000円×4／105

＝792,000円　　付⑬

	第５種事業
	Ｂ　615,000円×100／105

＝585,714円　　付⑪
	2.8％
	ｂ．615,000円×4／105

＝23,428円　　付⑰


　　②　みなし仕入率

　　　イ．原則
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　　　ロ．特例
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　　　ハ．判定　　イ．＜ ロ．　　　　※ロ．特例が有利
　　③　控除仕入税額

　　　　　　733,860円　　付 eq \o\ac(○,30)申④⑦

　(4) 納付税額の計算（ (2)－(3) ）

　　　　　　815,400円－733,860円＝81,540円

　　　　　　100円未満切捨　→　81,500円　　申⑨

　(5) 中間納付税額　　　　　0円　　申⑩

　(6) 納付すべき消費税額（ (4)－(5) ）

　　　　　　81,500円－0円＝81,500円　　申⑪

　　〈地方消費税の計算〉
　(7) 地方消費税の課税標準額（ (4)の金額 ）

　　　　　　81,500円　　申⑱

　(8) 地方消費税の納税額（ (7)×25％ ）

　　　　　　81,500円×25％＝20,375円

　　　　　　100円未満切捨　→　20,300円　　申⑳

　(9) 中間納付税額　　　　　0円　　申 eq \o\ac(○,21)
 (10) 納付すべき地方消費税額（ (8)－(9) ）

　　　　　　20,300円－0円＝20,300円　　申 eq \o\ac(○,22)
　　〈消費税及び地方消費税の合計納付税額〉
　　　　81,500円＋20,300円＝ 101,800円　　申 eq \o\ac(○,26)
 
 
Ⅶ．各種届出書の書き方

１．消費税の主な届出書等の一覧とその記載例

	様　式
	届 出 書 等 の 名 称
	根拠法令
	提出理由

	第１号※１
	消費税課税事業者選択届出書


	法９④
	免税事業者が課税事業者となることを選択する場合

	第２号


	消費税課税事業者選択不適用届出書


	法９⑤


	課税事業者を選択した事業者が免税事業者に戻る場合又は事業を廃止した場合

	第３号※２
	消費税課税事業者届出書

	法57①一
	課税事業者となった場合

	第５号※３

	消費税の納税義務者でなくなった旨の届出書
	法57①二


	課税事業者が免税事業者となった場合(課税事業者を選択している場合を除く。)

	第６号


	事業廃止届出書


	法57①三


	課税事業者が事業を廃止した場合（事業廃止による第2､14､25号様式の不適用届出書を提出している場合を除く。）

	第８号


	合併による法人の消滅届出書


	法57①五


	法人が合併により消滅した場合



	第10－(2)号
	消費税の新設法人に該当する旨の届出書
	法57②


	消費税法第12条の２に規定する新設法人になった場合（課税事業者を選択している場合を除く。）


	第11号
	消費税異動届出書
	法25
	課税事業者の納税地、住所等、名称、代表者等に異動があった場合

	第13号


	消費税課税期間特例選択届出書


	法19①

　三、四
	課税期間を１月又は３月ごとの期間に短縮することを選択する場合

	第14号
	消費税課税期間特例選択不適用届出書


	法19③
	課税期間の短縮を選択した事業者がその適用を受けることをやめる場合又は事業を廃止した場合

	第22号
	消費税課税売上割合に準ずる割合の適用承認申請書
	法30③
	課税売上割合に準ずる割合の承認を受けようとする場合

	第23号


	消費税課税売上割合に準ずる割合の不適用届出書
	法30③


	課税売上割合に準ずる割合により計算することをやめる場合

	第24号※４

	消費税簡易課税制度選択届出書


	法37①


	簡易課税制度の適用を受けることを選択する場合


	第25号※５

	消費税簡易課税制度選択不適用届出書


	法37②
	簡易課税制度を選択した事業者がその適用を受けることをやめる場合又は事業を廃止した場合


　※１　第１号様式　「消費税課税事業者選択届出書」

　　①　当組合は本来、免税事業者に該当しているが、翌期（H17.4.1～H18.3.31）及び翌々期（H18.4.1～H19.3.31）において設備投資等により消費税の支払超過が見込まれるため本届出書を当期の事業年度末日（H17.3.31）までに提出することにより翌期以降、消費税の還付を受けようとするものである。

　　②　本届出書の提出により翌期以降２年間は原則として免税事業者に戻れない。

　※２　第３号様式　「消費税課税事業者届出書」

　　①　当組合は基準期間（H15.4.1～H16.3.31）の課税売上高が12,345,607円となり消費税の免税点である１千万円を超えたため、その旨速やかに届出るものである。

　　②　簡易課税を選択する場合には併せて様式24号（後掲）を提出すること。

　※３　第５号様式　「消費税の納税義務者でなくなった旨の届出書」

　　①　当組合は、直前期（H15.4.1～H16.3.31）の課税売上高が１千万円以下となり免税事業者に該当することとなったため、その旨速やかに届け出るものである。

　　②　簡易課税を選択していた場合には、第25号様式（後掲）を併せて提出するかどうかよく検討すること。
	提出期限等
	備　　　　　　考
	記載例

	提出日の翌課税期間(新規開業の場合はその課税期間)から適用されます。
	原則として、２年間は免税事業者に戻ることはできません。
	110頁

	提出日の翌課税期間から適用されなくなります。

	
	

	速やかに


	
	111頁

	速やかに


	
	112頁

	速やかに


	
	

	速やかに


	合併法人が被合併法人の納税地の所轄税務署に提出します。
	

	速やかに


	法人税法第148条に規定する法人設立届出書において新設法人に該当する旨を記載して提出している場合は不要
	

	遅滞なく


	納税地の異動の場合には異動前、異動後の所轄税務署に提出します。
	

	提出日の翌課税期間(１月又は３月ごとに区分した期間)から適用されます。
	原則として、２年間は継続しなければなりません。
	

	提出日の翌課税期間(１月又は３月ごとに区分した期間)から適用されなくなります。
	「消費税課税期間特例選択届出書」を提出してから２年間は、提出することはできません。
	

	承認日の属する課税期間から適用されます。

	
	

	提出日の属する課税期間から適用されなくなります。

	
	

	提出日の翌課税期間(新規開業の場合はその課税期間)から適用されます。

	基準期間の課税売上高が５千万円以下の課税期間に適用されます。
原則として、２年間は継続適用しなければなりません。
	113頁

	提出日の翌課税期間から適用されなくなります。

	
	114頁


　※４　第24号様式　「消費税簡易課税制度選択届出書」
　　①　当組合では翌期（H17.4.1～H18.3.31）から簡易課税を選択したいので、本届出書を当期の事業年度末日（H17.3.31）までに提出するものである。（注）

　　②　簡易課税を選択すると原則として２年間は継続適用となる。

　　　　(注)　平成16年４月１日以後最初に開始する課税期間において新たに課税事業者となる事業者が、「簡易課税制度選択届出書」を当該最初に開始する課税期間中にその納税地の所轄税務署長に提出した場合において、その届出書にその課税期間から適用を受ける旨を記載したときは、その課税期間の初日の前日にその届出書を提出したものとみなされる。

　※５　第25号様式　「消費税簡易課税制度選択不適用届出書」
　　①　当組合は、簡易課税を選択しているが、翌期（H17.4.1～H18.3.31）から簡易課税の適用をやめたいので本届出書を当期の事業年度末日（H17. 3.31）までに提出するものである。

 
 
 
 
２．基準期間の課税売上高による納税義務の判定事例

　(1) 前　提

　　①　事業年度は毎年４月１日から翌年３月31日までの１年である。

　　②　Ｂ年度において簡易課税制度選択届出書を提出しているものとする。

　　③　Ｃ年度は平成16年４月１日～平成17年３月31日の事業年度とする。

　　④　当組合はＡ・Ｂ年度とも消費税の免税事業者である。
　(2) 各事業年度における課税売上高は次のとおりである。（単位：円）
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ
	Ｅ
	Ｆ

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	21,065,890

（税込）
	9,876,765

（税込）
	50,900,100

（税抜）
	21,705,437

（税込）
	36,750,812

（税抜）
	39,800,605

（税抜）


　(3) Ｃ年度からの消費税の納税義務について判定する。

　　①　Ｃ年度の基準期間はＡ年度、その期間の課税売上高は21,065,890円（税込）で１千万円を超えているため、Ｃ年度は消費税の納税義務がある。なお、Ａ年度の課税売上高が５千万円以下のためＣ年度は簡易課税が適用される。

　　②　Ｄ年度の基準期間はＢ年度、その期間の課税売上高は9,876,765円（税込）で１千万円以下のため、Ｄ年度は消費税の納税義務はない。

　　③　Ｅ年度の基準期間はＣ年度、その期間の課税売上高は50,900,100円（税抜）で１千万円を超えているため、Ｅ年度は消費税の納税義務がある。なお、Ｃ年度の課税売上高が５千万円を超えているためＥ年度は簡易課税は適用できず、本則課税によらなければならない。

　　④　Ｆ年度の基準期間はＤ年度、その期間の課税売上高は21,705,437円（税込）で１千万円を超えているため、Ｆ年度は消費税の納税義務がある。なお、Ｄ年度の課税売上高が５千万円以下のためＦ年度は簡易課税が適用される。

Ⅷ．関 連 通 達
１．法人税法基本通達
(棚卸資産の販売による収益の帰属の時期)

２－１－１　棚卸資産の販売による収益の額は、その引渡しがあった日の属する事業年度の益金の額に算入する。
（利益の配当等の帰属時期の特例）
２－１－28　法人が他の法人から受ける利益の配当等の額でその支払のために通常要する期間内に支払を受けるものにつき継続してその支払を受けた日の属する事業年度の収益としている場合には、２－１－27にかかわらず、これを認める。

（昭55年直法２－８「六」により追加）
（商品引換券等の発行に係る収益の帰属の時期）
２－１－39　法人が商品の引渡し又は役務の提供（以下２－１－39において「商品の引渡し等」という。）を約した証券等（以下２－１－39において「商品引換券等」という。）を発行するとともにその対価を受領した場合における当該対価の額は、その商品引換券等を発行した日の属する事業年度の益金の額に算入する。ただし、法人が、商品引換券等（その発行に係る事業年度ごとに区分して管理するものに限る。）の発行に係る対価の額をその商品の引渡し等（商品引換券等に係る商品の引渡し等を他の者が行うこととなっている場合における当該商品引換券等と引換えにする金銭の支払を含む。以下２－１－39において同じ。）に応じてその商品の引渡し等のあった日の属する事業年度の収益に計上し、その発行に係る事業年度（適格合併、適格分割、適格現物出資又は適格事後設立（以下この章において「適格組織再編成」という。）により当該商品引換券等に係る契約の移転を受けたものである場合にあっては、当該移転をした法人の発行に係る事業年度）終了の日の翌日から３年を経過した日（同日前に有効期限が到来するものについては、その有効期限の翌日とする。）の属する事業年度終了の時において商品の引渡し等を了していない商品引換券等に係る対価の額を当該事業年度の収益に計上することにつきあらかじめ所轄税務署長（国税局の調査課所管法人にあっては、所轄国税局長）の確認を受けるとともに、その確認を受けたところにより継続して収益計上を行っている場合には、この限りでない。（昭55年直法２－８「六」により追加、平12年課法２－７「二」、平14年課法２－１「七」により改正）
（協同組合等の特別の賦課金）
14－２－９　協同組合等が、組合員に対し教育事業又は指導事業の経費の支出に充てるために賦課金を賦課した場合において、その賦課の目的となった事業の全部又は一部が翌事業年度に繰り越されたため当該賦課金につき剰余が生じたときにおいても、その剰余の額の全部又は一部をその目的に従って翌事業年度中に支出することが確実であるため、その支出することが確実であると認められる部分の金額を当該事業年度において仮受金等として経理したときは、これを認める。（昭55年直法２－15「三十四」により改正）
２．消費税法基本通達（共同事業等関連）
（出資の金額の範囲）
１－５－16　法第12条の２《基準期間がない法人の納税義務の免除の特例》に規定する「出資の金額」には、営利法人である合名会社、合資会社に係る出資の金額に限らず、民法第34条《公益法人の設立》に規定する公益法人で出資を受け入れることとしている場合の当該法人に係る出資の金額、農業協同組合及び漁業協同組合等の協同組合に係る出資の金額、特別の法律により設立された法人で出資を受け入れることとしている当該法人に係る出資の金額、地方公営企業法第18条《設立》に規定する地方公共団体が経営する企業に係る出資の金額及びその他の法人で出資を受け入れることとしている場合の当該法人に係る出資の金額が該当するのであるから留意する。（平10課消２－９により追加）
（新設法人の３年目以後の取扱い）
１－５－18　法第12条の２《基準期間がない法人の納税義務の免除の特例》の規定は、基準期間がない法人について適用されるのであるから、資本又は出資の金額が1,000万円以上である法人であっても、基準期間ができた以後の課税期間における納税義務の有無の判定は、法第９条第１項《小規模事業者に係る納税義務の免除》の規定によることとなるのであるから留意する。（平10課消２－９により追加、平13課消１－５により改正）
(注)　当該法人が、合併又は分割等により設立された法人である場合には、基準期間ができた以後の課税期間における納税義務の有無の判定は、法第９条第１項の規定によるほか法第11条《合併があった場合の納税義務の免除の特例》又は第12条《分割等があった場合の納税義務の免除の特例》の規定によることとなるのであるから留意する。
（委託販売等の場合の納税義務者の判定）
４－１－３　資産の譲渡等が委託販売の方法その他業務代行契約に基づいて行われるのであるかどうかの判定は、当該委託者等と受託者等との間の契約の内容、価格の決定経緯、当該資産の譲渡に係る代金の最終的な帰属者がだれであるか等を総合判断して行う。
（対価を得て行われるの意義）
５－１－２　法第２条第１項第８号《資産の譲渡等の意義》に規定する「対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供」とは、資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供に対して反対給付を受けることをいうから、無償による資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供は、資産の譲渡等に該当しないことに留意する。
(注)　個人事業者が棚卸資産若しくは棚卸資産以外の資産で事業の用に供していたものを家事のために消費し、若しくは使用した場合における当該消費若しくは使用又は法人が資産をその役員に対して贈与した場合における当該贈与は、法第４条第４項《資産のみなし譲渡》の規定により、事業として対価を得て行われた資産の譲渡とみなされることに留意する。
（会報、機関紙（誌）の発行）
５－２－３　同業者団体、組合等が対価を得て行う会報又は機関紙（誌）（以下５－２－３において「会報等」という。）の発行（会報等の発行の対価が会費又は組合費等の名目で徴収されていると認められる場合の当該会報等の発行を含む。）は、資産の譲渡等に該当するのであるが、会報等が同業者団体、組合等の通常の業務運営の一環として発行され、その構成員に配布される場合には、当該会報等の発行費用がその構成員からの会費、組合費等によって賄われているときであっても、その構成員に対する当該会報等の配布は、資産の譲渡等に該当しない。
(注)　同業者団体、組合等が、その構成員から会費、組合費等を受け、その構成員に会報等を配布した場合に、当該会報等が書店等において販売されているときであっても、当該会報等が当該同業者団体、組合等の業務運営の一環として発行されるものであるときは、その構成員に対する配布は、資産の譲渡等に該当しないものとして取り扱う。
（保険金、共済金等）
５－２－４　保険金又は共済金（これらに準ずるものを含む。）は、保険事故の発生に伴い受けるものであるから、資産の譲渡等の対価に該当しないことに留意する。
（利益の配当等）
５－２－８　利益の配当（商法第293条の５第１項《中間配当》に規定する金銭の分配を含む。）又は剰余金の分配（出資に係るものに限る。以下５－２－８において同じ。）は、株主又は出資者たる地位 に基づき、出資に対する配当又は分配として受けるものであるから、資産の譲渡等の対価に該当しないことに留意する。
(注)　事業者が、法法第61条第１項第１号《協同組合等の事業分量 配当の損金算入》に掲げる事業分量配当（当該事業者が協同組合等から行った課税仕入れに係るものに限る。）を受けた場合には、法第32条《仕入れに係る対価の返還等を受けた場合の消費税額の控除の特例》の規定が適用されることになる 
（寄附金、祝金、見舞金等）
５－２－14　寄附金、祝金、見舞金等は原則として資産の譲渡等に係る対価に該当しないのであるが、例えば、資産の譲渡等を行った事業者がその譲渡等に係る対価を受領するとともに別途寄附金等の名目で金銭を受領している場合において、当該寄附金等として受領した金銭が実質的に当該資産の譲渡等の対価を構成すべきものと認められるときは、その受領した金銭はその資産の譲渡等の対価に該当する。
（補助金、奨励金、助成金等）
５－２－15　事業者が国又は地方公共団体等から受ける奨励金若しくは助成金等又は補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第２条第１項《定義》に掲げる補助金等のように、特定の政策目的の実現を図るための給付金は、資産の譲渡等の対価に該当しないことに留意する。
(注)　雇用保険法の規定による雇用調整助成金、雇用対策法の規定による職業転換給付金又は障害者の雇用の促進等に関する法律の規定による身体障害者等能力開発助成金のように、その給付原因となる休業手当、賃金、職業訓練費等の経費の支出に当たり、あらかじめこれらの雇用調整助成金等による補てんを前提として所定の手続をとり、その手続のもとにこれらの経費の支出がされることになるものであっても、これらの雇用調整助成金等は、資産の譲渡等の対価に該当しない。
（福利厚生施設の利用）
５－４－４　事業者が、その有する宿舎、宿泊所、集会所、体育館、食堂その他の施設を、対価を得て役員又は使用人等に利用させる行為は、資産の譲渡等に該当することに留意する。
（会費、組合費等）
５－５－３　同業者団体、組合等がその構成員から受ける会費、組合費等については、当該同業者団体、組合等がその構成員に対して行う役務の提供等との間に明白な対価関係があるかどうかによって資産の譲渡等の対価であるかどうかを判定するのであるが、その判定が困難なものについて、継続して、同業者団体、組合等が資産の譲渡等の対価に該当しないものとし、かつ、その会費等を支払う事業者側がその支払を課税仕入れに該当しないこととしている場合には、これを認める。
(注)　１　同業者団体、組合等がその団体としての通常の業務運営のために経常的に要する費用をその構成員に分担させ、その団体の存立を図るというようないわゆる通常会費については、資産の譲渡等の対価に該当しないものとして取り扱って差し支えない。
２　名目が会費等とされている場合であっても、それが実質的に出版物の購読料、映画・演劇等の入場料、職員研修の受講料又は施設の利用料等と認められるときは、その会費等は、資産の譲渡等の対価に該当する。
３　資産の譲渡等の対価に該当するかどうかの判定が困難な会費、組合費等について、この通達を適用して資産の譲渡等の対価に該当しないものとする場合には、同業者団体、組合等は、その旨をその構成員に通知するものとする。
（入会金）
５－５－４　同業者団体、組合等がその構成員から収受する入会金（返還しないものに限る。）については、当該同業者団体、組合等がその構成員に対して行う役務の提供等との間に明白な対価関係があるかどうかによって資産の譲渡等の対価であるかどうかを判定するのであるが、その判定が困難なものにつき、当該同業者団体、組合等が同号に規定する資産の譲渡等の対価に該当しないものとし、かつ、その入会金を支払う事業者側がその支払を課税仕入れに該当しないこととしている場合には、これを認める。
(注)　資産の譲渡等の対価に該当するかどうかの判定が困難な入会金について、この通達を適用して資産の譲渡等の対価に該当しないものとする場合には、同業者団体、組合等は、その旨をその構成員に通知するものとする。
（公共施設の負担金等）
５－５－６　特定の事業を実施する者が当該事業への参加者又は当該事業に係る受益者から受ける負担金、賦課金等については、当該事業の実施に伴う役務の提供との間に明白な対価関係があるかどうかによって資産の譲渡等の対価であるかどうかを判定するのであるが、例えば、その判定が困難な国若しくは地方公共団体の有する公共的施設又は同業者団体等の有する共同的施設の設置又は改良のための負担金について、国、地方公共団体又は同業者団体等が資産の譲渡等の対価に該当しないものとし、かつ、その負担金を支払う事業者がその支払を課税仕入れに該当しないこととしている場合には、これを認める。
(注)　１　公共的施設の負担金等であっても、例えば、専用側線利用権、電気ガス供給施設利用権、水道施設利用権、電気通信施設利用権等の権利の設定に係る対価と認められる場合等の、その負担金等は、資産の譲渡等の対価に該当する。
２　資産の譲渡等の対価に該当するかどうかの判定が困難な公共的施設の負担金等について、この通達を適用して資産の譲渡等の対価に該当しないものとする場合には、国、地方公共団体又は同業者団体等は、その旨をその構成員に通知するものとする。
（共同行事に係る負担金等）
５－５－７　同業者団体等の構成員が共同して行う宣伝、販売促進、会議等（以下５－５－７において「共同行事」という。）に要した費用を賄うために当該共同行事の主宰者がその参加者から収受する負担金、賦課金等については、当該主宰者において資産の譲渡等の対価に該当する。ただし、当該共同行事のために要した費用の全額について、その共同行事への参加者ごとの負担割合が予め定められている場合において、当該共同行事の主宰者が収受した負担金、賦課金等について資産の譲渡等の対価とせず、その負担割合に応じて各参加者ごとにその共同行事を実施したものとして、当該負担金、賦課金等につき仮勘定として経理したときは、これを認める。
(注)　この取扱いによる場合において、当該負担金、賦課金等により賄われた費用のうちに課税仕入れ等に該当するものがあるときは、各参加者がその負担割合に応じて当該課税仕入れ等について法第30条《仕入れに係る消費税額の控除》の規定を適用することになる。
（土地付建物等の貸付け）
６－１－５　令第８条《土地の貸付けから除外される場合》の規定により、施設の利用に伴って土地が使用される場合のその土地を使用させる行為は土地の貸付けから除かれるから、例えば、建物、野球場、プール又はテニスコート等の施設の利用が土地の使用を伴うことになるとしても、その土地の使用は、土地の貸付けに含まれないことに留意する。
(注)　１　事業者が駐車場又は駐輪場として土地を利用させた場合において、その土地につき駐車場又は駐輪場としての用途に応じる地面 の整備又はフェンス、区画、建物の設置等をしていないとき（駐車又は駐輪に係る車両又は自転車の管理をしている場合を除く。）は、その土地の使用は、土地の貸付けに含まれる。
２　建物その他の施設の貸付け又は役務の提供（以下６－１－５において「建物の貸付け等」という。）に伴って土地を使用させた場合において、建物の貸付け等に係る対価と土地の貸付けに係る対価とに区分しているときであっても、その対価の額の合計額が当該建物の貸付け等に係る対価の額となることに留意する。
（公有水面使用料、道路占用料、河川占用料）
６－１－７　国又は地方公共団体等がその有する海浜地、道路又は河川敷地（地上及び地下を含む。）の使用許可に基づき収受する公有水面使用料、道路占用料又は河川占用料は、いずれも土地の貸付けに係る対価に該当するものとして取り扱う。
（非課税の対象となる有価証券等の範囲）
６－２－１　法別表第一第２号《有価証券等の譲渡》の規定によりその譲渡が非課税となる有価証券等には、おおむね次のものが該当するのであるから留意する。（平11課消２－８、平13課消１－５、平14課消１-12、平15課消１-13により改正）
(1) 証券取引法第２条第１項《有価証券の定義》に規定する有価証券
　　イ　国債証券
ロ　地方債証券
ハ　農林中央金庫の発行する農林債券その他の特別の法律により法人の発行する債券（ニ及びルに掲げるものを除く。）
ニ　資産の流動化に関する法律（以下６－２－１及び６－２－１の３において「資産流動化法」という。) に規定する特定社債券
ホ　社債券（相互会社の社債券を含む。）
ヘ　日本銀行その他の特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（ト、チ及びルに掲げるものを除く。）
ト　協同組織金融機関の優先出資に関する法律（以下６－２－１及び６－２－１の３において「優先出資法」という。）に規定する優先出資証券又は優先出資引受権を表示する証書
チ　資産流動化法に規定する優先出資証券（単位未満優先出資証券を含む。以下６－２－１において同じ。）又は新優先出資引受権を表示する証券
リ　株券、新株引受権証書又は新株予約権証券
ヌ　投資信託及び投資法人に関する法律（以下６－２－１において「投資信託法」という。）に規定する投資信託又は外国投資信託の受益証券
ル　投資信託法に規定する投資証券若しくは投資法人債券又は外国投資証券
ヲ　貸付信託の受益証券
ワ　資産流動化法に規定する特定目的信託の受益証券
カ　コマーシャルペーパー（証券取引法第２条に規定する定義に関する内閣府令第１条《証券取引法の有価証券》に規定するコマーシャルペーパー（以下「ＣＰ」という。））
ヨ　外国債、海外ＣＰなど外国又は外国法人の発行する証券又は証書でイからリまで又はヲからカまでの性質を有するもの
タ　外国法人の発行する証券又は証書で銀行業を営む者その他の金銭の貸付けを業として行う者の貸付債権を信託する信託の受益権又はこれに類する権利を表示するもの
レ　オプションを表示する証券又は証書
ソ　預託証券
ツ　譲渡性預金（払戻しについて期限の定めがある預金で、指名債権でないもの）の預金証書のうち外国法人が発行するもの
(2) (1)に類するもの
イ　商法第220条第１項《株式の発行、併合又は分割の場合の一株未満の株式の処理》に規定する端数の部分
ロ　（１）イからタまでに掲げる有価証券に表示されるべき権利で有価証券が発行されていないもの
ハ　株式の引受けによる権利及び優先出資法、資産流動化法又は特定目的会社による特定資産の流動化に関する法律等の一部を改正する法律第１条《特定目的会社による特定資産の流動化に関する法律の一部改正》の規定による改正前の特定目的会社による特定資産の流動化に関する法律（以下６－２－１及び６－２－１の３において「旧資産流動化法」という。）の規定による優先出資の引受けによる権利
ニ　合名会社、合資会社又は有限会社の社員の持分、協同組合等の組合員又は会員の持分その他法人（人格のない社団等、匿名組合及び民法上の組合を含む。）の出資者の持分
ホ　抵当証券（これに類する外国の証券を含む。）
ヘ　貸付金、預金、売掛金その他の金銭債権
(注)　１　居住者が発行する譲渡性預金証書は預金に該当する。
　　　２　(2)ロには、例えば、令第１条第２項第３号《登録国債等の範囲》に規定する登録国債等、社債等の振替に関する法律（以下６－３－１において「社債等振替法」という。）の規定による振替口座簿の記載又は記録により定まるものとされるもの、株券の発行がない株式、新株引受権、新株予約権、優先出資法又は資産流動化法に規定する優先出資証券の発行がない優先出資、優先出資法に規定する優先出資引受権及び投資信託法に規定する投資証券の発行がない投資口が該当する。
（金融取引及び保険料を対価とする役務の提供等）
６－３－１　法別表第一第３号《利子を対価とする貸付金等》の規定においては、おおむね次のものを対価とする資産の貸付け又は役務の提供が非課税となるのであるから留意する。（平11課消２－８、平13課消１－５、平14課消１-12、平15課消１-13により改正）
(1) 国債、地方債、社債、新株予約権付社債、投資法人債券、貸付金、預金、貯金又は令第９条第４項《支払手段に類するもの》に規定する特別引出権の利子
(2) 信用の保証料
(3) 合同運用信託又は所法第２条第１項第15号《定義》に規定する公社債投資信託若しくは同項第15号の２《定義》に規定する公社債等運用投資信託の信託報酬
(4) 保険料（厚生年金基金契約等に係る事務費用部分を除く。）
(5) 合同運用信託、投資信託、特定目的信託又は特定公益信託等の収益の分配金
(6) 相互掛金又は定期積金の給付補填金及び無尽契約の掛金差益
(7) 抵当証券の利息
(8) 割引債（利付債を含む。）の償還差益
(9) 手形の割引料
(10) 金銭債権の買取又は立替払に係る差益
(11) 割賦販売法第２条第１項《割賦販売の定義》に規定する割賦販売、同法第２条第２項《ローン提携販売の定義》に規定するローン提携販売及び同条第３項《割賦購入あっせんの定義》に規定する割賦購入あっせんの手数料（契約においてその額が明示されているものに限る。）
(12) 割賦販売等に準ずる方法により資産の譲渡等を行う場合の利子又は保証料相当額（その額が契約において明示されている部分に限る。）
(13) 有価証券（その権利の帰属が社債等振替法の規定による振替口座簿の記載又は記録により定まるものとされるもの及び令第１条第２項第３号《登録国債等の範囲》に規定する登録国債等を含み、ゴルフ場利用株式等を除く。）の賃貸料
(14) 物上保証料
(15) 共済掛金
(16) 動産又は不動産の貸付けを行う信託で、貸付期間の終了時に未償却残額で譲渡する旨の特約が付けられたものの利子又は保険料相当額（契約において明示されている部分に限る。）
(17) いわゆるファイナンス・リースに係るリース料のうち、利子又は保険料相当額（契約において利子又は保険料の額として明示されている部分に限る。）
（保険代理店報酬等）
６－３－２　保険料（令第10条第２項《事務費相当額を課税の対象とする保険契約等》に規定する契約に係る保険料のうち法別表第一第３号《利子を対価とする貸付金等》に規定する事務に要する費用の額に相当する部分を除く。）を対価とする役務の提供は非課税となるのであるが、保険代理店が収受する役務の提供に係る代理店手数料又は保険会社等の委託を受けて行う損害調査又は鑑定等の役務の提供に係る手数料は、課税資産の譲渡等の対価に該当することに留意する。
（償還有価証券に係る償還差益）
６－３－２の２　令第10条第３項第６号《償還差益を対価とする資産の貸付け》に規定する償還差益を対価とする国債等の取得は非課税となるのであるが、当該国債等が法法令第139条の２第１項《償還有価証券の調整差益又は調整差益の益金又は損金算入》に規定する償還有価証券に該当する場合の償還差益には、当該償還有価証券を取得した日の属する事業年度から償還の日の属する事業年度の前事業年度までの各事業年度における法人の所得の金額の計算において、益金の額に算入した同項の調整差益のすべてが含まれるのであるから留意する。（平12課消２－10により追加）
（保険料に類する共済掛金の範囲）
６－３－３　令第10条第３項第13号《保険料に類するものを対価とする役務の提供》に規定する「保険料に類する共済掛金」には、法令等により組織されている団体が法令等の規定に基づき、当該団体の構成員のために行う共済制度（人の生死若しくは傷害又は資産の損失その他偶発的事由の発生を共済金の保険事故とする共済制度に限る。以下６－３－３において同じ。）に基づいて当該構成員が負担する共済掛金のほか、任意の互助組織による団体が当該団体の構成員のために行う任意の共済制度に基づいて当該構成員が負担する共済掛金が含まれる。（平15課消１-13により改正）
(注)　所法令第167条の２《特定の損失等に充てるための負担金の必要経費算入》若しくは法法令第136条《特定の損失等に充てるための負担金の損金算入》に規定する負担金又は租特法第28 条第１項各号《特定の基金に対する負担金等の必要経費算入の特例》若しくは第66条の11第１項各号《特定の基金に対する負担金等の損金算入の特例》に掲げる負担金又は掛金（これらの負担金又は掛金のうち令第10条第３項第13号以外の各号《利子を対価とする貸付金等》に該当するものを除く。）は、令第10条第３項第13号に規定する保険料に類する共済掛金その他の保険料に類するものに含まれる。
（非課税とならない行政手数料等）
６－５－２　国、地方公共団体、法別表第三に掲げる法人その他法令に基づき国若しくは地方公共団体の委託又は指定を受けた者が行う事務で、次に掲げる手数料等（手数料、その他の料金をいう。以下６－５－２において同じ。）を対価とするものは、法別表第一第５号イ又はロ《国、地方公共団体等が行う役務の提供》に掲げる役務の提供に該当しないのであるから留意する。（平14課消１-12により改正）
(1) 法令にその事務が定められていない手数料等
(2) 法令にその事務が定められている手数料等で、法令にその徴収の根拠となる規定がないもののうち、令第12条第２項第２号《国、地方公共団体等の役務の提供》に規定する役務の提供の対価のいずれにも該当しないもの
　(注)　「その徴収の根拠となる規定」とは、「手数料を徴収することができる」又は「手数料を支払わなければならない」等の規定をいい、「別途手数料に関する事項を定める」又は「手数料の額は○○○円とする」との規定は含まれない。
(3) 法令に定められている検査、検定、試験、審査及び講習の手数料等で、法令にその徴収の根拠となる規定があるもののうち、令第12条第１項第１号イからニまで《非課税となる国、地方公共団体等の役務の提供》に掲げる事務のいずれにも該当しないものの手数料等及びその該当しない事務に係る証明並びに公文書の交付（再交付及び書換交付を含む。）、更新、訂正、閲覧及び謄写の手数料等 
(4) 法別表第一第５号イの(1)から(4)まで及び令第12条第２項第１号、第３号又は第４号に掲げる事務以外の事務に係る役務の提供の手数料等
（貸付金利子等を対価とする資産の譲渡等の時期）
９－１－19　貸付金、預金、貯金又は有価証券（以下９－１－19において「貸付金等」という。）から生ずる利子の額は、その利子の計算期間の経過に応じ当該課税期間に係る金額を当該課税期間の資産の譲渡等の対価の額とする。ただし、主として金融及び保険業を営む事業者以外の事業者が、その有する貸付金等（当該事業者が金融及び保険業を兼業する場合には、当該金融及び保険業に係るものを除く。）から生ずる利子で、その支払期日が１年以内の一定の期間ごとに到来するものの額につき、継続してその支払期日の属する課税期間の資産の譲渡等の対価の額としている場合には、これを認める。
（出張旅費、宿泊費、日当等）
11－２－１　役員又は使用人（以下「使用人等」という。）が勤務する場所を離れてその職務を遂行するため旅行をし、若しくは転任に伴う転居のための旅行をした場合又は就職若しくは退職をした者若しくは死亡による退職をした者の遺族（以下11－２－１において「退職者等」という。）がこれらに伴う転居のための旅行をした場合に、事業者がその使用人等又はその退職者等に支給する出張旅費、宿泊費、日当等のうち、その旅行について通常必要であると認められる部分の金額は、課税仕入れに係る支払対価に該当するものとして取り扱う。
(注)　１　「その旅行について通常必要であると認められる部分の金額」の範囲については、所基通９－３《非課税とされる旅費の範囲》の例により判定する。
２　海外出張のために支給する旅費、宿泊費及び日当等は、原則として課税仕入れに係る支払対価に該当しない。
（通勤手当）
11－２－２　事業者が使用人等で通勤者である者に支給する通勤手当（定期券等の支給など現物による支給を含む。）のうち、当該通勤者がその通勤に必要な交通機関の利用又は交通用具の使用のために支出する費用に充てるものとした場合に、その通勤に通常必要であると認められる部分の金額は、課税仕入れに係る支払対価に該当するものとして取り扱う。
（会費、組合費等）
11－２－６　事業者がその同業者団体、組合等に対して支払った会費又は組合費等（以下11－２－６において「会費等」という。）について、当該同業者団体、組合等において、５－５－３《会費、組合費等》により、団体としての通常の業務運営のために経常的に要する費用を賄い、それによって団体の存立を図るものとして資産の譲渡等の対価に該当しないとしているときは、当該会費等は課税仕入れに係る支払対価に該当しないのであるから留意する。
５－５－４《入会金》に掲げる同業者団体、組合等に支払う入会金についても、同様とする。
（ゴルフクラブ等の入会金）
11－２－７　事業者が支払う入会金のうち、ゴルフクラブ、宿泊施設、体育施設、遊戯施設その他レジャー施設の利用又は一定の割引率で商品等を販売するなど会員に対する役務の提供を目的とする団体の会員資格を得るためのもので脱退等に際し返還されないものは、課税仕入れに係る支払対価に該当する。
（公共的施設の負担金等）
11－２－８　国若しくは地方公共団体の有する公共的施設又は同業者団体等の有する共同的施設の設置又は改良のため、国若しくは地方公共団体又は同業者団体等がこれらの施設の利用者又は受益者から受ける負担金、賦課金等で、当該国若しくは地方公共団体又は同業者団体等において、資産の譲渡等の対価に該当しないこととしているものについては、当該負担金、賦課金等を支払う事業者においても、課税仕入れに係る支払対価に該当しないのであるから留意する。
(注)　負担金等が例えば専用側線利用権、電気ガス供給施設利用権、水道施設利用権、電気通信施設利用権等の権利の設定等に係る対価と認められる等の場合には、当該負担金等は、それを支払う事業者において課税仕入れに係る支払対価に該当する。
（共同行事等に係る負担金）
11－２－９　同業者団体等の構成員が共同して行う宣伝、販売促進、会議等に要した費用を賄うために当該同業者団体等が構成員から受ける負担金等について、当該費用の全額について構成員ごとの負担割合が予め定められ、かつ、当該同業者団体等において当該宣伝等をその負担割合に応じて構成員が実施したものとして取り扱っている場合は、それを支払う構成員において当該負担金等の費途ごとに、法第２条第１項第12号《課税仕入れの意義》の規定を適用することとなる。
（不課税取引のために要する課税仕入れの取扱い）
11－２－16　法第30条第２項第１号《個別対応方式による仕入税額控除》に規定する課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要するもの（以下「課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要するもの」という。）とは、原則として課税資産の譲渡等と非課税資産の譲渡等に共通して要する課税仕入れ等をいうのであるが、例えば、株券の発行に当たって印刷業者へ支払う印刷費、証券会社へ支払う引受手数料等のように資産の譲渡等に該当しない取引に要する課税仕入れ等は、課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要するものに該当するものとして取り扱う。
（事業者が収受する事業分量配当金）
12－１－３　法法第61条第１項第１号《協同組合等の事業分量配当金の損金算入》に掲げる協同組合等から事業者が収受する事業分量配当金のうち課税仕入れの分量等に応じた部分の金額は、当該事業者の仕入れに係る対価の返還等に該当することに留意する。
（保存すべき帳簿）
17－３－１　法第58条《帳簿の備付け等》に規定する帳簿は、規則第27条《帳簿の記載事項等》に規定する記載事項を記録した帳簿であればよいのであるから、商業帳簿のほか、所得税又は法人税の申告の基礎となる帳簿書類でも差し支えない。
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課税期間中に国内で行われた	課税資産の譲渡等の対価の


課税資産の譲渡等の対価の合計額	返還等の金額





課税期間中に国内で行われた	資産の譲渡等の対価の


資産の譲渡等の対価の合計額	返還等の金額





課税売上と非課税


売上に共通する


課税仕入等に係る


消費税額





　課税仕入等に　　　仕入対価の返還等に


　係る消費税額　　　 消費税額





みなし仕入率　90％














みなし仕入率　80％





免    税





非 課 税





課　　税





免税取引か？





非課税取引か？





みなし譲渡か？





対価を得て行う取引か？





事業として行ったものか？





－








不　　課　　税





資産の譲渡、貸付、役務の提供に


該当するか？





国内取引か？





いいえ





いいえ





いいえ





いいえ





いいえ





は　い





は　い





いいえ








いいえ








は　い








は　い








は　い








は　い





は　い








みなし仕入率で計算





全額控除方式





課税売上割合が95％未満


満





課税売上割合が95％以上





簡易課税制度適用





課税資産の譲渡等のみ


を行っている事業者





仕 入 控 除 税 額





本　則　課　税





課税仕入等に係る消費税額





一括比例配分方式





（選択）





個別対応方式





－








課税期間中に国内で行われた	課税資産の譲渡等の対価の


課税資産の譲渡等の対価の合計額	返還等の金額





課税期間中に国内で行われた	資産の譲渡等の対価の


資産の譲渡等の対価の合計額	返還等の金額





仕入控除税額 ＝ (ａ)の消費税額 ＋ ((ｃ)の消費税額 × 課税売上割合)





仕　　入　　先





仕入控除税額　＝　課税仕入等に係る消費税額　×　課税売上割合





・第一種事業　90％


・第二種事業　80％


仕入控除税額 ＝　　　　　　 　　×　みなし仕入率　　・第三種事業　70％


・第四種事業　60％


・第五種事業　50％





仕入控除税額　＝ 　　　　　　　　×　75％以上を占める事業のみなし仕入率





仕入控除税額　＝　課税標準額に対する消費税額　×





第一種　　　　 　第二種 　　　　　第三種 　　　　　第四種 　　　　　第五種


事業に　　　　 　事業に 　　　　　事業に 　　　　　事業に 　　　　　事業に


係る消　　　　 　係る消 　　　　　係る消 　　　　　係る消 　　　　　係る消


費税額　　　　 　費税額 　　　　　費税額 　　　　　費税額 　　　　　費税額





第一種事業に 　 第二種事業に 　 第三種事業に 　 第四種事業に 　 第五種事業に


係る消費税額　　係る消費税額　　係る消費税額　　係る消費税額　　係る消費税額





仕入控除税額　＝　課税標準額に対する消費税額　×





第一種事業に　　　　　　 　課税売上に　　　　第一種事業に


係る消費税額　　　　　　　 係る消費税額　　　係る消費税額





　　　　　　　　　　　課税売上に係る消費税額





課税標準額に　


対する消費税額





課税標準額に


対する消費税額





× 90％ ＋	× 80％  ＋	× 70％  ＋	× 60％  ＋	× 50％








＋	＋	＋	＋ 





×　90％　＋　　　　　　　　－　　　　　　　  ×　80％








×　　　　　　 －　　　　　　　　　　　　×





　　－　　　　　　　　　　　　 ＝ Ａ





課税売上


割合





課税売上と非課税


売上に共通する


仕入対価の返還等


に係る消費税額





課税売上


割合





仕入控除税額　＝　Ａ　＋　Ｂ





×　　　　　－　　　　　　　　　　　×　　　　　 ＝ Ｂ





特定収入割合消費税額＝





＝　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　－





国内における課税仕入に係る消費税額　＋　外国貨物の引取りに係る消費税額　　　　　　　　





　　課税仕入高の合計額（税込み）×　4／105





組　合





発　　　注①





納　　　品②





請求書写④





支　　払⑦





手 数 料⑧





回収打合⑤





回　　収⑥





請　求　書③





組　　合　　員





仕　　入　　先





組　　合　　員





組　　　合





納　　　品③





発　　　注②





請　求　書③





支　　　払⑥





受　　　注①





請　求　書④





回　　　収⑤





仕　　入　　先





組　　合　　員





組　　　　　合





納　　　品②





請　求　書③





支　　　払④





納　　　品⑥





請　求　書⑦





回　　　収⑧





発　　　注①





受　　　注⑤





組　　合　　員





組　　　　　合





商　業　手　形





商　品　売　上





� eq \o\ad(組合出資金,　　　　　　　)�





取　　引　　先





商　工　中　金





� eq \o\ad(受入金,　　　　　　　)�





� eq \o\ad(商工債券,　　　　　　　)�





� eq \o\ad(中金出資金,　　　　　　　)�





� eq \o\ad(貸付金,　　　　　　　)�





借　入　金


（手形金額－割引料）





  （手形金額－割引料）


商　業　手　形





商　業　手　形





受取利子





支払利子





借入れ





貸  付





手数料





同　額





金　融


機　関





組　合





組合員





課税仕入に含まれている消費税額





(ａ) 課税売上に要する消費税額





(ｂ) 非課税売上に要する消費税額





(ｃ) 課税売上と非課税売上に共通の消費税額





計算１





計算２





法人税法の減算





控除





控除





法人税法の減算





減　算





計600,000





法人税法の減算





控除





控除





法人税法の減算





控除





控除





計600,000





基準期間の売上高





課税対象外の収入





非課税売上高





輸出免税売上高





課税総売上高





判　　　定





返品・値引・割戻し





課 税


売上高





年 度





(ａ)





95





(ｂ)





－








－








課税期間の課税売上高（消費税を除く。）


課税期間の総売上高（消費税を除く。）





（単位：円）





（単位：円）





本冊子の内容の一部又は全部を無断で転載又は複製することを固く禁じます。
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